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１．診療報酬改定に向けて
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令和6年度診療報酬改定

3

入院患者・入所者への食事療養等に対する補助金

光熱費等の物価高騰に対する交付金

秋の新たな経済対策等への要望

令和5年度補正予算での対応
令和5年9月26日に岸田総理が閣僚に経済対策のとりまとめを指示

令和6年度予算での対応
3点の論点がある異次元の改定であり、年末までに決定

２．賃金上昇・物価高騰への対応

賃上げは、高齢化の伸びの
シーリングに制約された

従来の改定に加え、
診療報酬改定の中において

別枠で行う必要がある

１．従来の改定
改定財源の確保
により、政策対応

３．新型コロナ感染症への対応

これまでの確保分を、
• 協定締結医療機関の対応
• 感染対策に役立つ電子カル

テ等の医療DXの推進
に役立てる

令和5年度補正予算と令和6年度予算での対応

新規対応

継続
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１．診療報酬改定に向けて

（１）秋の新たな経済対策等への要望

令和6年度診療報酬改定

令5年度補正予算での対応
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入院患者・入所者への食事療養等に対する補助金

光熱費等の物価高騰に対する交付金

秋の新たな経済対策等への要望

令和5年9月26日に岸田総理が閣僚に経済対策のとりまとめを指示

新規対応

継続



物価高騰への支援（2023年10月）

6

2023年10月5日に武見敬三厚生労働大臣に対し、「食材料費・光熱費等の物価高騰に対する財政支援に関
する要望」を手交した。その中で、(1)入院患者・入所者への食事療養等に対する補助金での財政支援、(2)医
療機関・介護事業所等における光熱費等の物価高騰に対する交付金での財政支援の継続―の2点の実現を
求めた。

今般の食材料費、光熱費等の物価高騰は、賃金の上昇とも相まって広く国民に大きな影響を及ぼしているのみならず、医療機関・介
護事業所等にも大きな影響を及ぼしております。

「経済財政運営と改革の基本方針2023」においても「物価高騰・賃金上昇、経営の状況、支え手が減少する中での人材確保の必要

性、患者・利用者負担・保険料負担への影響を踏まえ、患者・利用者が必要なサービスを受けられるよう、必要な対応を行う。」とされて
おり、診療報酬、介護報酬という公定価格により運営する医療機関・介護事業所等が、物価高騰・賃上げに対応するには十分な原資が
必要です。

物価高騰への対応については、地方創生臨時交付金（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金）による措置も講じられ
たところですが、都道府県等の対応によって地域でばらつきがあり、手元に届くまでに一定の期間を要する等、十分なものとは言えず、
足下の物価高騰・賃金上昇に対応するには、さらに緊急の支援が必要です。特に、入院中の食事療養費は、約３０年間据え置かれ、も
はや、経営努力のみでは食事療養の提供が極めて困難な状況であり、別途、補助金で特段の支援が必要です。

そこで、物価・賃金の上昇下においても、患者・利用者の負担に配慮しつつ、安心・安全で質の高いサービスの提供を継続できるよう、
緊急の経済対策として以下の支援を要望します。

１．入院患者・入所者への食事療養等に対する補助金での財政支援

２．医療機関・介護事業所等における光熱費等の物価高騰に対する交付金での財政支援の継続

医療分野における給食の委託単価等の変動状況
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病院給食の委託単価は、2021年時点ですでに公定価格の単価（３食分で1,920円）を上
回る状況で、2022年にはさらにその差が広がっている。足下の食材料費等の高騰により、
現在の状況は厳しくなっていることが見込まれる。

病院給食の委託単価 【医療分野】

② 2022年① 2021年

1,997円1,962円病院計

-77円-42円公定価格との差

出典：入院中の食事療養に関する要望書（2023年7月12日提出）（四病院団体協議会）
※1 データは公益社団法人日本メディカル給食協会調べ（各年10月時点の状況）
※2 税込み価格

入院時食事療養費の基準費用額：１食につき640円、3食分で1,920円 （2006年度以降、変更なし）

100.0 

99.8 

102.3 

105.9 

100.0 

100.0 104.5 

113.5 

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

2020年 2021年 2022年 2023年8月

CPI（総合）

食料CPI

出典：総務省「消費者物価指数」 （2020年基準）

消費者物価指数の動向

秋の新たな経済対策等への要望（新規）
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「入院時食事療養費制度」発足以来の食事療養費等の変遷
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※介護保険の入所者の
標準負担額： 482円

（医療との差： 22円）

2022年9月9日に内閣官房の物価・賃金・生活総合対策本部が開催され、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金について、新たに6,000億円規

模の「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を創設することを決定した。その中で、医療機関等に対する電力・ガス・食料品等の価格高騰への支
援が盛り込まれた。

* 日医on-line「医療機関・介護事業所等における物価高騰への支援の拡充に関する要望について」（2022年7月27日
* 日本医師会「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」の地方公共団体ごとの交付限度額等について（情報提供）」（日医発第1231号（医経）（介護）令和4年9月22日）
* 日本医師会「医療機関等への支援に関する新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」の活用について」（日医発第2459号（医経）（介護）令和5年3月31日）
* 日医on-line「日本医師会始め医療、介護の10団体で加藤厚労大臣に光熱費等の物価高騰に対する支援を要望」（2023年4月5日） 9

2023年3月22日に開催された政府の「物価・賃金・生活総合対策本部」において、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における「電力・ガス・食
料品等価格高騰重点支援地方交付金」の増額が決定された。予算額1兆2,000億円のうち、推奨事業メニューとして7,000億円が確保された。推奨事業メニュー
においては「医療機関、介護施設等に対するエネルギー・食料品価格の高騰分などの支援」が事業者支援の筆頭に位置付けられた。

水道光熱費、食材料費等の物価高騰が、医療機関・介護事業所経営に甚大な影響を及ぼしていることから、早期かつ確実な支援を
求めるため、関係議員の先生方に対し、物価高騰への支援に関する要望を行った。

2022年7月26日に開催された自民党厚生労働部会で取り上げていただき、議論がなされた。その結果、団体要望であったものが政
府要望となった。

7月28日には、厚生労働省より都道府県行政等、地方自治体に対し、臨時交付金を医療機関等の負担の軽減に向けて積極的に活
用するよう改めて呼び掛けが行われた。

今般の光熱費等をはじめとする物価高騰に関して、公定価格により経営する医療機関等においては価格転嫁ができないこと等によ
り経営努力のみでは対応が困難なことから、 2023年3月17日に加藤勝信厚生労働大臣（当時）に対して、予備費の活用を含む必要な
財政措置を早急に講じていただくよう要望した。

また、加藤厚生労働大臣（当時）への要望に先立ち、与党の関係議員にも要望を行った。その結果、3月15日に自由民主党が岸田文
雄総理大臣に提出した提言には、医療・介護施設等をはじめ、負担軽減策がきめ細かく行き渡るよう十分留意する旨が盛り込まれた。

交付金の創設

交付金の増額

これまでの物価高騰への支援（2022・2023年）

秋の新たな経済対策等への要望（継続）



自由民主党議員による政府への働きかけ「医療・介護・障害福祉分野における
物価高騰・賃金上昇への対応について」

自由民主党社会保障制度調査会

2023年5月9日

「医療分野における物価・賃金高騰対策に関する要望書」を提出
日本医師会、四病院団体協議会、全国医学部長病院長会議

2023年4月28日

物価・賃金高騰に対する日本医師会の働きかけ

「医科・歯科・調剤分野における物価・賃金高騰対策に関する三師会合同声明」を
とりまとめる
日本医師会、日本歯科医師会、日本薬剤師会

2023年5月10日

「『骨太の方針』に、令和6年度のトリプル改定での物価高騰と賃上げへの対応

を明記していただき、必要財源を確保することを、本協議会の総意として、強く要
望」することを国民医療推進協議会にて決議

国民医療推進協議会

2023年5月31日

「医療・介護における物価高騰・賃金上昇への対応を求める合同声明」を医療・介
護関係12団体でまとめる
日本医師会、日本歯科医師会、日本薬剤師会、日本看護協会、四病院団体協議会、全国医学部長病院長会議、
全国老人保健施設協会、全国老人福祉施設協議会、日本認知症グループホーム協会

2023年5月25日

10

参考

11（出所）自民党政調全体会議資料（令和5年10月24・31日開催） 及び「デフレ完全脱却のための新たな総合経済対策」 （令和5年11月2日閣議決定）を基に作成

「デフレ完全脱却のための新たな総合経済対策～日本経済の新たなステージにむけて～」 （令和5年11月2日閣議決定）

物価高により厳しい状況にある生活者・事業者への支援（抜粋）

（略）「重点支援地方交付金」において、（略）医療・介護・保育施設、学校施設、商店街・自治会等に対し、エネルギー価格や食料品
価格の高騰に対する支援を行ってきている。引き続き、地域の実情に応じて、困難な状況にある者をしっかり支えるとの観点から、こう
した支援を行うため、同交付金の追加を行う。執行に当たっては、同交付金が物価高の影響緩和に必要とされる分野に有効に活用さ
れるよう、医療介護や中小企業といった各行政分野を所管する府省庁が地方公共団体に対して、優良な活用事例を始め必要な情報
を積極的に提供し活用を慫慂するなど、十分な取組を行う。その際、入院時の食費の基準が、長年据え置かれ、介護保険とも差が生
じていることを踏まえ、診療報酬の見直しに向けた検討を行うことと併せ、それまでの間、早急かつ確実に支援を行う。

（略）「重点支援地方交付金」において、（略）医療・介護・保育施設、学校施設、商店街・自治会等に対し、エネルギー価格や食料品
価格の高騰に対する支援を行ってきている。引き続き、地域の実情に応じて、困難な状況にある者をしっかり支えるとの観点から、こう
した支援を行うため、同交付金の追加を行う。

執行に当たっては、同交付金が物価高の影響緩和に必要とされる分野に有効に活用されるよう、医療・介護や中小企業といった各
行政分野を所管する府省庁が地方公共団体に対して、物価高対策として特に必要かつ効果的であって広く実施されることが期待され
る事業について、優良な活用事例を始め必要な情報を積極的に提供し、これらの分野における重点的な活用を推奨するとともに、活
用状況を定期的にきめ細かくフォローアップするなど、十分な取組を行う。その際、入院時の食費の基準が、長年据え置かれ、介護保
険とも差が生じていることを踏まえ、診療報酬の見直しに向けた検討を行うことと併せ、それまでの間、早急かつ確実に支援12を行う。

自民党政調全体会議（令和5年10月24日開催）資料 「新たな総合経済対策（仮称）（案）」8～9頁

自民党政調全体会議（令和5年10月31日開催）資料「新たな総合経済対策（仮称）（案）」10頁
「デフレ完全脱却のための新たな総合経済対策」 （令和5年11月2日閣議決定） 10頁

12 2023年度中については、重点支援地方交付金により対応。2024年度については、地域医療介護総合確保基金による対応を念頭に、診療報酬の見直しと合わせ、2024年度予算編成過程において検討。



医療機関への支援に関する「重点支援地方交付金」の活用について（光熱費関係）

12（出所）日本医師会「医療機関への支援に関する「重点支援地方交付金」の活用について」（令和5年11月8日発出、日医発第1415号（医経））

○医療機関に対する光熱費高騰への支援事業（対象施設と支援額）について

（１） 以下の表のとおり、令和5年3月の地方創生臨時交付金の積増しを受けて各都道府県が実施した支援事業の補助額の実績をまとめました。具体的な補
助額の設定に当たっては、以下の表をご参照いただき、医療機関における光熱費の高騰状況を適切に反映した額としていただくようお願いします。

令和5年11月8日に日本医師会は、各都道府県医師会に対して、「医療機関への支援に関する「重点支援地方交付金」の活用について（光熱費関
係）」に関する文書を発出・周知した。その中では、各都道府県において、ご対応頂きたい優良な活用事例を示している。

最大値上位25％中央値

2000万円600万円400万円病院 ※1

（10.0万円）（3.0万円）（2.0万円）（1病床当たり）

100万円35万円27.5万円有床診療所 ※1

（10.0万円）（3.5万円）（2.75万円）（1病床当たり）

24万円10万円6.25万円無床診療所

※１ 病院については200床規模で各都道府県の単価より試算したもの。有床診療所については10床規模で各都道府県の単価より試算したもの。

※２ 上記の支援策に当たって、都道府県においては、支援額や対象機関について、例えば、医療機能に応じた加算や特別高圧受電契約である医療機
関への加算、歯科技工所等への措置など、地域の実情に応じた取り組みを行っていただいています。

（２） 以下のとおり、優良な活用事例をお示しします。

自治体Ａ 病院・有床診療所：20万+3万/床、無床診療所：20万

自治体Ｂ 病院・有床診療所：3万/床（3床以下は10万）、無床診療所：10万

※特別高圧契約の場合は1～8月分2円/1kwh、9月分1円/1kwh

自治体Ｃ 病院・有床診療所（4床以上）：3万/床、有床診療所（3床以下）・無床診療所：10万

医療機関への支援に関する「重点支援地方交付金」の活用について（食材料費関係）

○医療機関（保険医療機関に限る。）への食材料費の高騰に対する支援事業（対象施設と
支援額）について

本支援事業は、入院時の食費の基準が、長年据え置かれ、介護保険とも差が生じている
ことを踏まえ、診療報酬の見直しに向けた検討を行うことと併せ、それまでの間（令和5年度
中） 食材料費の高騰に対し医療機関を支援するためのものです。

※令和5年度中については本交付金により対応。令和6年度については、地域医療介護
総合確保基金による対応を念頭に、診療報酬の見直しと合わせ、令和6年度予算編成
過程において検討することとされています。

（１） 病院・有床診療所：許可病床数×6,400円（1食当たり20円相当）

※上記は令和5年度下半期の半年間を対象としたものです。

令和5年11月8日に日本医師会は、各都道府県医師会に対して、「医療機関への支援に関する「重点支援地方交付金」の活用について（食材料費
関係）」に関する文書を発出・周知した。その中では、各都道府県において、確実にご対応頂きたい支援事業の標準を示している。

13（出所）日本医師会「医療機関への支援に関する「重点支援地方交付金」の活用について」（令和5年11月8日発出、日医発第1415号（医経））



14
（出所） 厚生労働省 社会保障審議会医療保険部会（令和5年11月9日開催） 資料3「入院時の食費について」5頁

15
（出所） 厚生労働省 社会保障審議会医療保険部会（令和5年11月9日開催） 資料3「入院時の食費について」9頁
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１．診療報酬改定に向けて

（２）令和6年度診療報酬改定

令和6年度診療報酬改定

3点の論点がある異次元の診療報酬改定

２．賃金上昇・物価高騰への対応
賃上げは、高齢化の伸びのシーリングに制約された

従来の改定に加え、診療報酬改定の中において
別枠で行う必要がある

１．従来の改定 改定財源の確保により、政策対応

３．新型コロナ感染症への対応

これまでの確保分を、
•協定締結医療機関の対応
•感染対策に役立つ電子カルテ等の医療DXの推進

に役立てる

令和6年度診療報酬・介護報酬等のトリプル改定に向けて

17



9月に医療費の動向が公表され、オミクロン株の流行によるコロナ患者数の急拡大などのコロナ対応により、医療費（収入）

が増えた側面もありますが、その分、感染対策経費の増加、追加的人員の確保など、患者数拡大に対応できる体制を築くため
のコスト（支出）も上昇しています。

これは医療界が一致団結して、コロナにしっかり向き合って対応した証です。にもかかわらず、2020、2021年度のコロナ禍
による医療費減少（約3.2兆円）のダメージが残っています。

一方で、財務省財政審等において、コロナ補助金等による内部留保の積み上がりを賃上げ原資等として活用するような主
張も一部にありますが、コロナ補助金等は従来の目的である感染症対策にしっかりと活用しなければなりません。令和6年4月

より恒常的な感染症への対応がなされますが、協定を結んだ医療機関による次の流行に備えた体制整備や、コロナ禍で医療
のデジタル化の遅れが指摘されており、電子カルテの整備、サイバーセキュリティ等の医療ＤＸへの活用が必要です。それらを
しっかりと推進するため、医師会も役割を果たしてまいります。

2023年度は春闘の平均賃上げ率が3.58％、人事院勧告が3.3％で実現されました。令和3年10月の岸田内閣の就任会見
を受けた令和4年度診療報酬改定では、地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機関に勤務する看護職員を対象に、収

入を３％程度引き上げるための処遇改善の仕組みが創設されました。これが端緒となり、「民間主要企業春季賃上げ要求・妥
結状況」によると、2022年には2021年の1.86％から2.20％にあがり、さらには2023年には3.60％にも上昇しています。しかし

ながら医療・介護分野の賃金上昇は一部に限定されたことにより、公定価格の下で半分程度の水準（１％台）にとどまり、他産
業に大きく遅れをとっています。公的価格を引き上げることにより、他産業へのさらなる原動力ともなります。

就業者全体の13.5%にも上る医療・介護分野の従事者約900万人の賃金を上げることで、我が国全体の賃金上昇と地方の
成長の実現により経済の活性化が見込めます。

賃上げはフローで行うべきであり、あくまでもコロナ禍という特殊な状況で生まれて感染対策に使うためのストックは賃上げ
の原資とするものではありません。賃上げは、高齢化の伸びのシーリングに制約された従来の改定に加え、診療報酬改定の
中において別枠で行う必要があります。

令和6年度診療報酬改定に向けて
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診療報酬による賃金上昇への対応

19
（出所）日本労働組合総連合「【重点分野-2】2023春季生活闘争まとめ～評価と課題～」（2023年7月21日掲載）添付資料2頁

人事院「令和5年人事院勧告・報告について」（令和5年8月）6頁
日本労働組合総連合「【重点分野-2】2024春季生活闘争基本構想」（2023年10月19日）5頁

• 2023年春闘では、平均賃上げ率が3.58％となり、1993年以来、30年ぶりの高さと
なった。

• 2023年8月に公表された令和5年人事院勧告では、「過去5年の平均と比べ、約10倍
のベースアップ」を4月にさかのぼって年収で約3.3％の給与改善を求めている。

• 2023年10月19日に連合から公表された2024 春季生活闘争基本構想では、「賃上げ
分 3％以上、定昇相当分（賃金カーブ維持相当分）を含め 5％以上の賃上げを目安と
する。」とされた。

唯一の原資である診療報酬において、改定対応を行い、医療・介護分野従事者約900万人の賃金を上
げることが必要である。

これにより、全国津々浦々まで、物価高騰対応や賃金上昇の波を行き渡らせ、我が国全体の賃金上昇と
地方の成長の実現が見込める。

なお、賃上げは、高齢化の伸びのシーリングに制約された従来の改定に加え、診療報酬改定の中にお
いて別枠で行う必要がある。
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20（出所）厚生労働省 第169回社会保障審議会医療保険部会（令和5年10月27日開催）資料1「令和６年度診療報酬改定に向けた基本認識、基本的視点、具体的方向性について」 3頁
厚生労働省 第103回社会保障審議会医療部会（令和5年11月1日開催）資料1「令和６年度診療報酬改定に向けた基本認識、基本的視点、具体的方向性について」 3頁

（出所）厚生労働省 中央社会保険医療協議会 総会（第 554 回）（令和5年9月13日開催）資料総-1「令和4年度医療費の動向 ～概算医療費の集計結果～」 1頁 を基にレイアウトを編集
21

令和４年度 医療費の動向
〜概算医療費の集計結果〜

＊概算医療費とは
医療費の動向を迅速に把握するために、医療機関からの診療報酬の請求 (レセプト) に基づいて、医療保険・
公費負担医療分の医療費を集計したもの。 労災・全額⾃費等の費⽤を含まず、 国⺠医療費の約98%に相当。

中医協 総－１
５． ９． 13

○ 令和4年度の概算医療費は46.0兆円、対前年同期⽐で4.0%の増加、 対令和元年度⽐で5.5%の増加。
なお、対令和元年度⽐の5.5%の増加は3年分の伸び率であり、 1年当たりに換算すると1.8%の増加。

○ 令和4年度の受診延⽇数は、対前年同期⽐で2.0%の増加、 1⽇当たり医療費は2.0%の増加。
○ 令和4年度の診療種類別では、いずれの診療種類別も対前年同期⽐でプラス、 対令和元年度⽐でもプラスとなった。

診療種類別 医療費の対前年伸び率 (対前年同期⽐) (%)

令和4年度令和3年度令和2年度令和元年度

4.04.6-3.12.4総計
2.92.8-3.02.0⼊院
6.37.5-4.32.0⼊院外
2.64.8-0.81.9⻭科
1.72.7-2.63.6調剤

1年当たりに
換算した
伸び率

令和4年度
対令和元年度⽐

(1.8)5.5
(0.9)2.6
(3.0)9.3
(2.2)6.7
(0.6)1.8



９月１日に、厚生労働省から「令和４年度 医療費の動向」ということで、いわゆる
概算医療費が報告されました。

概算医療費とは、国民医療費の約９８％をカバーした速報値です。
令和４年度の概算医療費は４６兆円で、前年度が４４．２兆円でありましたので、プ

ラス４．０％の伸び率、金額にすると、１．８兆円の増加となりました。
右側のカッコ内の表は、コロナ発生前の令和元年度（３年前）と比べた数字ですが、

５．５％の増となり、１年当たりに換算すると１．８％の伸び率になったと報告されまし
た。

４．０％という伸び率はコロナ前と比べ高く見えますが、令和２年度にコロナで医療
費が落ち込んでおります。令和元年度比の1年当たりに換算した伸び率は１．８％と
いうことで、「それ程高いというところでもない」と説明されております。

また、今回の伸びは、令和２年度の受診控えの反動、コロナそのものの治療、令和
４年度診療報酬改定で不妊治療の保険適用がされたことなどが主な要因と説明され
ております。

22

「令和４年度 医療費の動向」について
日本医師会

定例記者会見

（出所）日本医師会定例記者会見「令和6年度診療報酬改定について～令和４年度医療費の動向の公表を受けて～」（令和5年9月20日）

（出所）厚生労働省 中央社会保険医療協議会 総会（第 554 回）（令和5年9月13日開催）資料総-1「令和4年度医療費の動向 ～概算医療費の集計結果～」 2頁 を基にレイアウトを編集
23

令和４年度 医療費の動向 ＜概観＞
○ 令和3年度に引き続き令和2年度の減少の反動や、 新型コロナウイルス感染症の患者が増えた影響等があり、令和4年度の概算医療費は

46.0兆円、 ⾦額で1.8兆円、 伸び率で 4.0%の増加となっている。 また、その内訳を⾒ると受診延⽇数は2.0%の増加、 1⽇当たり医療費は
2.0%の増加となっている。

○ 新型コロナウイルス感染症の影響の少ない令和元年度と⽐べると、医療費は5.5%の増加となっており、 その内訳を⾒ると、受診延⽇数は
▲3.6%と減少し、1⽇当たり医療費は9.4%増加している。

令和4年度令和3年度令和2年度令和元年度平成30年度平成29年度

46.044.242.243.642.642.2概算医療費

1.82.0▲ 1.31.00.30.9対前年増減額

5.54.04.6▲ 3.12.40.82.3(①)伸び率
(3.9)(4.7)(▲ 3.7)(2.9)(0.9)(2.3)（休⽇数等補正後）

▲ 3.62.03.3▲ 8.5▲ 0.8▲ 0.5▲ 0.1受診延⽇数

9.42.01.35.93.21.32.41⽇当たり医療費

▲ 0.4▲ 0.5▲ 0.3▲ 0.2▲ 0.2▲ 0.2(②)⼈⼝増の影響

0.91.11.11.01.11.2(③)⾼齢化の影響

▲ 0.94▲ 0.9▲ 0.46▲ 0.07▲ 1.19(④)診療報酬改定等

4.55.0▲ 3.41.61.11.3(①-②-③-④)上記の影響を除いた
概算医療費の伸び率

※ １ 令和4年度の休⽇数等の 対前年度差異は ⼟曜⽇が1⽇少なく、休⽇でない⽊曜⽇が2⽇少なく、連休数が4⽇少なかったことから、伸び率に対する休⽇数等補正は+0.04%。
※ ２ 令和3年度の概算医療費を⽤いて、 薬価改定の影響を医療費に対する率へ換算したもの。
(参考) 主傷病がCOVID-19であるレセプト (電算処理分) を対象に医科医療費を集計すると、令和4年度で 8,600億円 (全体の1.9%) 程度。

(兆円、%)

※1

※2

令和4年度
対元年度⽐



一番下の赤枠で囲っている参考の記載をご覧ください。

レセプト上、「新型コロナウイルス感染症」を主傷病としたものの医療費

を合計すると、令和４年度で８,６００億円となりました。令和３年度が４,５

００億円でしたので、コロナ関連の医療費が２倍弱増加となりました。

24

「令和４年度 医療費の動向 ＜概観＞」について

（出所）日本医師会定例記者会見「令和6年度診療報酬改定について～令和４年度医療費の動向の公表を受けて～」（令和5年9月20日）

日本医師会
定例記者会見

タイトル
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令和5年9月29日 厚生労働省 第168回社会保障審議会医療保険部会
参考資料1「診療報酬改定の基本方針_参考資料」13頁



医療・介護分野における人材確保の状況について

26

• 高齢化等による需要増加にも関わらず、医療介護分野とも、人材確保の状況が悪化するととともに、有効求人倍率は
全職種平均の２～３倍程度の水準で高止まりしている。

• 特に介護分野では、大きな離職超過が生じており、他産業への人材流出が見られる。

出典：雇用動向調査（厚労省）

医療・介護分野の入職超過率 （入職率 – 離職率）医療・介護分野の有効求人倍率 （直近3年の動き）

出典：厚生労働省「職業安定業務統計」一般職業紹介状況
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医療分野 介護等分野 全産業平均

診療報酬、介護報酬という公定価格により運営する医療機関・介護事業所等
が、人材確保や賃上げに対応するには十分な原資が必要である。

2020年 2021年 2022年

診療報酬上昇率と物価上昇率の比較 （2012年＝100）

27
（出所） 総務省「消費者物価指数」 （2020年基準）を基に作成
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28（出所）日本医師会定例記者会見「令和6年度診療報酬改定について～財政制度等審議会財政制度分科会の議論を受けて～」（令和5年9月29日）

3点目は、「新型コロナウイルス感染症への対応」です。この点に関しては、財政審と考え方が大きく異なるところ
です。

日本医師会は、コロナの医療費について、医療界が一致団結して、コロナにしっかり向き合って対応した証拠だと
考えております。

財政審は、コロナ補助金等による内部留保の積み上がりを賃上げ原資等として活用する方策の検討を主張して
おりますが、賃上げはフローで行うべきであり、（あくまでもコロナ禍という特殊な状況で生まれて感染対策に使うた
めの）ストックは賃上げの原資とするものではありません。一部報道によると、財政審会合後の記者会見で「受診単
価の上昇で医療従事者の賃上げを吸収できるのではないかとの意見もあった」との声があったようですが、今回の
コロナ特例は、感染対策に伴うコスト増に対して実施されたものです。すなわち、補助金等の収入は増えております
が、それと同時に感染対策等に伴う支出も増えていることを忘れてはなりません。さらに財政審は、医療機関に十分
な補助金が支給されていると主張しておりますが、全ての医療機関が補助金を受け取っているわけではございませ
ん。

改めて強調しますが、感染対策経費の増加、追加的人員の確保など、患者数拡大に対応できる体制を築くため
に投じたコストも上昇しております。コロナ補助金等は、昨今の物価高騰や賃金上昇への対応に充てるべきもので
はありません。

来年の令和6年4月より、恒常的な感染症への対応がなされることになっております。令和6年4月から施行される
改正感染症法に基づく協定を結んだ医療機関が、次の感染症流行に備えた体制整備に活用しなければなりません。

なお、コロナ補助金の一部については、本年6月に成立した「我が国の防衛力の抜本的な強化等のために必要
な財源の確保に関する特別措置法」により、国立病院機構は422億円、地域医療機能推進機構は324億円、計746
億円を国庫に返納し、すでに防衛財源に拠出されることになっております。

新型コロナウイルス感染症への対応

9月に医療費の動向が公表され、オミクロン株の流行によるコロナ患者数の急拡大などのコロナ対応により、医療費（収入）

が増えた側面もありますが、その分、感染対策経費の増加、追加的人員の確保など、患者数拡大に対応できる体制を築くため
のコスト（支出）も上昇しています。

これは医療界が一致団結して、コロナにしっかり向き合って対応した証です。にもかかわらず、2020、2021年度のコロナ禍
による医療費減少（約3.2兆円）のダメージが残っています。

一方で、財務省財政審等において、コロナ補助金等による内部留保の積み上がりを賃上げ原資等として活用するような主
張も一部にありますが、コロナ補助金等は従来の目的である感染症対策にしっかりと活用しなければなりません。令和6年4月

より恒常的な感染症への対応がなされますが、協定を結んだ医療機関による次の流行に備えた体制整備や、コロナ禍で医療
のデジタル化の遅れが指摘されており、電子カルテの整備、サイバーセキュリティ等の医療ＤＸへの活用が必要です。それらを
しっかりと推進するため、医師会も役割を果たしてまいります。

2023年度は春闘の平均賃上げ率が3.58％、人事院勧告が3.3％で実現されました。令和3年10月の岸田内閣の就任会見
を受けた令和4年度診療報酬改定では、地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機関に勤務する看護職員を対象に、収

入を３％程度引き上げるための処遇改善の仕組みが創設されました。これが端緒となり、「民間主要企業春季賃上げ要求・妥
結状況」によると、2022年には2021年の1.86％から2.20％にあがり、さらには2023年には3.60％にも上昇しています。しかし

ながら医療・介護分野の賃金上昇は一部に限定されたことにより、公定価格の下で半分程度の水準（１％台）にとどまり、他産
業に大きく遅れをとっています。公的価格を引き上げることにより、他産業へのさらなる原動力ともなります。

就業者全体の13.5%にも上る医療・介護分野の従事者約900万人の賃金を上げることで、我が国全体の賃金上昇と地方の
成長の実現により経済の活性化が見込めます。

賃上げはフローで行うべきであり、あくまでもコロナ禍という特殊な状況で生まれて感染対策に使うためのストックは賃上げ
の原資とするものではありません。賃上げは、高齢化の伸びのシーリングに制約された従来の改定に加え、診療報酬改定の
中において別枠で行う必要があります。

令和6年度診療報酬改定に向けて

29

再掲



（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日）を基に一部改編

財政審資料では「現場従事者の処遇改善等の課題に対応しつつ診療報酬本体をマイナス
改定とすることが適当」と主張されておりますが、高齢化の伸びにとどまることなく、診療報酬
の大幅なアップなしでは、賃上げは成し遂げられません。賃上げという岸田政権の重要政策
を踏まえて、今年の春闘や人事院勧告の上昇分との差を埋めるだけでなく、さらに上がると
見込まれる来春の春闘に匹敵する対応が必要です。

これにより岸田総理が所信表明演説でも述べられた、持続的で構造的な賃上げが実現で
き、さらに経済が活性化されると考えます。

加えて、過去30年近く類を見ない物価高騰や賃上げの局面を迎えている現状は、これまで

とは明らかにフェーズが異なっており、近年の診療報酬改定の取扱いとは全く異なる対応が
必要です。

岸田総理は、「『低物価・低賃金・低成長のコストカット型経済』から『持続的な賃上げや活
発な投資がけん引する成長型経済』への変革です。 『コストカット型経済』からの完全脱却に

向けて、思い切った『供給力の強化』を、三年程度の『変革期間』を視野に入れて、集中的に
講じていきます。」とも述べられました。診療報酬改定においても、コストカット型経済から完全
に脱却し、持続的な賃上げがけん引する成長型経済への変革に向けて、異次元の対応が必
要となります。

令和６年度診療報酬改定
～持続的な賃上げがけん引する成長型経済への変革に向けて～
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やはり、離職していらっしゃる方がこれだけいらっしゃる中で、やっぱりその将来に希望が持てるように、まあ補正では措
置されるんでしょうけれども、先に希望が持てるようなそういう対策を是非お願いをしたいというふうに思います。
そして、来年は医療、介護、福祉の3報酬改定、トリプル改定が実施をされます。医療は2年に1回、介護であったり障害福祉
は3年に1回の改定となりますが、先を見据えた大幅なプラス改定を行わなければ賃金格差が更に広がってしまうのではないか
という懸念を持っています。

パネル3を御覧いただければと思います。医療、福祉の就業者数は今や900万人を超えておりまして、全就業者に占める割合
は13.5％にも及びます。そして、地方の方がその割合は高くて、例えば東京都においては医療、福祉の就業者は全就業者の
10.3％に対しまして、例えば私の地元の佐賀県では16.6％にも及ぶということになります。
総理がおっしゃる成長と分配の好循環を実現するためには、これだけのその労働力においてシェアを占めている層の大幅な処
遇改善なくして地域の浮揚はあり得ないというふうに思います。

そして、この分野は、公定価格でありますから、総理が決断すれば必ず処遇を上げることができる、そういう分野でもあり
ます。他の産業と同様、医療、介護、障害福祉の分野でも賃上げの流れをしっかりしたものとしていくことが必要だと考えま
すが、総理の御見解をお聞かせいただきたいと思います。

福岡資麿議員

令和6年度診療報酬改定に向けた岸田総理国会答弁

委員御指摘の医療、介護、そして障害福祉におけるこの賃上げ、さらには人材確保、御指摘のように、昨今の他の産業の賃上げの状況
ですとか、それから人手不足という観点からも重要な課題であると認識をしています。そういった問題意識に基づいて、岸田政権において
も公定価格の見直しという形で処遇改善に努めてきた、こうしたことでありました。

その中で、来年、おっしゃるように、診療報酬、介護報酬、そして障害福祉サービス等報酬、この3つが同時改定される大きな節目を迎え
るわけです。この令和6年度の同時改定に向けても、今の物価動向ですとか賃上げ上昇の状況、こういったものもしっかり踏まえつつ必要
な処遇改善の検討を行わなければならないと思っております。

そして、数字だけではなくして、こうした処遇改善が現場の方々にしっかり届くような構造も併せて構築しなければならない、このように認
識をしております。そういった思いで、年末に向けてこの処遇改善について検討を深めて、議論を深めていきたいと考えております。

岸田内閣総理大臣

*令和5年10月31日参議院予算委員会議事録 31
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１．診療報酬改定に向けて

（３）令和6年度診療報酬改定について
～財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて～

33（出所）日本医師会定例記者会見「令和６年度診療報酬改定について～財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて～（総論）」（令和5年11月2日）

*令和5年11月2日日本医師会記者会見より

また、開業後しばらくの間は借金返済のためにストックがほとんどない状態であることから、地域医療において人材を
しっかり確保していくための賃上げなどの原資はフローから出すべきとの見解を改めて述べ、「『医療機関の賃上げは公定
価格の中では対応しない』『利益剰余金を取り崩して実施しろ』という姿勢はあまりにも理不尽であり、地方の医療提供体
制の弱体化を招くことを財務省はしっかりと認識すべきだ」と訴えた。

これらを踏まえ松本会長は、診療報酬改定に向けた日本医師会の考えとして、(1)秋の新たな経済対策の中で、入院中

の食事療養等の補助金や光熱費等の物価高騰に対する継続支援を要請しているが、あくまでも当面の対応であり、今後
は報酬改定で対応すべきである、(2)財政審では「現場従事者の処遇改善等の課題に対応しつつ診療報酬本体をマイナス
改定とすることが適当」と主張されているが、診療報酬の大幅なアップなしでは賃上げは成し遂げられない―と主張。賃上

げという岸田政権の重要政策を踏まえて、今年の春闘や人事院勧告の上昇分との差を埋めるだけでなく、更に上がると見
込まれる来春の春闘に匹敵する対応が必要であると述べた。

過去30年近く類を見ない物価高騰や賃上げの局面を迎えている現状は、これまでとは明らかにフェーズが異なっている

として、「岸田総理は、『コストカット型経済』からの完全脱却とも述べられたが、診療報酬改定においても、コストカット型か
ら完全に脱却し、異次元の対応が必要となる」と改めて強調。

賃上げは利益剰余金のようなストックではなく、高齢化の伸びのシーリングに制約された従来の改定に加えて、診療報
酬改定の中において別枠で行うことを求めた。

松本吉郎会長は11月２日に記者会見を行い、前日の財務省財政制度等審議会財政制度分科会での社会保障についての議論に反論するとともに、令和６年度診療報酬改定
に向けた日本医師会の考えを改めて説明。地域医療を守っていくための賃上げは、診療報酬改定の中において別枠で行うことが必要だと強調し た。

松本会長は、財政審において、直近２年間の診療所の損益率が極めて高水準で、経常利益率も急増し、利益剰余金が積み上がっているとの前提で議論がなされたことに対し、
「この３年間はコロナ禍の変動が顕著であり、特に、コロナ特例による上振れ分が含まれている。そもそもコロナ禍で一番落ち込みが厳しかった2020年をベースに比較すること自

体がミスリードであり、儲かっているという印象を与える恣意的なものである」と指摘。コロナ特例については、５類感染症への移行後、既に半分以下と大幅に引き下げられており、
こうした一過性の収益を前提に恒常的なフローについて議論するのは極めて不適切であるとした。

その上で、「ＴＫＣ医業経営指標(M-BAST）」を基に独自に分析した診療所の医業に関する利益率を取り上げ、コロナ特例などのコロナ対応分を除くと3.3％程度となり、コロナ流

行前よりも若干悪化している可能性があるとして、報酬特例の見直し等によって経営環境が悪化していくことを懸念。他業種と比較しても診療所の利益率は特段高いものではなく、
医師が一人のみであるなど比較的事業規模が小さいことを考えると妥当な利益率だと主張した。

更に、財政審が診療所における利益剰余金が約２割増えたとしていることに対し、「利益剰余金を削る、もしくは減らすということは、通常はその法人が赤字に転落することを
意味するが、赤字になれば必要な返済や投資ができなくなり、新たな借入れも難しくなる」と強調。そもそも利益剰余金は大規模修繕等に充てる他、法人が解散する際、最終的に
は国庫等に帰属するなど、医師、役員に帰属するものではないことを説明した。

令和６年度診療報酬改定について
～財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて～（総論）



34（出所）日本医師会定例記者会見「令和６年度診療報酬改定について～財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて～（各論）」（令和5年11月2日）

令和６年度診療報酬改定について
～財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて～（各論）（1/2）

*令和5年11月2日日本医師会記者会見より

一丸となって政権の方向性に進んでいく重要な年であり、他団体とも、診療報酬改定の大きな方向性に
おいて、声を一つにして歩んでいくべき」との考えを示した。また、財政審の場で、特定の領域には賃上げ
への対応は必要ないといった議論があったことに対しては、到底、受け入れがたいものであり、大変残念
であるとした。

「この３年間の医療関係の特例的な支援」については、特例的な支援は、不眠不休で未知のウイルス
に立ち向かい、通常の診療時間外に発熱外来やワクチン接種、自宅・宿泊療養者の健康観察などを行っ
た医療従事者への支援であると説明。「国民と一体となって対応してきたにもかかわらず、その支援の返
還を求めるのは、全力を尽くした医療従事者に対してあまりにもひどい意見である」と強く抗議した。

「医療法人における直近の経営・財務状況（財務省機動的調査結果）」については、経常利益率が15％
以上の医療法人には自由診療を行っている医療法人なども含まれている可能性があるとし、「主に自由
診療を実施する医療法人の経営利益を含んだ数字を基に公定価格である診療報酬の議論を行うことは
不適格」と指摘。「マイナスの程度によっては、最頻値の集団である経常利益率０～５％の医療法人が赤
字に陥り、地域医療の崩壊を招きかねないことを想定しているのか」と疑問を呈し、丁寧な精査を求めた。

松本吉郎会長は11月２日に記者会見を行い、前日の財政制度等審議会財政制度分科会で社会保障に関する議論が行われたことを受けて、その際に
示された資料に対する日本医師会の見解を説明した。

松本会長は、まず、「高齢化等に伴う事業者の収益増等（全体として年＋２～３％）が現場の従事者の処遇改善につながる構造を建築する。」とされた
ことに対し、10月24日の自民党政調全体会議で「医療も介護も公定価格で賃上げに対応できていない」「見直しではなく、引き上げと書くべきだ」「収益は
事業者ごとにばらつきがある」といった意見を踏まえ、「新たな総合経済対策（案）」から、「現場で働く方々の給与に関わる公定価格の見直しを進め、高
齢化等による事業者の収益の増加等が処遇改善に構造的につながる仕組みを構築する」という記載が全て削除されたことを紹介し、既に解決済みの問
題であるとの認識を述べた。

その上で、各論として、変革期間における診療報酬改定（総括）において「診療所・病院・調剤の区分毎に経営状況や課題等が異なることを踏まえたメ
リハリをつけた改定とする。」と記載されていることについて、「診療所と病院は役割分担として違う部分もあるが、治療としては一連のものであり、患者さ
んの受けている医療に差はない」と指摘。更に、今回の診療報酬改定については、「岸田政権の重要政策である『賃上げ』を、医療・介護就業者数約900
万人に対し、公定価格の引き上げを通じていかに成し遂げていくかという大きなチャレンジである。物価高騰への対応を含め、医療・介護業界が一体・

35（出所）日本医師会定例記者会見「令和６年度診療報酬改定について～財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて～（各論）」（令和5年11月2日）

令和６年度診療報酬改定について
～財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて～（各論）（2/2）

「診療所数の推移」に関して、2000～2008年度にかけて診療所数が増加していることに着目していることに対しては、高齢者の増加に応じ

て対応した結果であり、その後、診療所数の伸びが鈍化しているのは、地域に密着した医療が提供されている証で、そうした診療所が地域包
括ケアを推進していると強調。診療所のみによって支えられている地域も多くある中で、そういった医療機関の閉院が相次いで発生しているこ
とに懸念を示した。

更に、診療所の偏在是正のために地域別単価を導入すべきとしていることに関しては、地域別単価については解決済みであると門前払いし
た上で、診療報酬上の地域ごとの違いは、医業経費における地域差を配慮した入院基本料の地域加算や、医療資源が少ない地域の施設基
準を緩和するなどの配慮等、既に対応できるものは実施されていると説明。また、医療資源は都道府県ごとで異なるが、国民皆保険制度の下、
平等性を担保する観点から、診療報酬は全国一律の運営を行っており、点数単価や同じ医療技術の評価を変えることは診療報酬になじまな
いとした。

「マイナ保険証の利用促進」については、「マイナ保険証は国民に義務化しているものではなく、取得は任意であり、利用促進のためには、国
民への呼び掛けが最優先」と強調。また、衆議院予算委員会において、岸田文雄内閣総理大臣がマイナ保険証の利用率の減少について、
「ひも付け誤り等に対して不安に感じていることが一つの原因であり、改めて国民の皆さんにマイナ保険証のメリットを丁寧に説明する必要が
ある」と述べていることにも触れ、「国民の皆さんが不安を感じておられるのが原因であり、医療機関に責任を押し付けるべきではない。低迷し
ているマイナ保険証の利用率に着目した評価設定は、見当違いも甚だしい」と批判した。

更に、「リフィル処方箋」については、令和４年度診療報酬改定において解決済みの問題であるとの認識を示した上で、リフィル処方箋の応
需実績は、患者の状態によって、医師による定期的な医学管理の下で利用可否を判断した結果であると説明。また、財政審が、リフィル処方
箋の導入・活用促進による医療費効率化効果に関して、予算と決算で乖離があると指摘していることに対しては、「診療報酬の改定は、医療
費に関する予算と決算の差異について、事細かに結果だけを取り上げて行われてきたわけではなく、医療費全体を見て、総合的に実施されて
きたことである」とするとともに、「予算の執行状況でリフィル処方箋を推進しようとするのであれば、医療介護総合確保基金などの執行状況が
悪かった場合などをまず先に、要件を緩和すべきである」と強調した。

その上で、松本会長は、全てに反論していたらキリがないとし、今後については「今回取り上げた問題ばかりでなく、財政審の資料には多々
問題があり、今後も中医協や社会保障審議会の医療部会、医療保険部会等を始めとした審議会等で日本医師会の意見を述べていきたい」と
して、その主張への理解と協力を求めた。



日本医師会の方針（令和5年11月7日）
令和6年度診療報酬改定について～財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて～
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令和5年11月7日に都道府県医師会役職員、日本医師会代議員に対して、［日本医師会の方針：令和6年度診療報酬改定
について～財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて～］をメールで情報発信した。

令和6年度診療報酬改定について、財務省は、令和5年11月1日開催の財制審財政制度分科会において、「現場従事者の処遇改善等の課題に対応しつつ診療報酬本体をマイナス改定
とすることが適当」等の主張を行いました。

これを受けて日本医師会は、11月2日にただちに記者会見を開催し、財政審の主張に対して反論を行うとともに、令和6年度診療報酬改定に向けた日本医師会の考えを示しました。

まず、財政審の資料では、直近2年間の診療所の損益率が極めて高水準、経常利益率も急増し、利益剰余金が積み上がっているとされていますが、この3年間は、コロナ禍の変動が顕
著であり、特に、コロナ特例による上振れ分が含まれています。そもそも、コロナ禍で一番落ち込みが厳しかった2020年をベースに比較すること自体、ミスリードであり、儲かっているという

印象を与える恣意的なものと言わざるを得ません。新型コロナに対しては、診療所も含めて医療従事者が国民と一体となって、昼夜問わず、不眠不休で未知のウイルスに立ち向かい、コロ
ナ禍における日本の医療を支えてきたことの証左だと考えています。「お前達は休日返上で働いて、その分儲けたからいいじゃないか」と言わんばかりの資料が提示されたことは極めて残
念です。

令和6年度診療報酬改定につきましては、財政審資料では「現場従事者の処遇改善等の課題に対応しつつ診療報酬本体をマイナス改定とすることが適当」と主張されておりますが、高

齢化の伸びにとどまることなく、診療報酬の大幅なアップなしでは、賃上げは成し遂げられません。賃上げという岸田政権の重要政策を踏まえて、今年の春闘や人事院勧告の上昇分との
差を埋めるだけでなく、さらに上がると見込まれる来春の春闘に匹敵する対応が必要です。これにより、持続的で構造的な賃上げが実現でき、さらに経済が活性化されると考えます。加え
て、過去30年近く類を見ない物価高騰や賃上げの局面を迎えている現状は、これまでとは明らかにフェーズが異なっており、近年の診療報酬改定の取扱いとは全く異なる対応が必要です。
岸田総理は、「『コストカット型経済』からの完全脱却」と述べられました。診療報酬改定においても、コストカット型から完全に脱却し、異次元の対応が必要です。

賃上げは利益剰余金のようなストックではなく、「賃上げは、高齢化の伸びのシーリングに制約された従来の改定に加え、診療報酬改定の中において別枠で行う必要」があります。

また、財政審は、「高齢化等に伴う事業者の収益増等（全体として年＋2～3％）が現場の従事者の処遇改善につながる構造を構築する。」と主張しています。この文言は、10月24日の

自民党政調全体会議で「新たな総合経済対策（案）」の議論が行われ、「医療も介護も公定価格で賃上げに対応できていない」「見直しではなく、引き上げと書くべきだ」「収益は事業者ごと
にばらつきがある」等の意見を踏まえ、「現場で働く方々の給与に関わる公定価格の見直しを進め、高齢化等による事業者の収益の増加等が処遇改善に構造的につながる仕組みを構築
する」という記載が全て削除され、11月2日に「新たな総合経済対策」として閣議決定されました。

11月2日に行った記者会見の全文につきましては、以下のURLを是非ご覧ください。
https://www.med.or.jp/dl-med/teireikaiken/20231102.pdf

改定率の決定に向けた議論が本格化しているなか、引き続き、先生方の特段のお力添えを賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

2023年11月２日会見（財政審への反論） 各社記事

*毎日新聞（2023年11月3日）

*産経新聞（2023年11月3日)

*NHK NEWS（2023年11月2日)

*日本経済新聞（2023年11月3日）

*夕刊フジ（2023年11月8日）
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（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）30頁

財務省財政審資料参考
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（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）31頁

財務省財政審資料参考

39



4.7% 4.3% 4.9%

2.3%

5.3%

7.3%

5.5% 5.2%
5.7%

3.8%

8.1%
9.8%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%
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利益率の推移

医業利益率 コロナ前平均 コロナ後平均 コロナ後平均（コロナ影響を除く） 経常利益率

○ 診療所の経営状況（医業利益率）は、新型コロナ流⾏前３年間の平均は4.6％、新型コロナ流⾏後３年間の平均は5.0％となっ
ている。

○ 新型コロナ流⾏後の利益率は上昇しているが、これはコロナ対応（ワクチン接種対応、発熱外来対応等）に伴う収益増によ
るものであり、診療所として新型コロナにしっかりと対応し、コロナ禍における⽇本の医療を⽀えてきたことの証左。

○ 新型コロナの特例的な影響はあくまで⼀過性のもの。これを除くと新型コロナ流⾏後３年間の利益率は３.3％程度となり、流
⾏前よりも悪化している可能性。逆に、報酬特例の⾒直し等により、来年度以降はこうした収益は⾒込まれず、コスト増と合
わせて経営環境はさらに悪化。

新型コロナの特例影響がなければ
利益率はコロナ前より悪化してい
る可能性

（参考）学術研究・専⾨・技術サービス業の経常利益率は約12％
（令和４年度中⼩企業経営実態調査より計算）

診療所の経営状況

コロナ後平均
（コロナ特例影響を除いた場合）

医業利益率
３.3％程度

コロナ後平均
医業利益率
5.0％コロナ前平均

医業利益率
4.6％

出典：「ＴＫＣ医業経営指標(Ｍ−ＢＡＳＴ）」（※）における約4,400〜4,800施設のデータを基に⽇本医師会において作成。2年度ごとに客体に変化があるため本来は単純に⽐較はできないがコロナ流⾏とい
う極めて特殊な状況であるためあえて⽐較している。

※ TKC会員（税理⼠・会計⼠）と契約している医療機関等は、TKC会員による⽉次巡回監査を受ける、経営改善意識の⾼い法⼈。

日本医師会の主張
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（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日）を基に一部改編

財政審の資料30ページと31ページ「診療所と病院の収益率の比較」では、直近2年間の診療所の損益率が極
めて高水準、経常利益率も急増し、利益剰余金が積み上がっていると資料ではされていますが、この3年間は、

コロナ禍の変動が顕著であり、特に、コロナ特例による上振れ分が含まれています。そもそも、コロナ禍で一番落
ち込みが厳しかった2020年度をベースに、増加していることだけに意図的に着目し、比較すること自体、ミスリー
ドであり、儲かっているという印象を与える恣意的なものと言わざるを得ません。

加えて、コロナ特例については、５類感染症への移行後、既に、半分以下と大幅に引き下げられており、こうし
た一過性の収益を前提に恒常的なフローについて議論するのは極めて不適切であります。

新型コロナに対しては、診療所も含めて医療従事者が国民と一体となって、昼夜問わず、不眠不休で未知のウ
イルスに立ち向かい、コロナ禍における日本の医療を支えてきたことの証左だと考えています。「お前達は休日返
上で働いて、その分儲けたからいいじゃないか」と言わんばかりの資料が提示されたことは極めて残念です。

「TKC医業経営指標(M-BAST）」（発行：TKC全国会）を基に、我々が診療所の医業に関する利益率を独自に
分析したところ、新型コロナ流行前3年間の平均は4.6%、2020年から2022年の3年間の平均は5.0％となってお
り、ほぼ同水準となっています。更に、コロナ特例などのコロナ対応分を除くと、3.3％程度とむしろコロナ流行前
よりも若干悪化している可能性があります。

直近２年間の利益も、また利益剰余金の積み上げも、その大部分は2020年度の落ち込みをようやく穴埋めし
たにすぎません。

経営面で見ても、あくまで一過性のものであり、報酬特例の見直し等によって、むしろ経営環境が悪化していく
ものと考えています。

診療所の経営状況 日本医師会の主張
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ここに示された３年間の経常利益率の平均は6.4％です（2020年度3.0％、2021年度7.4％、2022
年度8.8％）。過去の医療経済実態調査と単純に比較することはできませんが、あえて比較すれば、
6.4％は特段高い利益率ではありません。

こうした点を差し引いてもなお、診療所の利益率は特段高い利益率ではありません。サービス産業
のうち中小企業の2022年度の3.1％と比較されていますが、地域医療を守る診療所については、頻繁

な入退場は望ましいことではなく、中長期的に見て安定的に存在していくことが意味するところは、患
者さんの安心に直結するものであり、そのために一定の利益率がないと、不可能になってしまうという
のはご理解いただけるのではないかと思います。

また、診療所は医師が一人のみであることも多く、比較的事業規模が小さいことを考えると、従業員
が100人程度の中小企業と比べても、妥当な利益率だと言えるかと思います。法律事務所、社会保険
労務士事務所、獣医等の学術研究・専門・技術サービス業の経常利益率は約12％です。

また、あえて医療経済実態調査の2019年以前と比べますと、診療所だけが上がっているわけでは

ありませんし、診療所においても病院においても、過去の変動の範囲から大きく逸脱しているわけでは
ありません。

なお、厚労省のデータでは2022年度の入院外医療費のうちコロナ特例の影響は2.8％ということで

すけれども、来年度の改定は、コロナ特例の影響がほぼ無くなった状態からのスタートになるというこ
とも、念のため申し上げておきます。

診療所の収益率について 日本医師会の主張

42（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日）を基に一部改編

（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日）を基に一部改編

財政審の資料30ページの「診療所における収益・費用・利益の状況」では、2020年度から2022年度までの間に、利益剰余金は
約2割増えたとされています。

利益剰余金とは、基本的には、その法人が設立されてから当期までの「税引き後利益の累積額」であります。従って利益剰余金
を削る、ないし減らすということは、通常は赤字に転落することを意味します。

万一赤字になれば、必要な返済や投資ができなくなり、銀行から問題先と見られ、新たな借入れも難しくなります。この様な経営
悪化を引き起こすことは、決してあってはなりません。

利益剰余金については、その使途は、診療所の大規模修繕等に充てるほか、法人が解散する際、原則、最終的には国庫等に
帰属するものであって、医師、役員に帰属するものではありません。また、利益剰余金は必ずしも運転資金としてキャッシュで持っ
ているものではありません。

診療所における一般的な経営モデルでは、開業後しばらくは借金を返すので精一杯であって、一定期間経過した頃にようやく
利益剰余金が出てくることが多いことが一般的です。その後、運転資金や設備資金の返済をしながら、おそらく企業にお勤めの方
が定年を迎える頃に、今回示されたような純資産が一定程度積みあがっていくことが多いのではないかと思います。

今回、財政審の資料では、ストックを賃上げに当てろというメッセージとお見受けしましたが、新たに開業した診療所はしばらくの
間、おそらく10年程度はストックがほとんどない状態です。そのような状況下において、地域医療の中で重要な役割を担っていく医

療機関として、質の高い医療を患者さんに提供していくため、人材をしっかり確保していくことが重要であり、そのための原資は、フ
ローから出し、安定的な経営をしていくことが極めて重要です。

今後、地方においては新たに若い医師に地域医療に参入していただき、その担い手となっていただくことで地域の医療を支えて
いただかなければいけない中で、「医療機関の賃上げは公定価格の中では見ない」、「利益剰余金を取り崩して実施しろ」というの
はあまりにも理不尽な話ですし、持続可能性が望めなく、結果、地方の医療提供体制の弱体化を招くことをしっかりと財政審は認
識すべきです。

利益剰余金の使途 日本医師会の主張
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法人は、毎年の利益と減価償却費に加え、利益剰余金を用いて、借入金の返済や、設
備投資などを行っており、これは、医療機関のみならず、一般企業でも同じです。医療機
関では、例えば、高額の医療機器の買い換えや医療施設の建て替え、借入金の返済、
従業員の退職金の積み立て等に充てられます。

また、遅れているとされている医療ＤＸへの対応などの新たな投資もこれから必要です。
さらに将来の感染症や災害など、不測の危機に備えることも必要であり、安定した経営に
は、剰余金の蓄積は必要です。

賃上げを行った場合、一般企業は価格に転嫁することができますが、医療機関は価格
に転嫁できませんので、診療報酬による財源の裏付けが不可欠です。

これまでも繰り返し申し上げてきた通り、賃上げはフローで行うべきであり、あくまでもコ
ロナ禍という特殊な状況で生まれて感染対策に使うためのストックは賃上げの原資とする
ものではありません。

なお、この資料では、2022年度の収益が1.88億円とされていますが、ここに集計され
ている「事業報告書」は、施設単位ではなく法人単位であることにも注意が必要です。

新興感染症対応や医療DXの推進に活用 日本医師会の主張

（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日） 44

ポストコロナ医療体制充実宣言 ＜新興感染症対応＞

（出所）厚生労働省「ポストコロナ医療体制充実宣言」（令和5年11月6日）

新興感染症の発生に備え、いわゆるサージキャパシティの確保に向けて、現在、改正感染症法
に基づき、新型コロナウイルス対応の最大規模の体制を目指して、医療機関等と都道府県が協
定締結の協議を行っている。新型コロナ対応を行った病院及び診療所は、協議の結果を踏まえ、
病床確保や発熱外来を行う協定締結医療機関となり、新興感染症対応に参画する。

今後、厚生労働省は「デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和５年 11 月２日閣議決定）」
等を通じた医療機関への支援策を確実に講じ、医療機関等は、個室病床、ゾーニング可能な病
棟、簡易陰圧装置等の整備や個人防護具等の備蓄、検査機能の維持や感染症対応人材の確保
に取り組む。

こうした取組により、具体的には、令和６年４月ま
でに策定される都道府県の予防計画・医療計画に
おいて、感染症の流行初期（発生公表から３か月程
度）の体制として、全国で1.9 万床の確保病床、
1500 機関の発熱外来等を確保し、それ以降の体制
として、全国で 5.1 万床の確保病床、4.2 万機関の
発熱外来等を確保する。協定締結作業は令和６年
９月を目途に完了する。
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（出所）厚生労働省「ポストコロナ医療体制充実宣言」（令和5年11月6日）

新型コロナ対応の教訓も踏まえ、全国の医療機関・薬局・訪問看護ステーションで国民一人一人
の診療情報等を全国的な規模で共有可能とする全国医療情報プラットフォームを構築するととも
に、マイナ保険証の利用を促進することで、感染症危機も含めて、全国いつどの医療機関等にか
かっても、切れ目なくより質の高い医療を提供することを可能とする。

今後、「デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和５年11 月２日閣議決定）」等の内容も踏ま
えつつ、電子カルテ情報共有サービス（仮称）の構築、電子処方箋の活用・普及の推進、医療機
関におけるサイバーセキュリティの確保に取り組む。

こうした取組みにより、具体的には、電子カルテについて、医療機関間等での情報共有に必要と
なる標準化への対応を順次進める。厚生労働省は、FHIR 規格への対応について支援を行うとと
もに、クラウドベースの標準型電子カルテの整備を行っていく。
電子処方箋等について、厚生労働省において、各施設の円滑な導入に向けた環境整備を行うと

ともに、医療機関・薬局において、できる限り速やかに導入するよう取り組む。公的病院において
は、可能な限り令和６年度の診療報酬改定に合わせて導入するよう厚生労働大臣より要請する。
サイバーセキュリティについて、厚生労働省が必要な支援を行いながら、医療機関等において、

外部ネットワークとの接続の安全性検証やオフライン・バックアップの構築等を順次進める。
看護業務について、医療ＤＸの推進等により、効率化を図る。

ポストコロナ医療体制充実宣言 ＜医療ＤＸの推進＞
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（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）14頁

財務省財政審資料参考
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（出所）財務省「財政総論」（2023年9月27日）35頁<https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20230927/01.pdf>
内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」（平成30年５月21日）<https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000207399.pdf>

31.0%（推計値)

15.5%（推計値)

協会けんぽの保険料率
「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」では、2025年度の協会けんぽの保険料率は10.8％に上がるとされているが、現在の協会けんぽの保険料率は、

試算を行った2018年、さらにいえば2012年から10年以上変わらず、ここ数年間のコロナ禍があった中でも、保険料率は10.0％のままである。
岸田総理の指示を踏まえて賃金が上昇すれば、それに伴って保険料収入の総額も増え、料率の過度な上昇は起きないものと思われる。例えば、3％賃上

げされれば、保険料も結果として0.3％増収される。
この推計値はコロナ禍を経て5年経過したいま、過大予測になっている。国民に対し、過度な不安を煽るべきではない。

(うち被保険者負担分)
合計保険料率

1年数か月後の
2025年に0.8％も

上がるとは
とても思えない

既に過大推計であり、
15年後には大きく下
振れすると思われる

日本医師会の主張
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「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」では、2025年度の
協会けんぽの保険料率は10.8％に上がるとされているが、現在の
協会けんぽの保険料率は、試算を行った2018年、さらにいえば
2012年から10年以上変わらず、ここ数年間のコロナ禍があった中
でも、保険料率は10.0％のままである。

岸田総理の指示を踏まえて賃金が上昇すれば、それに伴って保
険料収入の総額も増え、料率の過度な上昇は起きないものと思わ
れる。例えば、3％賃上げされれば、保険料も結果として0.3％増収
される。

この推計値はコロナ禍を経て5年経過したいま、過大予測になっ
ている。国民に対し、過度な不安を煽るべきではない。

「現役世代が負担する社会保険料負担」について 日本医師会の主張

（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日） 49



（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）16頁

財務省財政審資料参考
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財政審の資料では、2000年を起点に19年間で104とされ、名目GDPの伸びが恣意的に低く示されている。
自民党政権後の2012年度の名目GDPを100とすると、2019年度の名目GDPは112になり、７年間で12ポイントも上昇している。
わが国の経済は着実に成長している一方、医療・介護に対する給付は高齢化の伸びの範囲に抑えられてきたこともあり、大きな乖離はない。

（出所）国立社会保障・人口問題研究所 「令和2年度 社会保障費用統計」
（注）ここでの「医療・介護給付費用」は、医療保険、介護保険、生活保護のうち医療扶助担当分、公衆衛生のうち医療分等を指す。
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医療・介護給付費用と名目GDPの関係 日本医師会の主張
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財政審の資料では、2000年を起点に19年間で
104とされ、名目GDPの伸びが恣意的に低く示されて
いる。

自民党政権後の2012年度の名目GDPを100とす
ると、2019年度の名目GDPは112になり、７年間で12
ポイントも上昇している。

わが国の経済は着実に成長している一方、医療・
介護に対する給付は高齢化の伸びの範囲に抑えら
れてきたこともあり、大きな乖離はない。

「医療・介護の効率的な提供の必要性」について 日本医師会の主張

（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日） 52

（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）17頁に一部加筆

財務省財政審資料参考
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（出所）日本医師会定例記者会見「令和6年度診療報酬改定について～財政制度等審議会財政制度分科会の議論を受けて～」（令和5年9月29日）

保険給付範囲の在り方

財政審の資料の「我が国の医療保険制度の特徴と課
題」で、保険給付範囲の在り方の見直しにおいて、「大きな
リスクは共助、小さなリスクは自助」と主張されておられま
す。ここに関して日本医師会は、財政審とは相容れない考
え方です。これまでも日本医師会では繰り返し主張してま
いりましたが、国民皆保険制度では、既に小さなリスクは
「定率負担」をお願いし、大きなリスクは「高額療養費」で対
応するという基本的な考え方が組み込まれています。日本
医師会は、国民皆保険制度において、この考え方を堅持す
べきと考えております。

日本医師会の主張
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（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）21頁

財務省財政審資料参考
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財政審の資料21ページについて、冒頭の部分とは、改めて別の視点で指摘させていただきます。「診療所・病
院・調剤の区分毎に経営状況や課題等が異なることを踏まえたメリハリをつけた改定とする。」と書かれておりま
す。

診療所と病院は役割分担としては違うところもありますが、治療としては一連のものです。患者さんの受けてい
る医療として差はありません。

今回の診療報酬改定については、ここまでも繰り返し述べているとおり、岸田政権の重要政策である「賃上げ」
を、全従事者の13.5％にも上る医療・介護就業者数約900万人の領域に対し、公定価格の引き上げを通じて、い
かに成し遂げていくかという大きなチャレンジであると認識しています。その賃金を上げることで、我が国全体の
賃金上昇と地方の成長の実現により経済の活性化も見込めます。

物価高騰への対応を含め、まさに、医療・介護業界が一体・一丸となって、政権の方向性に沿って進んでいく、
重要な年です。したがって、医師会としましては、他の団体とも、診療報酬改定の大きな方向性において、声を一
つにして、歩んでいくべきという想いです。

その重要な時期に、特定の領域には賃上げへの対応は必要ないといった議論は、医療・介護業界全体にとっ
て、到底、受け入れがたいものであると、強く感じていますし、これまで支えてきてくださった、全ての方にとって、
大変残念なことだと思っています。

賃上げにつきましては、これまで会見で何度も申し上げましたが、今年の春闘では3.58％、人事院勧告では
3.3％上昇しました。また、来春の春闘では「賃上げ3％以上、定昇相当分を含め5％以上の賃上げを目安とす

る。」とされました。医療界においても、今年との差を埋めるだけでなく、賃上げという岸田政権の重要政策を踏ま
えて、さらに上がると見込まれる来春の春闘に匹敵する対応が必要です。

日本医師会の主張

（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日）

「変革期間における診療報酬改定」について
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（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）21頁に一部加筆

財務省財政審資料参考
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「高齢化等に伴う事業者の収益増等（全体として年＋2～3％）が現場の従事
者の処遇改善につながる構造を構築する。」と書かれております。

この文言は、10月24日の自民党政調全体会議で出され、「医療も介護も公

定価格で賃上げに対応できていない」「見直しではなく、引き上げと書くべきだ」
「収益は事業者ごとにばらつきがある」「高齢化で伸びているわけではない」と
いった意見があったことを10月25日の会見でも触れました。

そして、その後の議論を踏まえ、10月31日の同会議において、「新たな総合

経済対策（案）」から、「現場で働く方々の給与に関わる公定価格の見直しを進
め、高齢化等による事業者の収益の増加等が処遇改善に構造的につながる仕
組みを構築する」という記載が全て削除されたうえで、経済対策案を会長一任
で了承されたとのことです。

これにつきましては、そういった議論の過程のなかで、既に解決済の問題で
あると認識しております。

「変革期間における診療報酬改定」について 日本医師会の主張

（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日） 58

公定価格の「引き上げ」ではなく「見直し」を行うという文言、さらには、高齢化の伸びの中で賃上げを行うと
いった趣旨の文言が削除され、閣議決定された。

（出所）自民党政調全体会議資料（令和5年10月24・31日開催） 及び「デフレ完全脱却のための新たな総合経済対策」 （令和5年11月2日閣議決定）を基に作成

その上で、同時改定において、現場で働く方々の給与に関わる公定価格の見直しを進め、高
齢化等による事業者の収益の増加等が処遇改善に構造的につながる仕組みを構築する。

削除

自民党政調全体会議（令和5年10月24日開催）資料 「新たな総合経済対策（仮称）（案）」14頁

自民党政調全体会議（令和5年10月31日開催）資料「新たな総合経済対策（仮称）（案）」17頁
「デフレ完全脱却のための新たな総合経済対策」 （令和5年11月2日閣議決定） 17頁

診療報酬改定における悪影響を及ぼすような文章の削除

出席議員によると、公定価格の見直しを巡って、「医療も介護も公定価格で賃上げに対応できていない」「見直しではな
く、引き上げと書くべきだ」「改定を待たずに引き上げるべきだ」と異論が相次いだ。

収益増加等が処遇改善につながる仕組みについては、「意味不明だ」「収益は事業者ごとにばらつきがある」「高齢化で
伸びているわけではない」との声が上がった。「断固反対だ。報酬で手当てすべきだ」「トリプル改定で相応のプラス改定を
実施すべきだ」と主張する声もあった。 *MEDIFAX「トリプル改定の処遇改善、自民から異論続出 政府の経済対策で」 （令和5年10月24日）

日本医師連盟を通じて国会議員に対して働きかけ

（経緯）
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（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）22頁

財務省財政審資料参考
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平成27年度から令和4年度までの直近8年間における医療費の対前年伸び率の平均は1.79％である。令和元年度を起点として医療費の損失を推計した場
合、令和2年度は▲2.2兆円、令和3年度は▲1.0兆円と見込まれる。

最近の医療費の動向

（出所）厚生労働省「医療費の動向」を基に作成

（兆円）
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45.2

日本医師会の主張
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平成27年度から令和4年度までの直近8
年間における医療費の対前年伸び率の平
均は1.79％である。令和元年度を起点とし
て医療費の損失を推計した場合、令和2年
度は▲2.2兆円、令和3年度は▲1.0兆円と
見込まれる。

「最近の医療費の動向」について 日本医師会の主張

（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日） 62

（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）23頁

財務省財政審資料参考
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（出所）2022年までは総務省「人口推計」（各年10月1日現在）
2023年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2023年推計)」（出生中位（死亡中位））
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実績値 2023年推計値
（⽇本の将来推計⼈⼝）

高齢者増加率は2000年代は非常に高い割合で推移していたが、2010年代に鈍化し、2020年代以降は低くなっていくと推計されている。

75歳以上人口割合・80歳以上人口割合の推移・見通し

10年単位 増加率（％） 2001年-2010年 2011年-2020年 2021年-2030年 2031年-2040年

75歳以上 148.9 126.5 121.1 98.5
80歳以上 160.8 134.7 129.1 99.2

日本医師会の主張
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2000年代は非常に高い割合で推移
していましたが、2010年代に鈍化し、
2020年代以降は低くなっていくと推計
されています。

「今後の高齢化による医療費の増」について 日本医師会の主張

（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日） 65



（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）25頁

財務省財政審資料参考
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この特例的な支援は、国民と一体となって、不眠不休で
未知のウイルスに立ち向かった医療従事者への支援であ
りました。医療従事者の方々は、通常の診療時間外に発熱
外来やワクチン接種、自宅・宿泊療養者の健康観察などを
お願いしたこともあり、この時間外の尽力に対しての支援で
あったと考えています。国民と一体となって対応してきたに
もかかわらず、こうした支援の返還を求めるというのは、頑
張った医療従事者に対して、あまりにもひどい意見だと思
います。

「この3年間の医療関係の特例的な支援」について 日本医師会の主張

（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日） 67



（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）26頁

財務省財政審資料参考
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（出所）日本医師会定例記者会見「令和6年度診療報酬改定について～財政制度等審議会財政制度分科会の議論を受けて～」（令和5年9月29日）

日本医師会は、コロナの医療費について、医療界が一致団結して、コロナにしっかり向き合って対応した証拠
だと考えております。

財政審は、コロナ補助金等による内部留保の積み上がりを賃上げ原資等として活用する方策の検討を主張し
ておりますが、賃上げはフローで行うべきであり、（あくまでもコロナ禍という特殊な状況で生まれて感染対策に使
うための）ストックは賃上げの原資とするものではありません。一部報道によると、財政審会合後の記者会見で
「受診単価の上昇で医療従事者の賃上げを吸収できるのではないかとの意見もあった」との声があったようです
が、今回のコロナ特例は、感染対策に伴うコスト増に対して実施されたものです。すなわち、補助金等の収入は
増えておりますが、それと同時に感染対策等に伴う支出も増えていることを忘れてはなりません。さらに財政審は、
医療機関に十分な補助金が支給されていると主張しておりますが、全ての医療機関が補助金を受け取っている
わけではございません。

改めて強調しますが、感染対策経費の増加、追加的人員の確保など、患者数拡大に対応できる体制を築くた
めに投じたコストも上昇しております。コロナ補助金等は、昨今の物価高騰や賃金上昇への対応に充てるべきも
のではありません。

来年の令和6年4月より、恒常的な感染症への対応がなされることになっております。令和6年4月から施行さ
れる改正感染症法に基づく協定を結んだ医療機関が、次の感染症流行に備えた体制整備に活用しなければなり
ません。

なお、コロナ補助金の一部については、本年6月に成立した「我が国の防衛力の抜本的な強化等のために必
要な財源の確保に関する特別措置法」により、国立病院機構は422億円、地域医療機能推進機構は324億円、
計746億円を国庫に返納し、すでに防衛財源に拠出されることになっております。

「公立病院等の状況」について 日本医師会の主張
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（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）29頁

財務省財政審資料参考
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財政審は、報酬単価や分配の在り方などの見直しの必要性を指摘しております。

財政審の資料にもあるとおり、受診延べ日数は年々下がっており、コロナ禍において急減して以降、十分に回復しておりま
せん。

９月27日の中医協でも長島常任理事が申し上げましたが、コロナ禍の影響もあり、受診控えが増えた昨今においては、高
血圧症や脂質異常症など、特定疾患に該当する患者さんの受診動向としては、月に1回、さらには2か月あるいは3か月に1回
と長期処方も多くなってきており、治療中断も見られるようにもなっています。

９月27日に出された中医協の資料（修正後）の「令和4年度医療費等について（入院外）」によると、「対令和元年度比の令和
4年度の一人当たり医療費は、1年当たり＋3.4％ですが、コロナ特例分を除くと＋2.4％となる」とされています。財政審は、1
受診当たりで、近年の物価上昇率を超える＋4.3％と指摘されていますが、一人当たりの医療費は＋2.4％であり、近年の物
価上昇率の水準を下回っております。

このように1受診当たりの医療費ではなく、一人当たりの医療費で見るべきです。診療所の1受診当たりの医療費が上がった
からといって、経営状況が良くなったとは言えません。

一般的に医療費はP（価格）×Q（数量）で表されますが、一般的に、受診日数が減って受診間隔が長くなれば、その分、そ

の間の症状の変化等を入念に確認する必要があるため、より時間をかけてより丁寧な診察・指導・助言や検査の実施、療養
指導などを行うこととなり、その結果、価格が上昇します。

なお、日本医師会としては、新型コロナが単価に与える影響の度合いを見極めるのは難しいものと考えており、注釈にある
ように、新型コロナの影響が370円程度とは言い切れないと考えております。

また、同じ40ページで財政審は、一般病院と一般診療所の収益率を比較しております。これはおそらく損益差額率を指して

いると思いますが、病院のほうが分母たる売上の金額が大きいことから、パーセンテージにすると低く見えることに留意する必
要があります。

「診療所における1受診当たりの医療費の推移及び物価上昇率との比較」について 日本医師会の主張

日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日）

（出所）日本医師会定例記者会見「令和6年度診療報酬改定について～財政制度等審議会財政制度分科会の議論を受けて～」（令和５年９月29日） 71



（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）32頁

財務省財政審資料参考
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この資料で示された医療法人の経常利益率別法人分布を見ますと、調査対象の
18,207法人のうち、経常利益率が0～5％となる医療法人が3,736法人あり、ここが最
頻値であります。また、全体の約1/4である4,381法人は経常利益が赤字になっており
ます。

他方、経常利益率が15％以上の医療法人が4,368法人ございますが、ここに自由

診療を行っている医療法人や、複数の医療機関を経営する医療法人が含まれている
可能性があります。前者につきましては、自由診療に伴う医療費には公費国費が含
まれておりませんので、主に自由診療を実施する医療法人の経常利益を含んだ数字
を以て、公的価格である診療報酬の議論を行うことは不適格かと存じます。また、財
務省がどの程度のマイナスを想定しているかわかりませんが、程度によってはこの最
頻値の集団が赤字に陥り、地域医療の崩壊を招きかねないことを想定しているので
しょうか。

医療法人の経常利益率について考える際、ただいま御指摘した事項等について丁
寧に精査すべきではないでしょうか。

「医療法人における直近の経営・財務状況」について 日本医師会の主張

（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日） 73



（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）34頁

財務省財政審資料参考
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2000～2008年度にかけて診療所数が増えておりますが、こ

れは、高齢者の増加に応じて対応した結果だと考えられます。
その後、診療所数の伸びは鈍化しております。これは、地域に
密着した医療が提供されている証だと言え、そうした診療所が
地域包括ケアを推進しております。また、診療所のみによって
支えられている地域も多くあります。

地域医療を支えてきた病院の閉院が相次いで報道されてお
ります。まず病院がなくなり、その後、診療所も地域からなくな
ると、人が住めなくなってしまいます。地域から人がいなくなる
ことは、国防の観点から見ても、望ましいことではありません。

「診療所数の推移」について 日本医師会の主張

（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日） 75



地域医療を支えてきた医療機関の閉院が続いている

地域医療の危機

聖マリアンナ医科大学東横病院
（神奈川県川崎市中原区）

少子高齢化による患者数の減少に
より、２０２４年３月末に閉院予定

市立藤井寺市民病院
（大阪府藤井寺市）

施設の老朽化、内科医不足による
患者受け入れ不可により、２０２４
年３月末に閉院予定

北見中央病院
（北海道北見市）

診療体制の変化や施設の老朽
化等による外来患者の減少に
より、２０２３年９月３０日以降に
破産申請

地域から医療がなくなると人が住めなくなってしまう

医療法人社団心優会加藤病院

（北海道苫前郡羽幌町）

医師の高齢と体調不良などにより
２０２４年３月末に閉院予定

【閉院の一例】

とままえ はぼろ
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（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）35頁

財務省財政審資料参考

77



「診療所の偏在是正のための地域別単価の導入について」につきましては、か
ねてより議論がございましたが、これはすでに解決済みの問題です。

わが国では、国民皆保険である公的医療保険制度の下、誰もが、どこでも、一
定の自己負担で適切な診療を受けられることを基本的な理念とし、診療報酬につ
いて、被保険者間の公平を期す観点から、全国一律の点数が公定価格として設
定されています。

診療報酬上の地域ごとの違いについては、医業経費における地域差を配慮し
た入院基本料の地域加算や、医療資源が少ない地域の施設基準を緩和するなど
の配慮等、既に対応できるものは実施されています。

医療資源は都道府県ごとに異なりますが、国民皆保険制度の下、平等性を担
保する観点から、診療報酬は全国一律の運営を行ってきており、点数単価や、同
じ医療技術の評価を都道府県ごとに変えることは診療報酬になじまないと考えて
います。

「診療所の偏在是正のための地域別単価の導入について」について 日本医師会の主張

（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日） 78

（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）38頁

財務省財政審資料参考
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そもそも、マイナ保険証は、国民の皆さんに義務化しているものではありま
せん。あくまでも任意の取得であり、それを前提として、利用を促進するため
には、国民の皆さんへの呼びかけが最優先です。

令和5年10月30日に開催された衆議院予算委員会においても、岸田総理

は、井坂議員からの質問に対し、「マイナ保険証の利用率の減少についてご
指摘がありましたが、まずは、これは、ひもづけ誤り等に対する国民の皆様が
不安を感じておられる、これが一つあると思います。（中略）改めて国民の皆さ
んにマイナ保険証のメリットを丁寧に説明しなければならない、こういったこと
を感じております。」と述べておられます。

国民の皆様が不安を感じておられるのが原因であり、医療機関にすべての
責任を押し付けられるものではありません。低迷しているマイナ保険証の利用
率に着目した評価を設定するというのは、見当違いも甚だしいと考えておりま
す。

「マイナ保険証の利用促進」について 日本医師会の主張

（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日） 80

（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）39頁

財務省財政審資料参考
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「リフィル処方箋」につきましては、前回の令和4年度診療報酬改定において
解決済みの問題だと考えています。

リフィル処方箋は、患者の状態によって、医師による定期的な医学管理の下
で利用可否を判断するものです。財政審の資料で示されたリフィル処方箋の応
需実績は、その結果であります。

財政審は、リフィル処方箋の導入・活用促進による医療費効率化効果につい
て、予算と決算で乖離があると指摘しております。しかし、医療費に関する予算
と決算の差異について、事細かに結果だけを取り上げることがこれまでされて
きたわけではなく、累次の診療報酬改定において総合的に実施されてきたこと
であって、医療費全体として議論されてきたところです。なぜ、リフィル処方箋に
関してのみ躍起になって行うのか、甚だ疑問です。

それを行うのであれば、まずはその前に、医療介護総合確保基金などの執
行状況が悪かった場合など、要件を緩和するべきです。

「リフィル処方箋」について 日本医師会の主張

（出所）日本医師会定例記者会見「財政制度等審議会財政制度分科会「社会保障」の議論を受けて」（令和５年11月２日） 82

（出所）財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会「社会保障」（2023年11月1日）65頁

財務省財政審資料参考
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（出所）日本医師会定例記者会見「令和6年度診療報酬改定について～財政制度等審議会財政制度分科会の議論を受けて～」（令和5年9月29日）

医療法人等の「経営情報データベース」について

医療法人等の経営情報に係るデータベースの充実に
ついても言及されております。本件について、本年6月7日

に実施した日本医師会定例記者会見でも触れましたが、
5月に公布された全社法の附帯決議に「当該データベー

スの報告対象となる医療法人及び介護サービス事業者
に過度な事務負担が生じないよう、負担軽減策もあわせ
て講ずること」とされております。できるだけ多くの医療機
関が提出するためにも、まずは状況をしっかり把握し、そ
のうえで、慎重に対応していくことが必要だと考えておりま
す。

日本医師会の主張
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２．医師会の組織力強化

85



医師会の役割

・国民の生命と健康を守る

・医師の医療活動を支える

86

郡市区等医師会（890）

都道府県医師会（47）

公益社団法人
日本医師会

《うち、大学医師会（65）、その他（12）》

日本医師会会員数
173,895人（令和3.12.1現在）

内 開業医 82,946人
勤務医他 90,949人

日本の医師総数
（33万9,623人）の

うち51.2％ が加入

191,303人（令和3年11月1日現在）

205,831人（令和3年11月1日現在）

世界医師会に認められた、日本で唯一の
医師個人資格で加入する団体です。

北里柴三郎の肖像を採用した新千円札（見本）
（2024年度上期に発行予定）*

（令和4年3月23日現在）

 郡市区等医師会の会員で、
⽇本医師会に未加⼊の⽅は
約３万２千⼈。

 都道府県医師会の会員で⽇
本医師会に未加⼊の⽅は約
１万７千⼈。

87

三層構造でみる医師会会員数

日本医師会館（在 東京都文京区本駒込）

*独立行政法人 国立印刷局「新しい日本銀行券について」（2021年10月4日） https://www.npb.go.jp/ja/news/20211004_kaisatsu/



⽇本医師会の組織率の推移

※日本医師会会員数調査、厚生労働省医師・歯科医師・薬剤師統計（調査）より作成
88

令和4年度 郡市区等医師会⼊会率と郡市区等医師会員の⽇医⼊会率

都道府県によってばらつきが⼤きいが、⼤きく4つの区分に分類される。
それぞれの地域の実情に合わせた対策が必要。

70％以上
60〜70％

総数

89



令和4年度 郡市区等医師会⼊会率と郡市区等医師会員の⽇医⼊会率

勤務医の状況も都道府県によってばらつきが⼤きいが、全体的に総数の平均に
⽐べて、⼊会率が低い。勤務医の⼊会率upがポイント。

70％以上
60〜70％

勤務医

90

令和4年度 ⽇医⼊会率の「総数」と「勤務医」の相関

⽇医⼊会率の「総数」と「勤務医」は正の相関関係を⽰している
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勤務医：都道府県内医師の⽇本医師会⼊会率（平均33.8％）

都道府県内医師の日本医師会への入会率（令和4年度）【総数と勤務医】

総
数
⽇
都
道
府
県
内
医
師
の
⽇
本
医
師
会
⼊
会
率
︵
平
均5

1
.1

％
︶

91



令和4年度 郡市区等医師会⼊会率と郡市区等医師会員の⽇医⼊会率

研修医の状況は、さらに都道府県によってばらつきが⼤きい。
研修医のオリエンテーションが最もアプローチしやすい場なので、
各都道府県の対策を確認し、好事例を共有する。

70％以上
60〜70％

研修医
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⽇本医師会会員数が初めて17.５万⼈を”突破“︕︕

出典︓厚⽣労働省医師・⻭科医師・薬剤師統計（旧︓医師・⻭科医師・薬剤師調査）、⽇本医師会会員数調査、⽂部科学省資料

 医学部卒後5年⽬までの会費減免をはじめとする組織強化への、都道府県医師会及び郡市区等医師会のご協⼒
により、本年８⽉には、⽇本医師会会員数が、初めて１７万５千⼈を突破しました︕︕ 皆様⽅の
ご協⼒に⼼より感謝申し上げます。

 しかしながら、医師数の増加は、会員数の増加を上回る速度で進む可能性が⾼く、組織率を上昇に転じさ
せるためには、皆様⽅のさらなるご協⼒が必要です。そのため、引き続き、特段のご協⼒をお願い
いたします。

平成27年度より、
臨床研修医の

会費減免を実施

令和5年度より、
医学部卒後

５年⽬までの
会費減免を実施

三師統計
（12⽉末現在）

増減
⽇本医師会会員数調査

（12⽉1⽇現在）
増減

医学部定員
（年度）

令和5年
(8⽉末現在)

(調査実施なし) ― 17.5万⼈超 ― 9,384⼈

令和4年 約35万⼈︖ ― 173,761⼈ 433⼈ 9,374⼈

令和2年 339,623⼈ 12,413⼈ 173,328⼈ 2,178⼈ 9,330⼈

平成30年 327,210⼈ 7,730⼈ 171,150⼈ 2,617⼈ 9,419⼈

平成28年 319,480⼈ 8,275⼈ 168,533⼈ 2,412⼈ 9,262⼈

平成26年 311,205⼈ 7,937⼈ 166,121⼈ 471⼈ 9,069⼈

平成24年 303,268⼈ 8,219⼈ 165,650⼈ -191⼈ 8,991⼈

平成22年 295,049⼈ 8,350⼈ 165,841⼈ 481⼈ 8,846⼈
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こうすればもっと
良い医療が提供で

きるのに…

①（医療現場） ③（医師会・医師連盟）

②医療現場（会員）
からのご意見等 医療現場(会員）からのご意見

等をもとに医療政策に関する
提言等をとりまとめる

④（提言・陳情等）

提言等の実現に向けて政府
審議会等で発言、 議員への
要望活動。

法律改正

（国会）
（省庁） （国会議員）

⑤新たな医療制度
↓

より良い医療が実現
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なぜ組織力強化が必要なのか ～医療政策が実現するまで（イメージ）～

どの団体の要望を優先
すべきか・・？

声が⼤きい団体。
選挙が近いし・・・。

選挙で応援してくれる？
組織率は？参議院⽐例区

での得票は？

医師会以外の
医療関係団体、
経済団体など

政府与党とのコミュニケーション

⽴憲⺠主党

⽇本共産党

⽇本維新の会

国⺠⺠主党 他

＜⾃⺠党＞

＜官邸＞＜内閣＞

•⽻⽣⽥俊参議院議員
•⾃⾒はなこ参議院議員
•武⾒敬三 参議院議員
•松本尚 衆議院議員
•星北⽃ 参議院議員

＜国会＞

＜公明党＞
•⼭⼝那津男 代表
•⽯井啓⼀ 幹事⻑
•⾼⽊陽介 政調会⻑

政 府

政 党
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※2023年9⽉15⽇現在

他

他

他

他

他

自民党、公明党をはじめとする政府与党の先生方とは、
特に普段からのコミュニケーションが大事だと考えていま
す。普段からの付き合いの中で、私どもの考えを正確にお
伝えして理解を賜る、あるいは逆に政治家の先生方の考
えを傾聴し、それを日本医師会がどう考えていくのかを、
心掛けることが一番大事なことだと思っています。普段か
らのコミュニケーションの中で、しっかりと意見を申し上げ
ていきます。

•鈴⽊俊⼀ 財務⼤⾂
•武⾒敬三 厚⽣労働⼤⾂
•新藤義孝 経済再⽣担当⼤⾂
•⾃⾒はなこ地⽅創⽣担当⼤⾂
•今枝宗⼀郎 ⽂部科学副⼤⾂
•松本尚 防衛⼤⾂政務官

•岸⽥⽂雄 内閣総理⼤⾂
•松野博⼀ 官房⻑官

•茂⽊敏充 幹事⻑
•森⼭裕 総務会⻑
•萩⽣⽥光⼀ 政務調査会⻑
•⼩渕優⼦ 選挙対策委員⻑



現場の声を踏まえた医療政策の実現に向けて
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・日本医師会は すべての医師を代表する団体であり、より多くの先生方と共
に我が国のより良い医療を実現していきたい。

・日本医師会は、医療現場の先生方の意見を踏まえて、医療政策の議論の場
に臨んでいく。

・医療政策を検討する場には、様々なステークホルダーが参画しており、医療界がいくら正しい

ことを発言しても、それが実現するとは限らない。

・より説得力のある議論を展開するため、より多くの先生方の後押し（医療現場の声）が必要で

あり、より多くの先生方が医師会活動に参画することが、医師会の組織強化と発言力の強化

につながる。

・物事を動かそうとしても、医師個人の力ではどうにもならないことが多くあるが、多くの先生が

医師会活動に参加することにより、先生ご自身の職務を存分に全うできる環境を実現する。

それが国民により良い医療を提供し続けていくことにつながる。

・まさに先生方一人ひとりの意識が、今後の我が国の医療を変えていくことになる。

この取り組みの実効性を高めるためには、各地域医師会と足並みを揃えて実施するこ
とが不可欠です。特段のご理解とご協力をお願い申し上げます。 97

会費減免期間の延長の主な内容（令和５年度より実施）

対象を臨床研修医から卒後５年目まで延長する。１．会費減免の延長期間

大学医学部の卒業年度を起点に、年度単位とする。２．卒後5年間の基本的な捉え方

すべての会員区分とする。３．対象となる会員区分

会費賦課徴収規程の「その他特別の事由」による。４．会費減免の方法

「日医ニュース」及び「日医雑誌」の送付に代えて､
「日医ホームページ」「日医Lib」で対応する。

５．会員サービス



病院・診療所の開設者、管理者およびそれに準ずる会員Ａ①
上記Ａ①会員およびＡ②会員(Ｃ)以外の会員Ａ②(Ｂ)
医師法に基づく研修医Ａ②(Ｃ)
上記Ａ②会員(Ｂ)のうち⽇本医師会医師賠償責任保険加⼊の除外を申請した会員Ｂ
上記Ａ②会員(Ｃ)のうち⽇本医師会医師賠償責任保険加⼊の除外を申請した会員Ｃ
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卒後５年目までの会費減免（令和５年度より）

＜会費区分＞

会員区分 会　費 会費減免額 会費減免適用後

Ａ① 　126,000円 60,000円 　　66,000円

Ａ②(Ｂ)（30歳超） 　　68,000円 28,000円 　　40,000円

　            （30歳以下） 　39,000円 24,000円 　　　15,000円

Ａ②(Ｃ) 　21,000円 　6,000円 　　　15,000円

Ｂ 　　28,000円 　28,000円                無料

Ｃ 　　6,000円 　6,000円                無料

99

医師の組織力強化に向けて

組織率が50％を切ることになっては、「全ての医師を代表する組織」としてのプレ

ゼンスや発言力が低下し、国民の生命と健康を守り、医師の医療活動を支えるとい

う医師会の役割を果たしていく上で、大きな影響を及ぼす可能性があります。

来年度より、会費減免期間を卒後５年目までに延長します。各都道府県医師会、

郡市区等医師会と足並みを揃えて実施することが何よりも重要となりますので、特

段のご理解・ご協力をお願いします。

①組織強化に取り組むための仕組みづくり、②三層すべての医師会への入会と、

開業医については廃業後も医師会員として残ってもらうための取り組み、③会費減

免と、会費減免終了後に医師会に残ってもらうための取り組みについて、ぜひご検

討いただき、取り組みを進めていただきたい。

その際、たとえば、病院に直接ご足労いただくなど、対話を通じた入会促進という

こともぜひ考慮いただきたい。



無料で
発⾏・
更新

【⼊会⽅法】

紹介
動画

メリット
いろいろ !!!

⽇本医師会 医師年⾦

医学部卒後５年間 は

⽇本医師会会費 が

免除 されます。

⽇本医師会医師賠償責任保険制度
卒後５年間、30歳未満の勤務医は、

医賠責保険 に

年間 15,000円※
で

加⼊できます。
※ 医療機関管理者などでは掛⾦が異なります。

オンラインホテル予約サービス
（⽇本医師会 会員特別割引）
28のホテル及びホテルチェーン
（全国580超のホテル）の協⼒を得
て、宿泊割引制度を実施している
ほか、臨床研修医向けの優待プラ
ンもご⽤意しています。

キャリアアップ
■『JMA Journal』の発⾏。
■「⽇本医師会医学賞」
■「⽇本医師会医学研究奨励賞」等

JMA 
Journal

⽇本医師会
医学賞

(令和５年11⽉１⽇現在)

⼊会申込書請求フォーム

⼊会申込書は、右のQRコードの
請求フォームからご請求ください。

⽇本医師会に⼊会するには、郡市区医師
会または⼤学医師会と、都道府県医師会
にも⼊会する必要があります。

各都道府県で、講習会や研修会を開催しています

雑誌やHP、メールを通じて、最新医療情報をお届けします 100

地域に根ざした医師会活動プロジェクト

ひとりひとりの医師の活動では限界がある。すべてに関わることはできない。
さまざまな専⾨性をもつ多くの医師が医師会活動に参加し、分担・連携する
ことで、地域を⾯として⽀えることができる。
そうした活動を、⼀般国⺠の⽅々等に知っていただく。

2022年9月28日
会長会見資料一部改変
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ねらい
• 医師会にあまり関⼼のない、医師会のことをよく知らない⼀般の⽅々等に、
• 「医師会はこんなこともやっている︕ 地域を⽀えている︕」と分かっていただく、医師会への理解を深めてもらう
• 結果として、⾮会員・開業予定の勤務医・医師会活動に積極的ではない会員にも医師会への関⼼を⾼めてもらう

医師の研修、
地元に寄り添う
医療従事者の養成
（社会⼈⼊学も）

若⼿医師の活動を
⽀える

市⺠
との
対話

市⺠へのヘルスリテラシーの啓発

在宅医療の⽀援
介護認定審査会への
医師派遣など

コロナ禍当初
2020年4⽉に
設置

医師会共同利⽤施設は
地域連携の要

地域情報NW

地域に根ざした医師会活動プロジェクト
地域医療の
継続

「有事」
災害⽀援、
コロナ、
新興感染
症対策
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地域に根ざした医師会活動 第1回シンポジウム
有事の医師会活動〜地域、住⺠を守る活動

開催⽇︓2023年10⽉11⽇（⽔）14時〜16時
開催場所︓⽇医会館・WEB（ハイブリッド）
次第︓

挨拶 松本吉郎会⻑
第1部︓⼤規模災害時の医師会活動
・座⻑（富⼭県医師会会⻑ 村上美也⼦先⽣）によるイントロダクション
・「平時からの顔の⾒える関係づくり」と有事対応

⻑⾕川傑先⽣（秋⽥市⽴総合病院）︓医師会とDMAT等との架け橋として
・被災した⾃地域を守り、再建を⽀える⽴場より

⼭⽥和彦先⽣（前 ⼈吉市医師会副会⻑）︓コロナ禍で最初の災害対応
第2部︓新型コロナウイルス感染症対応
・座⻑(兵庫県医師会会⻑ ⼋⽥昌樹先⽣)によるイントロダクション
・⼤都市圏における地域医師会と⾼度専⾨基幹病院による連携

「COVID-19医療提供体制 新宿モデル」
迫村泰成先⽣（新宿区医師会）

・若⼿医師による挑戦
⼩林正宜先⽣（KISA2隊⼤阪隊⻑）

ディスカッション
総括 茂松茂⼈副会⻑

• 本年度中にシンポジウムを
2回開催

• 開催⽅法
• ハイブリッド
• 開催後、速やかに（同時並⾏で）

ペーパー、⽇医WEBサイト、動画
パンフレット等その他様々な⽅法に
よりPR

103（参考）日本医師会公式YouTube「【全編】地域に根ざした医師会活動プロジェクト第1回シンポジウム」<https://www.youtube.com/watch?v=KVXV3ZNET7Q>



３．改正感染症法等による協定等

104

これからの医療提供体制における新興感染症対策は、
感染症法等の改正と第8次医療計画によって⽅向付けられる。

⼤部分は
2024年4⽉
スタート

「5疾病6事業」

そのまん延により国⺠の⽣命及び健康に重⼤な
影響を与えるおそれがある感染症がまん延し、
⼜はそのおそれがあるときにおける医療

コロナ対応を
ベース
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感染症医療の提供（協定、義務）

都道府県知事は、平時に、新興感染症の対応を⾏う医療機関と協議を⾏い、感染症対応に係る
協定（病床/発熱外来/⾃宅療養者等に対する医療の提供/後⽅⽀援/⼈材の派遣※）を締結
（協定締結医療機関）する。
※併せてPPE備蓄も位置づける。

協定締結医療機関について、流⾏初期医療確保措置の対象となる協定を含む特別の協定を締結
する医療機関（流⾏初期医療確保措置付き）を設定。
協定締結医療機関は感染症指定医療機関の⼀つになる。ハード・ソフトの財政⽀援もある

都道府県と医療機関との協定
公⽴・公的医療機関等、特定機能病院、地域医療⽀援病院には感染症医療

の提供義務
公⽴・公的医療機関等、特定機能病院、地域医療⽀援病院には、その機能を踏まえ、感染症発⽣・
まん延時に担うべき医療の提供を義務づけ（協定を優先）

感染症発⽣・まん延時（新型インフルエンザ等感染症、指定感染症、新感染症）に、締結された協
定の着実な履⾏を確保するため、協定の履⾏確保措置を設定。
 「正当な理由」がなく、協定内容に沿った措置を講じない場合は、（勧告、）指⽰→医療機関名の公表
 地域医療⽀援病院、特定機能病院の承認取消

協定の履行確保措置の考え方、勧告・指示等のプロセス、「正当な理由」、PPEの備蓄の運営方法などに
ついては、次頁以降を参照
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今回の感染症法等の改正：協定の締結について

• 令和6年9⽉までの協定締結を⽬指し、今後、都道府県よりコロナ対応を⾏った
医療機関を中⼼に、協議の要請がなされる場合がある。

• 感染症法上、協議の要請がなされた場合、医療機関には「協議に応じる義務」が
ある。もちろん、協定締結を強制される仕組みではない。
通常医療を分担する場合、ゾーニング不可能な場合など、地域の実情や医療

機関の機能に応じて判断することになる。
たとえば⾃院で発熱外来を⾏わない場合であっても、地域医師会によるセンター

⽅式への参加という選択肢もある。
• 協定を締結した場合、①病床確保は「第⼀種協定指定医療機関」、②発熱外来、
⾃宅療養・宿泊療養は「第⼆種協定指定医療機関」として、それぞれ感染症上の
「感染症指定医療機関」となる。（後⽅⽀援、⼈材確保は対象外）

• 「正当な理由なく、協定の措置を講じていないと認められる場合」には、医療機関名
の公表などがなされるが、それには、透明なプロセスのもと、次の考えで⾏われる
（次ページ以降も参照）。

• 感染状況や医療機関の実情に即した個別具体の判断
• 協定締結時の想定と異なる事情が発⽣し、協定に沿った対応が困難でやむを得ない場合は除く
• 締結した協定の措置を講じないことによる患者の⽣命・健康等への影響や、協定の措置に代えて
実施し得る他の⼿段の有無といったことを総合的に考慮して判断 107



さらに３か
⽉経過
（⽬途）

次の新興感染症まん延時における診療所の対応イメージ
（医療措置協定が適⽤される場合）

未知の
感染症
の発⽣

特
定
・
第
⼀
種
・
第
⼆
種
感
染
症
指
定

医
療
機
関
が
対
応

国より新型インフルエン
ザ等感染症等発⽣の公表
＝医療措置協定適⽤開始
（新型インフルエンザ等感染
症、指定感染症、新感染症）

通常の協定を締結した医療機関のうち、公⽴・公的医
療機関等を中⼼に新興感染症対応

通常の協定を締結した多くの医療機関
が新興感染症対応に参画

・発熱外来
・⾃宅療養者等への健康観察・診療
・宿泊療養施設への出務 他

ゾーニング不可や重症化リスクのある患者がいるため、
⾃院では、新興感染症対応ができず、協定未締結の医療機関
感染症にかかわりが少ない診療科の医療機関

通
常
医
療
へ

地域医師会
の臨時発熱
外来、宿泊
療養施設へ
の出務

公表より
３か⽉経過
（⽬途）

特別な協定（流⾏初期医療確保措置）を締結した医療機関

国より新型イン
フルエンザ等感
染症等と認めら
れなくなった旨
の公表
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協定の締結の進め⽅
• 協定は双⽅の合意であり、また、新興感染症発⽣・まん延時の対
応を円滑に⾏うためにも、都道府県と医療機関で締結する協定の
内容の齟齬がないよう、⼗分な協議を⾏うこと。
また、協定の締結に当たっては、新興感染症発⽣・まん延時に

は、その感染症の特性に合わせて、都道府県と医療機関は協定の
内容を⾒直すなど、実際の状況に応じた機動的な対応を⾏うこと
も前提に（※）、協定協議段階で可能な範囲で都道府県と医療機
関とが合意した内容について締結すること。
（※）新興感染症発⽣・まん延時において、新興感染症の性状のほか、その対応
⽅法を含めた最新の知⾒の取得状況や、感染症対策物資等の確保の状況などが
締結した協定の前提・内容（事前の想定）とは⼤きく異なる事態の場合は、国
においてその判断を⾏い、機動的に対応するものとする。

・協定締結の協議に当たって、診療所が⾏う協議等の⼿続きを⾏う
際に、医師会や薬剤師会などの関係団体が協議の窓⼝となり、
とりまとめるといった対応も可能。地域の実情に則して対応。
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公立・公的医療機関等の責務
医療措置協定
• 病床確保
• 発熱外来
• 自宅療養・宿泊療養
• 後方支援
• 人材派遣

公立・公的医療機関等の責務
医療措置協定
• 病床確保
• 発熱外来
• 自宅療養・宿泊療養
• 後方支援
• 人材派遣

感染症専⾨病院ではない病院・診療所が、
新興感染症に⽴ち向かうためには、「医療措置協定」だけでなく、
「⽇本版CDC」と「政府の司令塔機能」が⼗分に働くことが不可⽋

日本医師会 松本会長会見より
（２０２３年９月２０日）

新興感染症対策は、医療措置協定だけで捉えるべきではあ
りません。
地域の診療所、病院が、新興感染症対策に力を注げるよう
にするための環境づくりも大切です。
国に対しては、平時の備えとともに、有事には、政府の司令
塔機能：内閣感染症危機管理統括庁や、日本医師会も求め
てきた日本版CDCである「国立健康危機管理研究機構」に
よって、最新の情報が現場に迅速かつ的確に提供されるこ
と、PPEや検査キット、治療薬、ワクチンが十分供給される
ことを求めます。
同時に、２０２１年２月の新型インフルエンザ特措法の改正に
より定められた医療従事者に対する風評被害、差別的な取
り扱いの防止策の徹底も要請してまいります。政府の司令塔機能：内閣感染症危機管理統括庁

日本版CDC：「国立健康危機管理研究機構」

最新の情報・
知⾒の迅速かつ
的確な提供

PPE、検査
キット、治療
薬等の⼗分な
供給

新興感染症
対策を⽀える
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令和5年10月以降における新型コロナウイルス感染症対策への財政支援について（要望）

112

令和5年7月31日
厚生労働大臣
加藤 勝信 先生

公益社団法人日本医師会
会長 松 本 吉 郎

令和5年10月以降における新型コロナウイルス感染症対策への財政支援について（要望）

貴職におかれましては、本年5月8日以降の新型コロナウイルス感染症の感染症法上の類型変更後の医療提供体制の確保にご尽力を賜り、厚く御礼申し上げます。
日本医師会といたしましても、全国の都道府県医師会・郡市区医師会に対し、移行計画の策定や今夏の感染拡大に備えた保健・医療提供体制の点検・強化について、行政や関係者との協議を求め

るなど、なお一層の体制づくりをお願いしているところです。また、四病院団体協議会をはじめ病院団体とも連携してまいります。

ただし、類型が変更されても、ウイルスの感染性は変わりません。医療機関では引き続き感染対策をはじめ、様々な対応を講じる必要性がありますことから、診療報酬上の適切な評価、病床確保料
等の財政支援が引き続き必要となります。

また、感染拡大期には、やはり保健所や地方自治体による入院調整や健康観察等の支援も必要となり、その体制整備のための財政支援も重要となります。

さらに、オミクロン株が主流となって以降、要介護高齢者の感染が増加し、医療機関に介護の負荷が増加していることを踏まえ、介護保険施設等における医療支援を充実させるとともに、中小病院が
入院を引き受けられるように適切な対策を講じることも必要であります。

つきましては、今後の各地域における医療提供体制への取り組みを支えるため、以下の財政支援について要望いたします。

記

一、次の感染症に備えるため、改正感染症法（令和6年4月1日施行分）に基づく、病床確保や発熱外来等の協定締結を
進捗させるための支援

一、地域の外来医療体制の維持・充実のための支援

一、緊急包括支援事業のうち病床確保料等の必要な事業の継続

一、地域医療介護総合確保基金による介護施設等のかかりまし経費等の支援策の継続

一、検査や診療を受けない・受けられないといったことがないよう、国民が医療機関にかかる際に、高額な治療薬などの
費用負担が発生しない支援

一、診療報酬上の必要な措置の継続

一、介護保険施設をはじめ高齢者施設等に対する医療支援への対策

一、中小病院における要介護高齢者等の入院受入への対策

以上

診療所による新興感染症対策
• 平時では、多くの診療所は地域に根ざして診療活動を⾏っている。
• 新興感染症の発⽣・まん延時においても、住⺠・患者を守るため、感染症
法等改正法に基づく協定締結医療機関として、あるいは、協定を締結しな
くとも地域の医療機関として、発熱外来や⾃宅療養者等の健康観察に参画
する。

• また、新興感染症対応のワクチンが開発され、現場に供給された際には、
個別の予防接種に積極的に取り組み、集団接種・職域接種等が⾏われる
場合は協⼒をする。

• ゾーニング困難や重症化リスクのある患者が多い等の理由で、⾃院では感
染症患者や疑似症患者を受け⼊れることができない場合には、新興感染症
以外の患者を受け持つことで、地域医療に対する役割を果たす。
また、地域医師会等によるセンター⽅式での発熱外来に参加する。

• 保健所等が⾏う感染症の発⽣状況・動向の把握のための調査に協⼒
する。

• 検査検体採取、⾏政機関等への提出。研究事業への参画（症例経過等）
• 発⽣届と同届に関する調査への対応
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診療所による新興感染症対策への取り組み
⽇本医師会としての取り組み

• 特に発熱外来診療体制の拡充、⾃院の患者・従事者を守っていただく
ため、全国の都道府県医師会・郡市区医師会とともに、診療所の新興
感染症対策に取り組む。

• ⽇本医師会として下記の取組を⾏う。
診療所の医師や医療従事者等を主な対象とした研修の実施。

都道府県医師会や郡市区医師会のため、モデルとなる研修（JMAT研修オプション研修
（COVID‐19編）を基に、診療所向けのプログラムを策定する）の実施

事前学習のためのeラーニングシステム及び動画や教材等のコンテンツの提供
研修機材の貸し出し（マネキン、ブラックライト等）、テキスト等の提供

国から公表された最新の知⾒や対応⽅針等の迅速かつ正確な
情報提供
災害時相互協⼒協定を締結している⽇本環境感染学会・⽇本

災害医学会との連携の新興感染症まん延時への拡⼤・強化
（訓練、研修、新興感染症発⽣時の⽀援等）

2022年9⽉⽇本環境感染学会と協定を締結114

＜参考＞
2023年7⽉30⽇に実施したJMAT研修
オプション研修（COVID19編）

実
習
に
重
点
︒

都
道
府
県
医
師
会
や
医
師
会
ブ
ロ
ỿ
ク
で
同
様
の
研
修
が
⾏
わ
れ
る
よ
う

モ
デ
ル
的
な
研
修
と
し
て
実
施
︒
マ
ネ
キ
ン
等
も
貸
出
し
︒

テキスト
⽇本医師会マニュアル
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8⽉4⽇（夏）時点

11⽉6⽇時点 厚⽣労働省定点報告より https://www.mhlw.go.jp/content/001163905.pdf

 厚⽣労働省の定点報告によると、第35週（8/28‐9/3）に、１医療機関当たり
２０・５０⼈を超えた。前週⽐は１.０７倍で、３週連続の増加となった。

 報告感染者数１０万⼈超、１医療機関当たり２０⼈超はいずれも、法的な位
置付けが５⽉８⽇に「５類」になって以降初めて。

 直近第43週（10/23‐10/29）の定点は2.86となっている。

新型コロナの感染状況について （アドバイザリーボードより） https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001131551.pdf

116

（参考）10⽉29⽇時点（11⽉6⽇厚⽣労働省発表）定点報告 全国データ

https://www.mhlw.go.jp/content/001163905.pdf

（参考）10⽉29⽇時点（11⽉6⽇厚⽣労働省発表）定点報告 全国データ
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内閣感染症危機管理統括庁https://corona.go.jp/various‐data/

•※厚労省作成資料
•※9⽉24⽇以前の数値は、G‐MISデータに基づく定点医療機関における新規⼊院患者数（参考値）である。
•※G‐MISに⼊⼒されたデータのうち、令和5年9⽉25⽇時点で各⾃治体が指定した基幹定点のリストに基づ
き抽出したデータを集計したものであるが、定点は、地域の実情に応じて、変更される可能性がある。

⼊院患者・重症者の現況

今夏にコロナの流⾏拡⼤（⼊院・重症化数の増加）の状況が⾒られ、現在は減少傾向

118

•※厚労省作成資料
•※1 基幹定点医療機関（全国約500カ所）からの新型コロナウイルス感染
症（COVID‐19）による⼊院患者の届出数

（参考）インフルエンザ：2023年第43週の定点当たり報告数は19.68と増加傾向
感染症研究所 インフルエンザ流⾏レベルマップより https://kansen‐levelmap.mhlw.go.jp/Hasseidoko/Levelmap/flu/new_jmap.html

東京都のデータによると

➀EG.5・・・・・・63.6％
②XBB.1.16 ・・・・12.1％
③XBB 1.5   ・・・・10.6％

となっている。

EG.5 系統はXBB.1.9.2 系統の亜系統

WHO(8/30)によると、世界的にはXBB
系統の亜系統が⼤半を占め、VOI（注
⽬すべき変異株）であるEG.5系統
(23.8%)、XBB.1.16系統(23.9%)が主流。

BA.2.86系統（ピロラ）が、2023年7⽉
にイスラエルとデンマークから報告
され、⽇本国内では9⽉7⽇に東京都
でBA2.86.1系統が1件初めて確認され
た。

119
https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/kansen/corona_portal/henikabu/screening.html
より「都内の変異株発⽣状況について」ゲノム解析結果の推移［週別］の直近該当週データを活⽤

東京都内の変異株発⽣状況について（ゲノム解析結果の推移［週別］（令和5年11⽉2⽇）より）



コロナワクチンの令和5年度秋接種について

 ９⽉20⽇より令和５年秋開始接種がスタート。

 重症化予防を⽬的として、65歳以上の⾼齢者等の重症のリスク
が⾼い者を接種の対象とし、その他の者についても接種機会を
確保する。（⽣後6か⽉以上の希望する全ての⽅が接種可能）

 ⽤いるワクチン：オミクロンXBB.1.5対応１価ワクチンを基本
とする。

 公的関与：初回及び追加接種いずれも、65歳以上の⾼齢者等の
重症化リスクが⾼い者にのみ適⽤する。

 当ワクチンを投与したマウスでは、オミクロン株XBB系統（XBB.1.5、
XBB.1.16XBB.1.16.1、XBB.2.3）に対して中和抗体の誘導が認められ
た。

 ＰＭＤＡ及び厚⽣労働省は、薬事・⾷品衛⽣審議会提出資料において、
ファイザー社、モデルナ社の１価（オミクロ ン株XBB.1.5系統）ワク
チンを、２価ワクチンと同様に初回・追加接種として承認して差し⽀え
ないと判断した。

2023(令和５)年９⽉８⽇第50回厚⽣科学審議会予防接種・ワクチン分科会 資料２より
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001144335.pdf

120
2023(令和５)年９⽉19⽇第51回厚⽣科学審議会予防接種・ワクチン分科会 資料1より
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001156549.pdf

121
（出所）第56回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会予防接種基本方針部会・第79回厚生科学審議会感染症部会（令和5年9月15日）資料2「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の罹患後症状について」4頁



122
（出所）第56回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会予防接種基本方針部会・第79回厚生科学審議会感染症部会（令和5年9月15日）資料2「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の罹患後症状について」5頁

ポストコロナ医療体制充実宣言

123（出所）厚生労働省「ポストコロナ医療体制充実宣言」（令和5年11月6日）

厳しい医療機関の経営状況が続いていた中で新型コロナウイルスの感染拡大が起こり、医療従事者はこの３年間、新型コロナウイルスに対応してきた。

この間、国民のご理解・ご協力も大きく、我が国における死亡者数は相対的に低く抑えられてきた。

一方で、著しい感染者の増加により、感染流行初期等において医療の逼迫を招いたことからも、医療提供体制において新興感染症への平時からの備えが必要であることが明らかとなった。

加えて、平時から感染症有事を通じて、切れ目なくより質の高い医療を提供する観点から、医療におけるデジタル・トランスフォーメーション（医療ＤＸ）が必要であることが明らかになった。

新型コロナウイルスの感染は継続している状況ではあるが、次の感染症拡大への備えを厚生労働省、医療界ともに先手先手で実施するため、下記についての取組を集中的に進めることを共同で宣言する。

＜新興感染症対応＞
新興感染症の発生に備え、いわゆるサージキャパシティの確保に向けて、現在、改正感染症法に基づき、新型コロナウイルス対応の最大規模の体制を目指して、医療機関等と都道府県が協定締結の協議を行っている。新型コロナ対応

を行った病院及び診療所は、協議の結果を踏まえ、病床確保や発熱外来を行う協定締結医療機関となり、新興感染症対応に参画する。

今後、厚生労働省は「デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和５年 11 月２日閣議決定）」等を通じた医療機関への支援策を確実に講じ、医療機関等は、個室病床、ゾーニング可能な病棟、簡易陰圧装置等の整備や個人防護具等
の備蓄、検査機能の維持や感染症対応人材の確保に取り組む。

こうした取組により、具体的には、令和６年４月までに策定される都道府県の予防計画・医療計画において、感染症の流行初期（発生公表から３か月程度）の体制として、全国で1.9 万床の確保病床、1500 機関の発熱外来等を確保し、そ
れ以降の体制として、全国で 5.1 万床の確保病床、4.2 万機関の発熱外来等を確保する。協定締結作業は令和６年９月を目途に完了する。

＜医療ＤＸの推進＞
新型コロナ対応の教訓も踏まえ、全国の医療機関・薬局・訪問看護ステーションで国民一人一人の診療情報等を全国的な規模で共有可能とする全国医療情報プラットフォームを構築するとともに、マイナ保険証の利用を促進することで、

感染症危機も含めて、全国いつどの医療機関等にかかっても、切れ目なくより質の高い医療を提供することを可能とする。

今後、「デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和５年11 月２日閣議決定）」等の内容も踏まえつつ、電子カルテ情報共有サービス（仮称）の構築、電子処方箋の活用・普及の推進、医療
機関におけるサイバーセキュリティの確保に取り組む。

こうした取組みにより、具体的には、電子カルテについて、医療機関間等での情報共有に必要となる標準化への対応を順次進める。厚生労働省は、FHIR 規格への対応について支援を行う
とともに、クラウドベースの標準型電子カルテの整備を行っていく。

電子処方箋等について、厚生労働省において、各施設の円滑な導入に向けた環境整備を行うとともに、医療機関・薬局において、できる限り速やかに導入するよう取り組む。公的病院にお
いては、可能な限り令和６年度の診療報酬改定に合わせて導入するよう厚生労働大臣より要請する。

サイバーセキュリティについて、厚生労働省が必要な支援を行いながら、医療機関等において、外部ネットワークとの接続の安全性検証やオフライン・バックアップの構築等を順次進める。
看護業務について、医療ＤＸの推進等により、効率化を図る。

以上
令和５年 11 月６日

厚生労働大臣 武見 敬三

公益社団法人日本医師会会長 松本 吉郎

公益社団法人日本歯科医師会会長 高橋 英登

公益社団法人日本薬剤師会会長 山本 信夫

公益社団法人日本看護協会会長 高橋 弘枝

一般社団法人日本病院会会長 相澤 孝夫

公益社団法人全日本病院協会会長 猪口 雄二

一般社団法人日本医療法人協会会長 加納 繁照

公益社団法人日本精神科病院協会会長 山崎 學



４．地域における面としてのかかりつけ医機能
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訪問診療等の在宅医療ネットワークへの参画、介護保険関連文書の作成（主治医意見書等）、
多職種との会合（ケアカンファレンス等）、ACPなど

４．多職種連携

平日夜間・休日輪番業務、地域行事の救護班、在宅当番医、休日夜間急患センター、電話相
談業務など（災害時には救護所・避難所への巡回診療、感染症拡大時には検査センターへの
出務など自らの地域を守る活動）

１．地域の時間外・救急対応

地域に根差した医師の活動

医師会・専門医会・自治会・保健所関連の委員、警察業務への協力、防災会議、地域医療に
関する会議、レセプトの審査委員会、地域ケア会議の出席、障害者認定審査会、介護保険認
定審査会など

２．行政・医師会等の公益活動

看護師・准看護師養成所、医師会共同利用施設への参画、高齢者の運転免許に関する診断書
の作成、成年後見人制度における診断書の作成、死体検案、医療DX、医療GX、学術活動、高
齢者・障害者施設への対応など

５．その他

母子保健、乳幼児保健（1歳6か月児健診・3歳児健診）、学校保健（学校健診、学校医活動）、
学校健康教育（性教育、がん教育、禁煙・薬物教育等）、産業保健（地域産業保健センター
活動、職場の健康相談、産業医活動）、事業主健診（特定健診・特定保健指導）、高齢者保
健（高齢者健診・認知症検診）、予防接種（定期・その他）、がん・成人病検診、市民公開
講座（健康講座・介護教室）、精神保健、健康スポーツ医活動など

３．地域保健・公衆衛生活動

地域に根差して診療している医師は、自院での診療以外に、以下のような活動を連携して行い、地域住民の健康を守る
ため、それぞれの地域を面として支えています。

そうした活動はかかりつけ医が中心となって担っており、地域医師会はそれに深く関与して運営しています。

日本医師会は、「地域にどっぷりつかり」、日々地域医療を支えている医師に深く感謝するとともに、こうした活動を国民
の皆さんに広く知っていただきたいと思っています。
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かかりつけ医機能に関する議論の流れ

2023年 通常国会
全世代社会保障法案 5月12日成立・19日公布

全世代型社会保障構築会議

臨時国会
感染症法等改正案 審議入り（10月25日）

日本医師会提言

「地域における面としての
かかりつけ医機能～かか
りつけ医機能が発揮され
る制度整備に向けて～

（第１報告）」

2022年11⽉2⽇

臨時国会
感染症法等改正案 可決・成立（12月2日）

財務省
財政制度等審議会

（春の建議）

全世代型社会保障
構築会議

新型コロナウイルス感染症
対応に関する有識者会議

財務省
財政制度等審議会

（秋の建議）

骨太の方針2022（6月7日）
（「かかりつけ医機能が発揮される制度整備を行う」と閣議決定）

全世代型社会保障構築会議（11月11日）
医療提供体制に関する議論の状況について

厚労省社会保障審議会 医療部会(11月28日・12月5日)
厚労省案

自民党 全世代型社会保障に関する特命委員会
取りまとめ

126
2023年4月4日衆議院厚生労働委員会の

参考人質疑

閣議決定

*内閣府「経済財政運営と改革の基本方針2022」（2022年6月7日）31頁 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/zensedai_hosyo/pdf/20220517chukanseiri.pdf

経済財政運営と改革の基本方針2022（骨太の方針）
（令和4年6月7日） （抜粋）

また、医療・介護提供体制などの社会保障制度基盤の強化について
は、今後の医療ニーズや人口動態の変化、コロナ禍で顕在化した課題
を踏まえ、 質の高い医療を効率的に提供できる体制を構築するため、
機能分化と連携を一層重視した医療・介護提供体制等の国民目線での
改革を進めることとし、かかりつけ医機能が発揮される制度整備を行う
とともに、地域医療連携推進法人の有効活用や都道府県の責務の明
確化等に関し必要な法制上の措置を含め地域医療構想を推進する。

閣議決定は骨太の方針の「かかりつけ医機能が発揮される制度整備」であり、財務省財政審が
主張する①法制上明確化、②認定するなどの制度、③事前登録・医療情報登録ではない。
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感染症発生・まん延時（有事）における対応については、日頃から患者のことをよく知るかかりつ
け医機能を担う医療機関が診療を行うことは望ましいが、未知の感染症への対応に際しては、動
線分離を含めた感染拡大防止対策が重要であり、地域医療全体として通常医療を継続しつつ、感
染症医療のニーズに対応していくことが必要である。

地域医療体制全体の中で感染症危機時に外来診療や在宅療養等を担う医療機関を平時から明
確化しておくことで、平時に受診している医療機関がない方を含め、国民が必要とするときに確実
に必要な医療を受けられるようにしていく。

2022年秋の臨時国会では、感染症発生・まん延時における「かかりつけ医機能が発揮される制
度整備」についてこうした方向で審議が進められ、2022年12月2日に改正感染症法等が成立した。

感染症発生・まん延時（有事）

各医療機関は自らが持つ機能を磨くことによ
り縦糸を伸ばすとともに、さらに地域における他
の医療機関との連携を通じて横糸を紡ぎ、それ
によって「地域における面としてのかかりつけ医
機能」が織りなされ、さらに機能を発揮していく。

日常診療時より、他の医療機関と連携し、急
変時においても、可能な限り地域におけるネッ
トワークで対応を行う。

医療機関

現在は「医療機能情報提供制度」という制
度があることも国民には知られていない。

「医療機能情報提供制度」を国民に分かり
やすい内容に改め、フリーアクセスにおいて
国民が「医療機能情報提供制度」を活用し、
適切な医療機関を自ら選択できるよう支援を
行う。

国民

かかりつけ医機能が発揮される制度整備に向けて
～これまでのかかりつけ医機能との違い～
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地域包括ケア機能・医療介護連
携拠点機能を備えた

診療所や病院

地域住民（患者）

救急搬送
（二次救急）

かかりつけ医機能を
担う診療所

（または地域型病院）

①治療等
②地域の

医療機関を
紹介

①初診
（初回面談）

②受診・相談

【高度急性期機能】
高度・広域急性期
を担う医療機関

（三次救急）

①健康指導
②診察
③相談応需
④紹介

連携

相談

他の
診療所

連携

24時間体制

受診・相談等 診察等

連携

連携

①診療所を紹介
又は

②かかりつけ医
機能を自ら担う

かかりつけ医機能に係る診療所・病院の機能分化・機能連携

急変時の連絡先

日常診療

連携医療機関のネットワークで対応 急変時
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必ずしも一つの医療機関においてかかりつけ医機能のすべてを持たなければならないわけではない。地域で面としてのかかりつけ医
機能をしっかりと果たしていくべきである。

かかりつけ医機能を発揮する医療機関は、診療科や病院・診療所の別を問うものではない。

医師も自ら「かかりつけ医」として選ばれるよう積極的に研鑽を積むことが重要である。

かかりつけ医はあくまで国民が選ぶものである。国民にかかりつけ医を持つことを義務付けたり、割り当てたりすることには反対である。

「かかりつけ医」と「かかりつけ医以外の医師」を区別するものではない。

診療科別や専門性の観点から複数のかかりつけ医を持つことも多く、かかりつけ医は複数あることが自然である。

「人頭払」という主張があることも承知しているが、高度な医療がなかった時代はともかく、現代の複雑かつ高度な医療においては現実
的な提案ではない。

令和5年2月15日に日本医師会は定例記者会見を開催し、「かかりつけ医機能の制度整
備」について以下８項目を中心に改めて考えを示した。

*日本医師会 定例記者会見「全世代社会保障法案の閣議決定を受けて」（令和5年2月15日）https://www.med.or.jp/nichiionline/article/011041.html

かかりつけ医機能の制度整備にあたっての日本医師会の主な考え方

1人の医師だけを登録するという、いわゆる「登録制」は、患者さんの医療へのアクセス権、医師を選ぶ権利を阻害する提案である。国
民・患者さん側からすれば、かかりつけ医を固定するような提案は、決して望んでおられない。

【⽬的】
今後のさらなる少⼦⾼齢社会を⾒据え、地域住⺠から信頼される「かかりつけ医機能」のある

べき姿を評価し、その能⼒を維持・向上するための研修を実施する。
【実施主体】
本研修制度の実施を希望する都道府県医師会

【かかりつけ医機能】
１．患者中⼼の医療の実践
２．継続性を重視した医療の実践
３．チーム医療、多職種連携の実践
４．社会的な保健・医療・介護・福祉活動の実践
５．地域の特性に応じた医療の実践
６．在宅医療の実践

平成28年4⽉1⽇より実施

【研修内容】
基本研修

⽇医⽣涯教育認定証の取得。
応⽤研修

⽇医が⾏う中央研修、関連する他の
研修会、および都道府県・郡市区医
師会が主催する研修等の受講。

規定の座学研修を１０単位以上取得

実地研修
社会的な保健・医療・介護・福祉活動、
在宅医療、地域連携活動等の実践。

規定の活動を２つ以上実施（10単位以
上取得）

３年間で上記要件を満たした場合、都道府県医師会より修了証書または認定証の発⾏（有効期間3年）。 131
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第1期 合計：29,712名

H28年度受講者：９,３９１名
（研修開催回数：日医中央研修1回、22都道府県42回）

H29年度受講者：９,７１２名
（研修開催回数：日医中央研修1回、27都道府県47回）

H30年度受講者：１０,６０９名
（研修開催回数：日医中央研修1回、31都道府県46回）

応用研修受講者数（延べ人数）合計：５８，４３７名

修了者数 認定期間有効実人数（R1年～R3年）：５,２７３名 累計：１１,１９２名
H28年度修了者：１,１９６名 H29年度修了者：２,６７２名 H30年度修了者：２,０５１名
R1年度修了者：２,５０１名 R2年度修了者：１,５４７名 R3年度修了者：１,２２５名

R元年度受講者：９,３６１名
（研修開催回数：日医中央研修1回、30都道府県53回）

R2年度受講者：６,５７１名
（研修開催回数：43都道府県138回 ※日医中央研修未開催）

R3年度受講者：６,２９６名
（研修開催回数：日医中央研修3回、 26都道府県68回）

第2期 合計：22,228名

第
1
期

第
2
期

132

日医かかりつけ医機能研修制度
現在の進捗状況（令和5年3月15日現在）

第
3
期

R4年度受講者：６,４９７名※
（研修開催回数：日医中央研修3回、 27都道府県52回

※2023.3.15現在
第3期 合計：6,497名

■

かかりつけ医・かかりつけ医機能の歴史的経緯（1/2）

制度・法律等国・政府等日本医師会日医執行部

羽田 春兎

～1992
（H04）

村瀬 敏郎

～1996
（H08）

坪井 栄孝

～2004
（H16）

植松 治雄

～2006
（H18）

村瀬敏郎・日医会長（当時）
かかりつけ医構想を提唱
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老人慢性疾患外来総合診療料（外総診）
新設

厚生省 国民医療総合政策会議
報告書「中間報告」

1996
（H08）

1992
（H04）

厚生省 家庭医に関する懇談会

厚生省 家庭医に関する懇談会
「家庭医に関する懇談会報告書」

1996
（H08）

1985
（S60）

1987
（S62）

厚生科学研究「かかりつけ医機能の評価に関する研究」（日医受託）

厚生省 かかりつけ医推進モデル事業 実施
1993
（H05）

1993（H05）

1995（H07）

新医師臨床研修制度 開始
2004
（H16）

医師法改正（新医師臨床研修制度）
2000
（H12）

老人慢性疾患外来総合診療料（外総診）
廃止

2002
（H14）

～



かかりつけ医・かかりつけ医機能の歴史的経緯（2/2）
制度・法律等国・政府等日本医師会日医執行部

唐澤 祥人

～2010
（H22）

原中 勝征

～2012
（H24）

横倉 義武

～2020
（R02）

中川 俊男

～2022
（R04）

松本 吉郎
全世代型社会保障法案 成立・公布

かかりつけ医機能報告 創設

後期高齢者診療料 新設～廃止
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日本医師会学術推進会議 第Ⅲ次学術推進会議報告書

「我が国における専門医のあり方」

2008（H20）

2010（H22）

～

2006
（H18）

日医かかりつけ医機能研修制度 開始

社会保障制度改革国民会議 報告書
「確かな社会保障を将来に伝えるための道筋」

厚生労働省
「医療政策の経緯、現状及び今後の課題について」

総合診療専門医（日本専門医機構）
養成開始

医療法施行令の一部改正
（標榜診療科名の改正）

大病院外来受診時定額負担（選定療養）
導入

日本医師会学術推進会議 第Ⅳ次学術推進会議報告書
「かかりつけ医の質の担保について
-日医認定かかりつけ医（仮）の検討-」

2008
（H20）

「医療提供体制のあり方
日本医師会・四病院団体協議会合同提言」 公表

2013
（H25）

2016
（H28）

「国民の信頼に応えるかかりつけ医として」 公表2022
（R04）

「地域における面としてのかかりつけ医機能
～かかりつけ医機能が発揮される制度整備に向けて～

（第1報告）」 公表

2022
（R04）

2007
（H19）

2013
（H25）

厚生労働省 上手な医療のかかり方を広めるための
懇談会

2018
（H30）

全世代型社会保障検討会議 中間報告
2019
（R01）

全世代型社会保障構築会議 報告書
「全世代で支え合い、人口減少・超高齢社会の課題を克服する」

2022
（R04）

2008
（H20）

地域包括診療料・加算 新設
2014
（H26）

2016
（H28）

機能強化加算 新設

2018
（H30）

2018
（H30）

2023
（R05）

2025
（R07）

厚生労働省 医療施設体系のあり方に関する検討会
「これまでの議論を踏まえた整理」

2007
（H19）

かかりつけ医機能が発揮される第一歩

135（出所）参議院厚生労働委員会「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議」（令和五年五月十一日）より引用
（https://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/ketsugi/current/f069_051101.pdf)

八．本法のかかりつけ医機能に関する制度改正については、同機能が発揮される第一歩と位置付け、全ての国民・患者がそのニーズ
に応じて同機能を有する医療機関を選択して利用できるよう、速やかに検討し、制度整備を進めること。

2023（令和5）年
全世代社会保障法案 成立

1985（昭和60）年
厚生省 家庭医に関する懇談会

？年
？？？

？

かかりつけ医機能に関する議論は、2023（令和5）年に全世代社会保障法案が成立し、かかりつけ医機能が発揮される第一歩が踏み
出された。1985（昭和60）年の厚生省の家庭医に関する懇談会からこの第一歩までに38年かかっている。

次の一歩が①いつになるのか、②どの方向に向かうのか、は未定である。
まずは2025年（令和7年）4月の施行に向けて省令等の議論が行われる。次の一歩に向けて、日本医師会は、医療現場の意見を踏まえ、

国民がより適切に受診できるよう、医療提供体制を構築していく。

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（令和五年五月十一日）抜粋

38年



かかりつけ医機能が発揮される制度整備の施⾏に向けた検討を⾏う枠組み

かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会（新設）

国民・患者に対するかかりつけ医機能をはじめとする医療情報の提供等に関する検討会（新設）〔いわゆる親検討会〕

医療機能情報提供制度･医療広告等に関する分科会

日本障害フォーラム（JDF） 代表阿部 一彦

全国衛生部長会会長／高知県健康政策部長家保 英隆

慶應義塾大学大学院法務研究科教授磯部 哲

読売新聞東京本社編集委員猪熊 律子

日本プライマリ・ケア連合学会副理事長／医療法人社団家族
の森多摩ファミリークリニック院長

大橋 博樹

一般社団法人日本病院会副会長大道 道大

九州大学名誉教授尾形 裕也

公益社団法人全日本病院協会副会長織田 正道

一般社団法人未来研究所臥龍代表理事/ 兵庫県立大学大学院特任教授香取 照幸

健康保険組合連合会専務理事河本 滋史

公益社団法人日本医師会常任理事城守 国斗

一般社団法人日本医療法人協会副会長小森 直之

日本労働組合総連合会生活福祉局部長鈴鹿 麻菜

公益社団法人日本歯科医師会常務理事寺島 多実子

慶應義塾大学経済学部教授土居 丈朗

自治医科大学学長永井 良三

認定NPO法人消費者機構日本理事福長 恵子

公益社団法人日本精神科病院協会副会長森 隆夫

認定NPO法人ささえあい医療人権センターCOML理事長山口 育子

公益社団法人日本看護協会常任理事吉川 久美子

（敬称略。五十音順）

日本障害フォーラム（JDF） 代表阿部 一彦

全国衛生部長会会長／高知県健康政策部長家保 英隆

稲城市副市長石田 光広

読売新聞東京本社編集委員猪熊 律子

奈良県立医科大学教授今村 知明

日本プライマリ・ケア連合学会副理事長／医療法人社団家族
の森多摩ファミリークリニック院長

大橋 博樹

九州大学名誉教授尾形 裕也

公益社団法人全日本病院協会副会長織田 正道

一般社団法人未来研究所臥龍代表理事/ 兵庫県立大学大学院特任教授香取 照幸

日本医師会生涯教育・専門医の仕組み運営委員会センター長釜萢 敏

健康保険組合連合会専務理事河本 滋史

公益社団法人日本医師会常任理事城守 国斗

慶應義塾大学経済学部教授土居 丈朗

自治医科大学学長永井 良三

秋田大学大学院医学系研究科医学教育学講座教授長谷川 仁志

新潟県在宅医療推進センター基幹センター コーディネーター服部 美加

認定NPO法人ささえあい医療人権センターCOML理事長山口 育子

公益社団法人日本看護協会常任理事吉川 久美子

慶應義塾大学大学院法務研究科教授磯部 哲

一般社団法人日本病院会副会長大道 道大

九州大学名誉教授尾形 裕也

アンダーソン・毛利・友常法律事務所 弁護士木川 和広

東京大学名誉教授桐野 髙明

公益社団法人日本医師会常任理事黒瀨 巌

健康保険組合連合会参与幸野 庄司

一般社団法人日本医療法人協会副会長小森 直之

日本労働組合総連合会生活福祉局部長鈴鹿 麻菜

公益社団法人日本歯科医師会常務理事寺島 多実子

認定NPO法人消費者機構日本理事福長 恵子

フリージャーナリスト/医学ジャーナリスト協会幹事三浦 直美

公益社団法人日本精神科病院協会副会長森 隆夫

栃木県保健福祉部医療政策課長谷田部 貴

認定NPO法人ささえあい医療人権センターCOML理事長山口 育子

(既設の検討会を改編)
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10⽉〜R５

４⽉R６

夏頃

４⽉〜R７

・かかりつけ医機能について住民・患者に情報提供すべき項目

かかりつけ医機能が発揮される制度整備の施⾏に向けた検討スケジュール

（医療機能情報提供制度）
・情報提供項目を分かりやすく伝える方法
・対象者別の情報提供のあり方

・左記の検討状況を踏まえて、かかりつけ医機能に関
する情報提供項目等について見直し

など

全国システム施行（４月１日）

医療機能情報提供制度・医療広告等に関する分科会

かかりつけ医機能関係施行
（４月１日）

自治体向けガイドライン策定・公表

（改正法に基づく省令・
告示改正、かかりつけ
医機能報告システム構
築に向けた準備等）

地域の協議の場に関する
自治体向けガイドライン
の検討 など

国民・患者に対するかかりつけ医機能をはじめとする医療情報の提供等に関する検討会（新設）

情報提供項目改修

・かかりつけ医機能報告に位置づける機能の基本的な
考え方

・省令等の具体的内容
など

かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会（新設）
(既設の検討会を改編)
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現在、外来を含めた医療の提供体制は現存していて、実際に動いているわけで
す。この動いている提供体制というものは、急に何か制度を変えて、動きを変えるこ
とができるかというと、医療制度というのは可変するのは非常に難しく、さらには一
度変わってしまいますと元に戻すのになかなか時間がかかるという特殊な制度に
なっています。ですので、現在動いている医療提供体制が破壊されるような制度設
計ということになりますと、この検討は外来の医療提供体制をよりよくしていこうとい
うことが目的でありましょうから、そういう意味においては何をしているのかということ
にもなりかねないので、まずはそういう視点で検討をしていただきたい。

先ほど全体的な絵をしっかりと描くということの御発言もありました。確かにそれは
重要なのですけれども、先ほども申しましたように、白地に絵を描くのではなくて、実
際に描かれた絵をいかに機動的に、より効果的にきれいな絵に仕上げていくのかと
いう作業が現実的には必要になりますから、そういう視点をまずしっかりと持って議
論していただきたい。

138

現在動いている医療提供体制を破壊するのではなく整備させる

第１回国民・患者に対するかかりつけ医機能をはじめとする医療情報の提供等に関する検討会（10月13日開催）における日本医師会の発言

白紙からではなく既にある現状を変える・発展させるイメージ

139

国民、患者さんの日常の中に既に医療が
あり、白紙のキャンバスに、理想の絵を描
いても、うまくいかない

例えばビルを建てる場合、何もない更地の
状態からでも建築することが可能

社会保障である医療は、国民、患者さん
の現状を踏まえて、時代に即してよりよい
ものに変えていく



そのときにポイントになるのは、現存している医療資源を最大限生かしていくとい
う姿勢であろうと思います。その中で、特に人口の動態というものを踏まえますと、
高齢者の医療をしっかり確保できることが必要になります。そうしますと、先にも申し
ましたように、多くの医療機関が積極的に参画できる体制整備がなされなければ、
これはうまく機能しないであろうと思います。

これから議論されるかかりつけ医機能報告の内容はそちらの分科会でしっかりと
議論していただくことになりますが、この報告をより多くの医療機関がすることによっ
て、現在の外来医療の提供体制がどうなっているのかが見える化されてきます。見
える化されるとともに、どこが弱点になっているのかというところも明確になってきま
す。ですから、これは非常にいいツールになるということになりますので、そういう意
味では、不足する医療の提供体制を改善していくツールにもなります。結果的には、
それをすることによって、その地域においてのかかりつけ医機能がより発揮される
制度整備になるという、国の方針にも合致する形になると思います。

140第１回国民・患者に対するかかりつけ医機能をはじめとする医療情報の提供等に関する検討会（10月13日開催）における日本医師会の発言

不足する医療の提供体制を改善していくツール

基本的に制度を議論して、これから構築していくことになろうと思いま
すけれども、あまり厳格な制度設計にして、厳しい基準等の要件を課す
ということになると、この制度は患者さん、そして医療機関の手挙げが
基本になるはずですので、医療機関、特に実際に現在かかりつけ医機
能を担っている医療機関が手挙げできなくなる形になるような制度設計
は逆効果になります。

一体何のためにこの制度をつくっているのかということになりますから、
多くの医療機関が積極的に参加できるような報告制度になるほうがよろ
しいのではないかなと思いますので、そういう視点を持ってしっかりと議
論していただければなと思っております。

141

多くの医療機関が積極的に参加できるような報告制度

第１回国民・患者に対するかかりつけ医機能をはじめとする医療情報の提供等に関する検討会（10月13日開催）における日本医師会の発言



５．医薬品の安定供給

142

骨太の方針2023 医薬品の安定供給確保（抜粋）

143（出典）「経済財政運営と改革の基本方針2023 加速する新しい資本主義～未来への投資の拡大と構造的賃上げの実現～」（令和5年6月16日閣議決定）39頁

262 小中学校現場での献血推進活動を含む。
263 輸血用血液製剤及びグロブリン製剤、フィブリノゲン製剤等血漿分画製剤。

「経済財政運営と改革の基本方針2023」（令和5年6月16日閣議決定）

大麻に関する制度を見直し、大麻由来医薬品の利用等に向けた必要
な環境整備を行うほか、ＯＴＣ医薬品・ＯＴＣ検査薬の拡大に向けた検
討等によるセルフメディケーションの推進、バイオシミラーの使用促進
等、医療上の必要性を踏まえた後発医薬品を始めとする医薬品の安定
供給確保、後発医薬品の産業構造の見直し、プログラム医療機器の実
用化促進に向けた承認審査体制の強化を図る。また、総合的な認知症
施策を進める中で、認知症治療の研究開発を推進する。献血への理解
を深める262とともに、血液製剤263の国内自給、安定的な確保及び適正
な使用の推進を図る。



製薬関係全体のメーカーの行政処分
（岡見化学、廣貫堂、辰巳化学等）

2019 2020 2021 2022 2023

（多品種少量製造が問題なのではないが）日医工の200品目同時多発の
限定出荷等により、急激な増産体制が難しい点

委受託完全分離になって、どこで製造しているか、
製造のキャパシティがあるのかが不明となっている点

新型コロナ感染拡大による
諸外国ロックダウンに伴う原薬入手問題

新型コロナ感染拡大による「解熱鎮痛剤」の買い占めの問題

ウクライナ情勢による「エネルギー問題」
によるヨーロッパからの供給不安の問題

日立物流センター火災に伴う影響
（大原薬品、日本GE）

品質
問題

業界
構造
全般

コロナ
関連

その他

販売承認書と製造実態の齟齬「自主点検」によって新たに発覚した問題
（長生堂・富士製薬工業・共和薬品等）

小林化工・日医工問題に端を発した「製造管理・品質管理」に起因する問題

GEに関しては、「共同開発」「バイイングパワー」による問題

144

「供給不安」の事象の変遷

（出典）日医on-line「医薬品の安定供給問題について」（令和5年4月26日日本医師会定例記者会見）資料2頁

供給不安

採算性の低下
薬価の引き下げ
原薬価格の上昇

トレーサビリ
ティーの問題・

情報開示

負の連鎖
業界の構造共同開発

委受託完全分離
多品種少量生産

原薬・原材料
特定国への依存

戦争・紛争
災害・事故

日本独自の
品質要求

内的要因

外的要因

国の関与不足

地政学リスク

薬事規制の
国際整合化

複数の国に
製造工程

キャパシティ不足

145

医薬品の安定供給問題

（出典）日医on-line「医薬品の安定供給問題について」（令和5年4月26日日本医師会定例記者会見）資料3頁
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その他の医薬品後発品先発品総計2022年8⽉末
調査結果 構成⽐品⽬数構成⽐品⽬数構成⽐品⽬数構成⽐品⽬数

88.1%92959.0%5,48493.6%4,38971.8%10,802通常出荷
4.7%5010.7%9971.1%527.3%1,099出荷停⽌
2.7%296.2%5781.2%584.4%665⾃社事情限

定
出
荷

4.2%4422.1%2,0583.4%15915.0%2,261他社品の影響
0.3%31.9%1750.7%311.4%209その他
7.2%7630.3%2,8115.3%24820.8%3,135⼩計

11.9%12641.0%3,8086.4%30028.2%4,234出荷停⽌・限定出荷
⼩計

100.0%1,055100.0%9,292100.0%4,689100.0%15,036合計

5.1%4929.4%2,8904.4%20420.4%3,143⽋品・出荷停⽌、
出荷調整 ⼩計

《参考（昨年（2021年8⽉末時点）の調査結果（⼀部抜粋））》
※ 出荷停⽌1,099品⽬のうち、7社683品⽬は⾏政処分を受けた会社によるもの

【カテゴリー別︓限定出荷と出荷量について】
合計出荷量⽀障（Ｃ)出荷量減少（Ｂ)通常出荷量（Ａ)

100.0%2489.7%2410.9%2779.4%197先発品
100.0%2,8119.5%26613.1%36977.4%2,176後発品
100.0%763.9%311.8%984.2%64その他の医薬品
100.0%3,1359.3%29312.9%40577.7%2,437合計

※ 通常出荷量（Ａ）︓100%以上の出荷量 出荷量減少（Ｂ）︓80%以上、100%未満の出荷量 出荷量⽀障（Ｃ）︓80%未満の出荷量

【カテゴリー別︓「出荷停⽌」、「限定出荷」の構成⽐】
限定出荷出荷停⽌2022年8⽉末

調査結果 構成⽐品⽬数構成⽐品⽬数
7.9%2484.7%52先発品
89.7%2,81190.7%997後発品
2.4%764.6%50その他の医薬品

100.0%3,135100.0%1,099総計

【カテゴリー別︓
限定出荷の要因（⾃社事情、他社品の影響）分析】

限定出荷2022年8⽉末
調査結果 合計その他他社品の影響⾃社事情

7.9%24814.8%317.0%1598.7%58
先発品

100.0%12.5%64.1%23.4%
89.7%2,81183.7%17591.0%2,05886.9%578

後発品
100.0%6.2%73.2%20.6%

2.4%761.5%32.0%444.4%29その他の
医薬品 100.0%3.9%57.9%38.2%

100.0%3,135100.0%209100.0%2,261100.0%665
合計

100.0%6.7%72.1%21.2%

2022年12⽉5⽇ ⽇薬連安定確保委員会「安定供給の確保に関するアンケート結果について」より抜粋

第7回医療⽤医薬品の安定確保策に関する関係者会議（令和4年3⽉17⽇）資料を基にレイアウトを編集

〇 全体の28.2％、後発品では41.0％で出荷停⽌、限定出荷が発⽣。

【全体概要】
安定供給確保に関するアンケート調査概要（2022年8⽉末時点） -結果の概況- n= (223社、15,036品⽬)

医薬品の 「⽋品 ・ 出荷停⽌」 「限定出荷」 の状況 中医協 薬－１
４ ． １ ２ ． ９
中医協 薬－１
４ ． １ ２ ． ９

医療用医薬品不足の現状と問題点について～緊急アンケート集計結果（速報）～

147（出所）日本医師会記者会見「医療用医薬品不足の現状と問題点について～緊急アンケート集計結果（速報）～」（令和5年10月6日）
<https://www.med.or.jp/nichiionline/article/011364.html>

宮川政昭常任理事は、10月6日に記者会見を行い、日本医師会が緊急で行った「医薬品供給

不足 緊急アンケート」結果（速報）の概要、並びに、日本製薬団体連合会が行っている「医薬品
供給状況にかかる調査」結果との比較分析の説明を行った。医薬品製造企業と実際の医療現場
で実態が異なる部分があるとして、その改善を求めるとともに、長期にわたる医薬品不足問題が
なかなか解決されないことに懸念を示し、「真摯に向き合って問題点を明らかにし、国だけではな
く、医療関係業界も一緒になって対策を考えていかなければならない」と強調した。

最後に、宮川常任理事は、「薬の適正使用や生産体制の確保の検討は今後非常に重要な課
題となる」とした上で、「平時だけではなく、感染症まん延時や災害などの有事の際にも、状況に合
わせた供給体制や生産体制を確立しておくべき」とした他、 「供給不足は後発医薬品だけの問題

（中略）

ではない」として、国や産業界等が一丸となって考えていくことを
要請。一方、坂巻教授は「供給不足はさまざまな要因が絡んで起
きていることの認識」とともに、「問題に対して適切で迅速な政策
対応を行うこと」が必要とした他、医薬品の出荷の状況に関しては、
「企業の出荷情報だけではなく、医療現場の供給情報についても
定期的に調査する必要がある」とした。



内注外区分 医薬品名 件数 薬効分類名
1 内⽤薬 メジコン錠１５ｍｇ 600 鎮咳剤
2 注射薬 トルリシティ⽪下注０．７５ｍｇアテオス 241 その他のホルモン剤（抗ホルモン剤を含む。）
3 内⽤薬 オーグメンチン配合錠２５０ＲＳ 223 主としてグラム陽性・陰性菌に作⽤するもの
4 内⽤薬 ＰＬ配合顆粒 215 総合感冒剤
5 内⽤薬 フスコデ配合錠 205 鎮咳剤
6 内⽤薬 アストミン錠１０ｍｇ 199 鎮咳剤
7 内⽤薬 アスベリン錠２０ 190 鎮咳去たん剤
8 内⽤薬 ムコダイン錠２５０ｍｇ 184 去たん剤
9 内⽤薬 カロナール錠２００ 157 解熱鎮痛消炎剤
10 内⽤薬 トランサミン錠２５０ｍｇ 157 ⽌⾎剤
11 内⽤薬 カロナール細粒２０％ 151 解熱鎮痛消炎剤
12 内⽤薬 ムコダイン錠５００ｍｇ 151 去たん剤
13 内⽤薬 フスタゾール糖⾐錠１０ｍｇ 131 鎮咳剤
14 内⽤薬 アダラートＣＲ錠２０ｍｇ 128 ⾎管拡張剤
15 内⽤薬 ブスコパン錠１０ｍｇ 109 鎮けい剤
16 内⽤薬 アスベリン錠１０ 106 鎮咳去たん剤
17 内⽤薬 セレスタミン配合錠 102 副腎ホルモン剤
18 内⽤薬 カフコデＮ配合錠 98 鎮咳剤
19 内⽤薬 クエン酸第⼀鉄Ｎａ錠５０ｍｇ「サワイ」 92 無機質製剤
20 内⽤薬 シナール配合錠 91 混合ビタミン剤（ビタミンＡ・Ｄ混合製剤を除く。）
21 内⽤薬 ピーエイ配合錠 91 総合感冒剤
22 内⽤薬 カルボシステイン錠２５０ｍｇ「サワイ」 87 去たん剤
23 内⽤薬 カルボシステイン錠５００ｍｇ「サワイ」 83 去たん剤
24 内⽤薬 ＳＧ配合顆粒 81 解熱鎮痛消炎剤
25 内⽤薬 トリプタノール錠１０ 81 精神神経⽤剤
26 内⽤薬 レスプレン錠２０ｍｇ 77 鎮咳去たん剤
27 内⽤薬 アスベリン散１０％ 74 鎮咳去たん剤
28 内⽤薬 フロモックス錠１００ｍｇ 72 主としてグラム陽性・陰性菌に作⽤するもの
29 内⽤薬 ムコソルバン錠１５ｍｇ 72 去たん剤
30 内⽤薬 カルボシステイン錠２５０ｍｇ「ＪＧ」 71 去たん剤

【院内処方】入手困難な医薬品名一覧（2096品目の上位30品目抜粋）

（参考）日本医師会記者会見「医療用医薬品不足の現状と問題点について～緊急アンケート集計結果（速報）～」（令和5年10月6日）
<https://www.med.or.jp/nichiionline/article/011364.html>
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内注外区分 医薬品名 件数 薬効分類名
1 内⽤薬 メジコン錠１５ｍｇ 1304 鎮咳剤
2 内⽤薬 アスベリン錠２０ 687 鎮咳去たん剤
3 内⽤薬 フスコデ配合錠 531 鎮咳剤
4 注射薬 トルリシティ⽪下注０．７５ｍｇアテオス 464 その他のホルモン剤（抗ホルモン剤を含む。）
5 内⽤薬 アストミン錠１０ｍｇ 458 鎮咳剤
6 内⽤薬 ムコダイン錠５００ｍｇ 399 去たん剤
7 内⽤薬 ムコダイン錠２５０ｍｇ 347 去たん剤
8 内⽤薬 アスベリン錠１０ 290 鎮咳去たん剤
9 内⽤薬 トリプタノール錠１０ 238 精神神経⽤剤
10 内⽤薬 フスタゾール糖⾐錠１０ｍｇ 214 鎮咳剤
11 内⽤薬 オーグメンチン配合錠２５０ＲＳ 208 主としてグラム陽性・陰性菌に作⽤するもの
12 内⽤薬 レスプレン錠２０ｍｇ 201 鎮咳去たん剤
13 内⽤薬 ＰＬ配合顆粒 193 総合感冒剤
14 内⽤薬 カロナール細粒２０％ 189 解熱鎮痛消炎剤
15 内⽤薬 カフコデＮ配合錠 181 鎮咳剤
16 内⽤薬 クラバモックス⼩児⽤配合ドライシロップ 173 主としてグラム陽性・陰性菌に作⽤するもの
17 内⽤薬 レスプレン錠３０ｍｇ 172 鎮咳去たん剤
18 内⽤薬 アスベリン散１０％ 161 鎮咳去たん剤
19 内⽤薬 トランサミン錠２５０ｍｇ 160 ⽌⾎剤
20 内⽤薬 ワイドシリン細粒２０％ 140 主としてグラム陽性・陰性菌に作⽤するもの
21 内⽤薬 カロナール錠２００ 132 解熱鎮痛消炎剤
22 内⽤薬 ピーエイ配合錠 131 総合感冒剤
23 内⽤薬 カルボシステイン錠５００ｍｇ「サワイ」 115 去たん剤
24 内⽤薬 ツムラ芍薬⽢草湯エキス顆粒（医療⽤） 115 漢⽅製剤
25 内⽤薬 フロモックス錠１００ｍｇ 115 主としてグラム陽性・陰性菌に作⽤するもの
26 注射薬 オゼンピック⽪下注２ｍｇ 111 その他のホルモン剤（抗ホルモン剤を含む。）
27 内⽤薬 メイアクトＭＳ錠１００ｍｇ 110 主としてグラム陽性・陰性菌に作⽤するもの
28 内⽤薬 メイアクトＭＳ⼩児⽤細粒１０％ 109 主としてグラム陽性・陰性菌に作⽤するもの
29 内⽤薬 ツムラ葛根湯エキス顆粒（医療⽤） 104 漢⽅製剤
30 外⽤薬 ホクナリンテープ１ｍｇ 103 気管⽀拡張剤

【院外処方】入手困難な医薬品名一覧（1489品目の上位30品目抜粋）

（参考）日本医師会記者会見「医療用医薬品不足の現状と問題点について～緊急アンケート集計結果（速報）～」（令和5年10月6日）
<https://www.med.or.jp/nichiionline/article/011364.html>
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医薬品入手の「常識が揺らいだ」

 医薬品はいつでも手に入り、安く買えて当たり前という常識が揺らいだ。

 国際情勢次第では、原料・原薬の供給も危うくなる。

 医薬品の不正製造から供給問題を起こした後発医薬品業界には、政府と
して看過せず、再編やビジネスモデルの変革を促すような政策提案を国が
まとめていかなければならない。

 今の医薬品企業には自助努力で改革する余力がない。

 急に変革を求めたら、企業がつぶれ、医薬品供給がさらに深刻化する恐れ
があると躊躇してはいけない。

（出所）日本医師会記者会見「医療用医薬品不足の現状と問題点について～緊急アンケート集計結果（速報）～」（令和5年10月6日）39頁
<https://www.med.or.jp/dl-med/teireikaiken/20231006_1.pdf>
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医療用医薬品不足の問題点のまとめ①

産業構造上の課題

 後発医薬品の産業構造上の課題である。

 先発からの置き換え率が80％に達し、これまでのような市場拡大を見込め
ない中で、後発医薬品の安定供給や品質を確保する観点から、今後の産業
のあるべき姿を政府が示すべきである。

 共同開発で後発医薬品市場に参入しやすくなり、製造を委託し、販売だけ
行う企業が増えたことで、少量多品種生産と過当競争の状態が生じ不安定
な産業構造になった。

 品質や安定供給の確保が可能な企業が、より評価される仕組みも検討す
べきである。

 品質や安定供給の確保が可能な企業だけが参入できる仕組みにし、再編
統合の促進策も検討すべきである。

151（出所）日本医師会記者会見「医療用医薬品不足の現状と問題点について～緊急アンケート集計結果（速報）～」（令和5年10月6日）40頁
<https://www.med.or.jp/dl-med/teireikaiken/20231006_1.pdf>

医療用医薬品不足の問題点のまとめ②



 医薬品の価値やコストを度外視した薬価引き下げが繰り返される問題は注
視しなければならない。

 大型チェーン薬局や価格交渉代行業者が、薬局の利益を追求するビジネ
スモデルは従来とは異なる「新たな薬価差問題」として問題は大きい。

 価格交渉代行業者が過剰な値下げを求め、成功報酬として公的財源が使
われることについて是正を図るべきであろう。

152（出所）日本医師会記者会見「医療用医薬品不足の現状と問題点について～緊急アンケート集計結果（速報）～」（令和5年10月6日）41頁
<https://www.med.or.jp/dl-med/teireikaiken/20231006_1.pdf>

医療用医薬品不足の問題点のまとめ③

バイイングパワー

骨太の方針2023 長期収載品等の自己負担の在り方の見直し（抜粋）

153
（出典）「経済財政運営と改革の基本方針2023 加速する新しい資本主義～未来への投資の拡大と構造的賃上げの実現～」（令和5年6月16日閣議決定）38・39頁

258 「全ゲノム解析等実行計画2022」（令和４年９月30日厚生労働省）。
259 マルチオミックス（網羅的な生体分子についての情報）解析の結果と臨床情報を含む。
260 ＧＤＰに占める日本の医薬品等の支出は他の先進国よりも高い一方、世界の医療用医薬品の販売額における日本国内の販売額のシェアは低下しており、こうした状況の中で国民負担の軽減とイノ

ベーションの推進を両立する観点から、中長期的な薬剤費の在り方の議論も含めて、取組を進める必要がある。
261 後発医薬品への置換えは数量ベースで約８割に達しようとしているが、金額ベースでは約４割と諸外国と比較しても低い水準。

「経済財政運営と改革の基本方針2023」（令和5年6月16日閣議決定）

創薬力強化に向けて、革新的な医薬品、医療機器、再生医療等製品の開発強化、研
究開発型のビジネスモデルへの転換促進等を行うため、保険収載時を始めとするイノ
ベーションの適切な評価などの更なる薬価上の措置、全ゲノム解析等に係る計画258の推
進を通じた情報基盤259の整備や患者への還元等の解析結果の利活用に係る体制整備、
大学発を含むスタートアップへの伴走支援、臨床開発・薬事規制調和に向けたアジア拠
点の強化、国際共同治験に参加するための日本人データの要否の整理、小児用・希少
疾病用等の未承認薬の解消に向けた薬事上の措置と承認審査体制の強化等を推進す
る。これらにより、ドラッグラグ・ドラッグロスの問題に対応する。さらに、新規モダリティへ
の投資や国際展開を推進するため、政府全体の司令塔機能の下で、総合的な戦略を作
成する。医療保険財政の中で、こうしたイノベーションを推進するため260、長期収載品261

等の自己負担の在り方の見直し、検討を進める。
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薬剤費 10.1兆円

長期収載品の自己負担の在り方の見直し、検討
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• 全ゲノム解析等に係る計画の推進を通じた
情報基盤の整備

• 大学発を含むスタートアップへの伴走支援
• アジア拠点の強化
• 国際共同治験
• 小児用・希少疾病用等の未承認薬の解消

• 革新的な医薬品、医療機器、再生医療等製
品の開発強化

• イノベーションの適切な評価などの更なる薬
価上の措置

政府全体の司令塔機能の下で作成された総合的な戦略

（出所）厚生労働省「令和元（2019）年度国民医療費の概況 結果の概要」1頁、厚生労働省「医薬品の迅速・安定供給実現に向けた総合対策に
関する有識者検討会 報告書 参考資料」7頁、「経済財政運営と改革の基本方針2023」（令和5年6月16日閣議決定）38・39頁を基に作成

総費用（兆円）品目数*種別

2.9約600新創品

3.2約1,800新創品以外の先発品

1.8約1,700長期収載品

1.6約10,500後発品

0.6約4,700その他品目

*品目数は2022年9月薬価調査時点のもの

見直し
検討

*国民医療費と薬剤費は2019年の金額

国民医療費 44.4兆円 いわゆる技術料 34.3兆円

155
（出所） 厚生労働省 社会保障審議会医療保険部会（令和5年11月9日開催）資料2「「経済財政運営と改革の基本方針2023」等関連事項について」3頁に一部加筆



156
（出所） 厚生労働省 社会保障審議会医療保険部会（令和5年11月9日開催）資料2「「経済財政運営と改革の基本方針2023」等関連事項について」4頁に一部加筆

６．医療界におけるDX

157
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日本医師会の医療ＤＸに対する基本姿勢

●日本医師会では、これまで、医療DXに対する基本姿勢として、下記の趣旨を、国の医療DX関連の会議

等で主張してまいりましたが、今後も、主張を続けてまいります。

 スピード感は重要だが、拙速に進めて、医療提供体制に混乱・支障が生じてはいけない。

 医療は生命・健康に直結するので、医療DXにおいて、国民・医療者を誰一人取り残してはならない。

 国として、医療機関のサイバーセキュリティ対策、業務・費用負担軽減等重要施策を実施すべきである。

 現場のシステム導入や維持、それに伴い必要となるセキュリティ対策にかかる費用は、本来、国が全額

負担すべきである。
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マイナンバー情報総点検本部

159

●マイナンバーの紐付けに誤りのある事案が複数発生していることを踏まえ、デジタル庁
を中心として、関係府省と連携して政府全体で総点検と再発防止を強力に推進するた
めに設置（本部長：デジタル大臣）。

◆第１回（令和５年６月２１日開催）の概要
岸田総理大臣が、３つの基本方針

１．関連するデータやシステムの総点検
２．今後、新たな誤りが生じないようにするための仕組みづくり
３．国民の不安払拭のための丁寧な対応

に基づく、更なる対策強化を指示。

◆第２回（令和５年８月８日開催）の概要
総点検の「中間報告」にあわせ、「マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会」*の「最終

とりまとめ」の内容も踏まえ、今後の再発防止対策と国民の信頼回復に向けた対応を、「マイナンバー制
度及びマイナンバーカードに関する政策パッケージ」としてとりまとめ。

*デジタル、総務、厚生労働の３大臣による構成の検討会。具体的な内容は、その下に設置された専門家WG（三師会、
保険者などで構成）で検討された。
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３．その他
２．登録データの
正確性の確保

１．マイナ保険証を
保有しない方への対応等

○医療機関のトラブルへの対応

・適切な自己負担割合で受診できるよう取扱いを明確化

・データ登録状況を通知する仕組みの構築

・カードリーダーの読み取り時のトラブルなどの改善

○被保険者番号等のお知らせ

・保険証の廃止に伴い、氏名、被保険者番号等を記載し

た資格通知を送付

○高齢者施設等での取扱の整理

・施設等でカードの管理についてマニュアルを作成（８月

上旬公表）

○修学旅行時の資格確認

・マイナポータルのプリントアウトや資格通知のコピーの

提示が考えられることを周知

○訪問診療・訪問看護、柔道整復、あん摩はり

きゅうでのオンライン資格確認の実施

○新規データ取得時

・資格取得届へのマイナンバーの記載義務を明確化（6/1

より）

・やむをえずJ-LIS照会でマイナンバーを取得する際には、

漢字、カナ氏名、生年月日、性別、住所により照会（6/1

より）

○登録済みデータの総点検

・全保険者で、事務処理方法を点検し、本来とは異なる方

法で取得したデータが誤っていないか点検（8/8公表）

・登録済みデータ全体を対象にJ-LIS照会を行い、誤登録

の疑いがあるものは本人に送付する等により確認

○タイムラグ対策

・保険者は、事業主による届出から５日以内にデータを登

録（6/1より）

○資格確認書の活用

・当分の間、マイナ保険証を保有しない全ての方へ申請

によらず交付

・マイナ保険証を保有していても申請により資格確認書が

交付された要配慮者等について、継続的に必要と見込

まれる場合には、更新時に申請によらず交付

・有効期間は、５年以内で保険者が設定

・様式も、サイズや材質など、現行の実務・システムを活

用

○発行済みの保険証の経過措置

・最大１年間有効であり、国保等の保険者で、今後発行す

る保険証の有効期間の設定等において適切に対応

○ご自身で選べる仕組み

・マイナ保険証の利用登録解除を任意でできるよう、シス

テム改修

*「マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会・最終とりまとめ」 の参考資料（R.5.8.8）より作成

マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会最終とりまとめ（令和5年8月8日）
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3.国民の信頼回復に向けた対応2.再発防止対策
1.総点検に関する

中間報告

①健康保険証との一体化への移行のあり方
・資格確認書の交付と利用方法

②マイナンバーカード取得の円滑化
・国民のニーズに対応したカード取得に向けた環境整備(特急発行・交付の仕組みの構築、

福祉施設・支援団体向けのマイナンバーカードの取得・管理にかかるマニュアルの策定、

暗証番号の設定が不要なカードの交付、郵便局窓口を活用した申請の実施など)

③マイナ保険証の利用の促進

・マイナ保険証を実際に使ってもらうための広報・促進策

④マイナ保険証のデジタル環境の整備
・マイナ保険証のスマホ搭載の推進

・電子処方箋の普及

・次期マイナンバーカードへの移行

・病院の読み取り機の増設及び読み取り精度の向上

⑤マイナ保険証のメリットを実感いただける実効的な仕組みづくり
・過去の健康・医療データに基づいたより質の高い医療の推進

・多剤重複投薬・併用禁忌の防止

・転職時・転居時等の保険証の切り替えや更新が不要化

・低い窓口負担

・電子処方箋の普及（再掲）

①マイナンバー登録事務に関する

横断的ルールの策定
・各種申請時におけるマイナンバーの記

載の義務化

・マイナンバー登録に係る事務に関する

横断的なガイドラインの策定と徹底

②マイナンバーの照会方法の改善
・J-LISにマイナンバーを照会する場合に

は、原則4情報での照会

③マイナンバー登録事務のデジタ

ル化
・マイナンバーカードからマイナンバーを

取得し、人手を介さずに登録を行うこと

が出来る仕組み作りの実施と普及

①調査の結果、個別データ総点検

を行うべき業務及び対象機関

②マイナンバーの紐付け方法に係

る業務実態の調査結果

③個別データ総点検の実施方法等
・誤った紐付けの修正

・情報漏洩の有無に関する調査

④総点検実施機関への支援

⑤マイナポータルを活用した確認

の推進
・自身の情報が誤っていないかどうか、マ

イナポータルで確認

*「第２回マイナンバー情報総点検本部」（R.5.8.8）資料２より作成

マイナンバー制度及びマイナンバーカードに関する政策パッケージ（令和5年8月8日）
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「第２回マイナンバー情報総点検本部」（R.5.8.8）資料２より抜粋

資格確認書（令和６年秋の健康保険証廃止以降の取り扱い）
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〇原則、本⼈の申請に基づき交付
※現在は、加⼊者全員に保険証を交付

〇要介護⾼齢者、障害者等の要配慮者が⽀援者
による⽀援を受けて受診する際、
マイナ保険証での受診が難しい場合がある

〇当分の間、マイナ保険証を保有していない⽅全てに
申請によらず交付
⇒加⼊者全員にマイナ保険証⼜は資格確認書を交付

〇マイナ保険証を保有していても申請により資格確認書
が交付された要配慮者について、継続的に必要と
⾒込まれる場合には、更新時に申請によらず交付

〇⼀度登録した後も、マイナ保険証の利⽤登録の
解除を可能とし、資格確認書を交付

対
象
者
・
交
付
⽅
法

〇１年間を上限
・保険者の実務への影響⼤（現⾏の保険証）

被⽤者保険︓原則有効期間なし
地域保険 ︓２年の保険者もあり

・被保険者の更新⼿続き負担⼤
（要介護⾼齢者、障害者含め毎年⼿続発⽣）

〇現⾏の保険証の発⾏実務等（被⽤者保険の平均加⼊
期間等）を踏まえつつ、不正使⽤等を防⽌

⇒５年以内で保険者が設定（更新あり）

〇様式も、現⾏の実務・システムを活⽤
⇒ サイズ︓カード型（はがき型を含む）

材質 ︓紙、プラスチック
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●健康保険証の廃止に伴い、マイナ保険証の保有
者がご自身の被保険者資格等を簡易に把握でき
るよう、新規資格取得時や負担割合の変更時（70
歳以上（後期高齢者医療制度は障害を有する65 
歳以上の被保険者を含む。）のみ）等に、氏名、被
保険者等記号・番号・枝番、保険者番号・保険者
名、負担割合等を記載した資格情報のお知らせを
交付する。

●当該お知らせについては、容易に携帯して利用が
できるような工夫をし、マイナ保険証と一体で携帯
することで、オンライン資格確認の義務化対象外
の医療機関等も受診しやすくなると考えられる。

●A4サイズの当該お知らせの右下に、カードサイズ
に切り離せるように資格情報を記載することが想
定されている。 ※負担割合は、被用者保険において別途、高齢受給者証で示す場合は省略可能。

※オンライン資格確認等システムへのデータ登録状況を記載することも検討。

*「マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会・最終とりまとめ」 より作成

資格通知（保険者番号等の資格情報のお知らせ）
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●病院における顔認証付カードリーダー端末の増設を図ることとし、そのための支援を行う。

 「国民の信頼回復に向けた対応」の一環として、先に行われた岸田総理の病院視察における現場の声を
踏まえ、「病院の読み取り機の増設」が掲げられている。

 そのために必要な予算について、今後、厚労省が財務省に調整を図っていくとのこと。

 病院のみならず、受付が複数ある診療所なども支援が受けられるよう、日医からも要望していく。

●顔認証付きカードリーダーの読み取り精度の向上等、UX*の改善を図る。
*ユーザーエクスペリエンス：製品やサービスに接触するユーザー体験

 現在、顔認証付きカードリーダーの顔認証の精度向上等に向けて、厚生労働省から各カードリーダーメー
カーに対して対応を要請中。

 各カードリーダーメーカーにおいては、８月以降順次必要な改善対応が図られる見込みとのこと。

 引き続き、日医からも、相談窓口に寄せられた不具合事例などを厚生労働省を通じて、各メーカーに届け
ていく。

●は「マイナンバー制度及びマイナンバーカードに関する政策パッケージ」（R.5.8.8）における記載

病院におけるカードリーダー増設とカードリーダーの読み取り精度の向上
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マイナンバーカードによる保険証の活用について

165

*令和5年8月9日日本医師会定例記者会見より

（出所）日医on-line「マイナンバーカードによる保険証の活用について」（令和5年8月9日日本医師会定例記者会見）<https://www.med.or.jp/nichiionline/article/011287.html>

○医療DXは、日本医師会の目指す「国民・患者の皆様への安心・安全でより質の高い医療提供」と「医療
現場の負担軽減」の実現に資するものであり、全面的に協力してまいりました。

○マイナンバーカードと保険証の一体化については、紐づけ誤りなどのトラブルで生じている国民・患者の
不安払しょくのため、資格確認書が必要とされる全員に、確実かつ迅速に交付される必要があるなどと
申し上げてきました。

○令和5年8月4日の総理会見で、総理がマイナ保険証を保有していない方に一律に資格確認書を発行す
ること、その有効期間も最長５年に見直すことを発表されたことは、8月8日に発表された「総点検」の中
間報告や再発防止と国民の不安払しょくのための政策パッケージと
あわせ、国民・患者の不安払しょくに向けて大きな前進であると理
解しています。

○政府に対しては、紐づけの総点検とその後の修正作業等を徹底し、
国民・患者の不安の一層の払しょくに努めることを期待いたします。
日本医師会としては、今後とも、会員や地域の医師会に丁寧に説
明し、マイナンバーカードによる保険証の活用に向けて、国民、患
者さんに選ばれ、医療提供への支障や医療現場における混乱が
生じない体制の実現に向けて理解と協力を得てまいります。
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令和5年9月29日 厚生労働省
第168回社会保障審議会医療保険部会
資料1「オンライン資格確認等について」48頁

（出所）厚生労働省 第168回社会保障審議会医療保険部会（令和５年９月２９日）資料1「オンライン資格確認等について」48頁に一部加筆
<https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/001150866.pdf>

薬局⻭科診療所医科診療所病院施設類型別運⽤開始状況
（全国）※2023/9/17時点 94.2%80.4%83.4%94.4%合計

ポストコロナ医療体制充実宣言

167（出所）厚生労働省「ポストコロナ医療体制充実宣言」（令和5年11月6日）

厳しい医療機関の経営状況が続いていた中で新型コロナウイルスの感染拡大が起こり、医療従事者はこの３年間、新型コロナウイルスに対応してきた。

この間、国民のご理解・ご協力も大きく、我が国における死亡者数は相対的に低く抑えられてきた。

一方で、著しい感染者の増加により、感染流行初期等において医療の逼迫を招いたことからも、医療提供体制において新興感染症への平時からの備えが必要であることが明らかとなった。

加えて、平時から感染症有事を通じて、切れ目なくより質の高い医療を提供する観点から、医療におけるデジタル・トランスフォーメーション（医療ＤＸ）が必要であることが明らかになった。

新型コロナウイルスの感染は継続している状況ではあるが、次の感染症拡大への備えを厚生労働省、医療界ともに先手先手で実施するため、下記についての取組を集中的に進めることを共同で宣言する。

＜新興感染症対応＞
新興感染症の発生に備え、いわゆるサージキャパシティの確保に向けて、現在、改正感染症法に基づき、新型コロナウイルス対応の最大規模の体制を目指して、医療機関等と都道府県が協定締結の協議を行っている。新型コロナ対応

を行った病院及び診療所は、協議の結果を踏まえ、病床確保や発熱外来を行う協定締結医療機関となり、新興感染症対応に参画する。

今後、厚生労働省は「デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和５年 11 月２日閣議決定）」等を通じた医療機関への支援策を確実に講じ、医療機関等は、個室病床、ゾーニング可能な病棟、簡易陰圧装置等の整備や個人防護具等
の備蓄、検査機能の維持や感染症対応人材の確保に取り組む。

こうした取組により、具体的には、令和６年４月までに策定される都道府県の予防計画・医療計画において、感染症の流行初期（発生公表から３か月程度）の体制として、全国で1.9 万床の確保病床、1500 機関の発熱外来等を確保し、そ
れ以降の体制として、全国で 5.1 万床の確保病床、4.2 万機関の発熱外来等を確保する。協定締結作業は令和６年９月を目途に完了する。

＜医療ＤＸの推進＞
新型コロナ対応の教訓も踏まえ、全国の医療機関・薬局・訪問看護ステーションで国民一人一人の診療情報等を全国的な規模で共有可能とする全国医療情報プラットフォームを構築するとともに、マイナ保険証の利用を促進することで、

感染症危機も含めて、全国いつどの医療機関等にかかっても、切れ目なくより質の高い医療を提供することを可能とする。

今後、「デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和５年11 月２日閣議決定）」等の内容も踏まえつつ、電子カルテ情報共有サービス（仮称）の構築、電子処方箋の活用・普及の推進、医療
機関におけるサイバーセキュリティの確保に取り組む。

こうした取組みにより、具体的には、電子カルテについて、医療機関間等での情報共有に必要となる標準化への対応を順次進める。厚生労働省は、FHIR 規格への対応について支援を行う
とともに、クラウドベースの標準型電子カルテの整備を行っていく。

電子処方箋等について、厚生労働省において、各施設の円滑な導入に向けた環境整備を行うとともに、医療機関・薬局において、できる限り速やかに導入するよう取り組む。公的病院にお
いては、可能な限り令和６年度の診療報酬改定に合わせて導入するよう厚生労働大臣より要請する。

サイバーセキュリティについて、厚生労働省が必要な支援を行いながら、医療機関等において、外部ネットワークとの接続の安全性検証やオフライン・バックアップの構築等を順次進める。
看護業務について、医療ＤＸの推進等により、効率化を図る。

以上
令和５年 11 月６日

厚生労働大臣 武見 敬三

公益社団法人日本医師会会長 松本 吉郎

公益社団法人日本歯科医師会会長 高橋 英登

公益社団法人日本薬剤師会会長 山本 信夫

公益社団法人日本看護協会会長 高橋 弘枝

一般社団法人日本病院会会長 相澤 孝夫

公益社団法人全日本病院協会会長 猪口 雄二

一般社団法人日本医療法人協会会長 加納 繁照

公益社団法人日本精神科病院協会会長 山崎 學

再掲



７．医師の働き方改革
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はじめに

医師の働き方改革は、
医師が、一般の労働者より長時間の労働が認められる代わりに、
様々な健康確保措置が図られることで成り立ちます

面接指導面接指導
連続勤務
時間制限
連続勤務
時間制限

勤務間
インターバル

勤務間
インターバル



週労働時間区分と割合＜病院・常勤勤務医＞
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診療科別の時間外・休日労働時間が年1,860時間超の医師の割合
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2008(Ｈ20)年度 [1年目]

2009(Ｈ21)年度 [2年目]

2010(Ｈ22)年度 [3年目]

2011(Ｈ23)年度 [4年目]

2012(Ｈ24)年度 [5年目]

2013(Ｈ25)年度 [6年目]

2015(Ｈ27)年度 [8年目]

勤務医の健康支援のための検討委員会※の設置

第1回 勤務医１万人アンケート調査の実施

⇒「勤務医の健康を守る病院7ヵ条」「医師が元気に働くための7ヵ条」

職場環境改善ワークショップをスタート(以後、全国展開）

「勤務医の労働時間ガイドラインのあり方について」作成

「勤務医の労務管理に関する分析・改善ツール」作成

「勤務医の労務管理に関する分析・改善ツール」の改訂

・第2回の勤務医全国アンケートの実施
・医療勤務環境改善支援センター業務のアンケート調査実施
・「勤務医の健康支援のための15のアクション」を作成

2014(Ｈ26)年度 [7年目]
医療勤務環境改善支援センター主催による
初めてのワークショップを開催（三重県）

改正医療法
の成立

関
係
省
庁
へ
の
働
き
か
け

医師の健康支援に関する日本医師会の取り組み

※勤務医の健康支援のための検討委員会
労基法に照らし合わせた働き方と現在の医療を支え患者を救っている働き方について、「現実的な擦り合わせ」を検討

することで、医師の過重労働を防ぎ、医師の健康と患者の安全、病院組織の健全な運営につなげることを目的として設置

日本医師会は、早い時期から医師の健康確保の必要性を発信しており、組織的な取
組を医師の働き方改革の検討が始まる10年以上前から継続的に実施しています。

172
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174

175

３つの重要課題に
しっかりと取り組む

日本医師会が考える医師の働き方改革の基本理念

日本医師会は、３つの重要な課題に取り組みます

医療・医学の質
の維持・向上

地域医療の
継続性

医師の
健康確保



７．医師の働き方改革

（１）医師の働き方改革の制度について【概要】

176

各水準について

年の上限時間長時間労働が必要な理由水準

960時間
（臨時的に長時間労働が必要な場合の原則的な

水準）
A水準

1,860時間地域医療の確保のためB水準

1,860時間
(各院では960時間)

地域医療の確保のため、派遣先の労働時間を通
算すると長時間労働となるため

連携B水準

1,860時間臨床研修・専攻医の研修のためC-1水準

1,860時間高度な技能の修得のためC-2水準

360時間
（例外７２０時間）ー(参考)一般則
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７．医師の働き方改革

（２）医療機関に求められる医師の働き方改革の取組のポイント

178

A水準を含む全ての水準に求められる対応

179

医師の労働時間の把握医師の労働時間の把握１１

面接指導実施体制の整備面接指導実施体制の整備２２

連続勤務時間制限・
勤務間インターバル規制等への対応
連続勤務時間制限・
勤務間インターバル規制等への対応

１

B・C水準にはさらに求められる対応



A水準を含む全ての水準に求められる対応

180

医師の労働時間の把握医師の労働時間の把握１１

面接指導実施体制の整備面接指導実施体制の整備２２

連続勤務時間制限・
勤務間インターバル規制等への対応
連続勤務時間制限・
勤務間インターバル規制等への対応

１

B・C水準にはさらに求められる対応

181

医師の労働時間の把握

副業・兼業副業・兼業
宿日直
許可
宿日直
許可

自己研鑽自己研鑽

医師の健康確保は、労働時間を適切に把握することから始まります



副業・兼業先の勤務予定と労働時間の把握

副業・兼業を行う医師については、

「自院での労働時間」と医師からの自己申告等により把握した「副業・兼業先での

労働時間」を通算する必要があります。

※ 前提として、自院における労働時間の管理がされている必要があります。

副業・兼業

仕組み作りが重要

ポイント

副業・兼業について

182

183

宿日直許可について

医療法第16条の「宿直」(いわゆる「当直」)と労働基準法
第41条の「宿直」は同じではありません

• 労働基準法(労基法)上の「宿直」は、「宿日直許可」があれば労働
時間に含めません

＊許可がなければ実労働時間として算定します

• 労基法の許可があれば、当直途中に緊急対応などをした場合、その
時間だけが労働時間として算定されます

• 労基法の許可を得ていても、緊急対応が恒常的であると、当直(宿
日直)と認められず、取り消しも有り得ます



勤務実績（労働時間）の記録方法
宿日直許可

の有無

• 許可を取得している宿直・日直の時間帯を労働時間から除外する

（但し、実働時間は、労働時間として記載していること）
許可あり

• 宿直・日直の時間帯をすべて時間外・休日労働時間として記載する許可なし

宿日直許可について

184

宿日直許可の有無に応じた労働時間管理を行っていることが必要

ポイント

自己研鑽について

185

業務上必須ではない行為を、自由な意思に基づき、所定労働時間外に、自ら申し
出て、上司の明示・黙示による指示なく行う時間については、在院して行う場合で
あっても、一般的に労働時間に該当しない。

自己研鑽

1. 医局内で十分に話し合い、検討したうえで自己研鑽の取扱い（自己研鑽
ルール）を各医療機関で明確化、明文化していること

2. 医師だけでなく、医療機関内の他の職種を含めて周知していること

令和元年7月1日付け通達「医師の研鑽に係る労働時間に関する考え方について」にて、労働時間該当性のポイントを解説

ポイント

日本医師会では、講演会等において、自己研鑽の取扱いの整理の重要性を継

続的に発信しています



自己研鑽について

186

考え方・手続き研鑽の類型

• 業務上必須ではない行為を、自由な意思に基づき、所定労働時間外に、自ら申し出て、上司の明示・黙示
による指示なく行う時間については、在院して行う場合であっても、一般的に労働時間に該当しないと考
えられる。

• ただし、診療の準備又は診療に伴う後処理として不可欠なものは、労働時間に該当する。

診療ガイドラインや
新しい治療法等の勉強

• 左記の研鑽が奨励されている等の事情があっても、業務上必須ではない行為を自由な意思に基づき、所
定労働時間外に自ら申し出て、上司の明示・黙示による指示なく行う時間については、在院して行う場合
であっても、一般的に労働時間に該当しないと考えられる。

• ただし、研鑽の不実施について就業規則上の制裁等の不利益が課されているため、その実施を余儀なく
されている場合や、研鑽が業務上必須である場合、業務上必須でなくとも上司が明示・黙示の指示をして
いる場合は、労働時間に該当する。

学会・院内勉強会等への参
加や準備、専門医の取得・更
新にかかる講習会受講等

• 左記の研鑽が奨励されている等の事情があっても、業務上必須でない見学を、自由な意思に基づき、所
定労働時間外に、自ら申し出て、上司の明示・黙示による指示なく行う場合、当該見学やそのための待機
時間については、在院して行う場合であっても、一般的に労働時間に該当しないと考えられる。

• ただし、見学中に診療を行った場合については、当該診療を行った時間は、労働時間に該当すると考えら
れ、また、見学中に診療を行うことが慣習化、常態化している場合については、見学の時間全てが労働時
間に骸当する。

当直シフト外で時間外に待
機し、手術・措置等の見学を
行うこと

必要な
手続き等

研鑽を行うことについての医師の申出と上司による確認のルール作り

通常勤務と明確に切り分ける（突発的な場合を除き診療等を指示しない措置等）

医療機関ごとに取扱いを明確化して書面等に示し、院内職員に周知する

（厚生労働省ホームページ） 参 考
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A水準を含む全ての水準に求められる対応

188

医師の労働時間の把握医師の労働時間の把握１１

面接指導実施体制の整備面接指導実施体制の整備２２

連続勤務時間制限・
勤務間インターバル規制等への対応
連続勤務時間制限・
勤務間インターバル規制等への対応

１

B・C水準にはさらに求められる対応

⊡ 月の上限を超える場合の面接指導と就業上の措置（水準による区別なし）
⊡ 勤務間インターバル、連続勤務時間制限（A水準は努力義務・BC水準は義務）

A

C-１ C-２

年1,860時間/月100時間未満(例外あり)
※いずれも休日労働含む

地域医療を守る
特例水準

C-1、C-2水準の
上限時間も縮減方向

※ 都道府県の指定にあたって、医療機関勤務環境評価センターの評価を受けることが必要

C-１ C-２

集
中
的
技
能
向
上
水
準

（医
療
機
関
を
指
定
）

連携B B

地
域
医
療
確
保
暫
定

特
例
水
準

（医
療
機
関
を
指
定
）

A
診療従事勤務医に
2024年以降適用
される水準

追加的健康確保措置追加的健康確保措置

年960時間／月100時間
未満(例外あり)
※いずれも休日労働含む

年960時間／月100時間
未満(例外あり)
※いずれも休日労働含む

臨床研修医
専攻医

高度技能
を有する

医師の養成

2024年４月以降

連携B・B

連携B・B（暫定特例水準）の解消
［2035年度末を目標］

将 来 ［2035年度末を目標］

面接指導実施体制の整備について

面接指導実施体制については
水準よる区別はありません 189



面接指導の
実施者

面接指導の
実施要件

面接指導の対象・実施時期対象者

産業医
が望ましい

面接指導の申出
があった場合に

実施

月80時間超の時間外・休日労働時間を行い、
疲労の蓄積が認められる者

医師を含む
すべての
労働者

長時間労働者に対する
医師による面接指導

面接指導
実施医師

面接指導の
実施が義務

100時間到達後でも可

月の時間外・休日労働が100時間に達するまで
の間に実施

医 師

時間外・休日労働時間が
通算で月100時間超と
なる見込みの医師に対
する面接指導

事業者は、面接指導実施医師からの報告及び意見を踏まえ、就業上の措置を講じる
（月の時間外・休日労働が155時間を超える場合は遅滞なく労働時間短縮のために必要な措置を講じ

なければならない）

A水準の医師

BC水準の医師

改正医療法に
よる面接指導 産業医であっても所定の養成講

習を修了する必要があります

ただし、月の時間外・休日労働が80時間到達前後に
疲労度確認を行い、疲労蓄積がある場合は、１００時間
到達前に実施すること

• すべての医療機関において、改正医療法による面接指導等のルールを従来の安衛法に
よる面接指導とは別の枠組みで作成することが必要

• 月の上限を超える場合、 A水準を含む全ての水準で面接指導が義務

従来の安衛法
の面接指導

従来の労働安全衛生法による面接指導と改正医療法による面接指導の違い

190

必要な講習を修了し、時間外休日労働時

間が月100時間以上となることが見込

まれる医師に対して面接を行う医師のこ

とです。

長時間労働となる医師一人ひとりの健

康状態を確認し、必要に応じて就業上の

措置を講ずることを目的としています。

191

面接指導について

面接導実施医師とは

面接指導実施医師

目的



192

面接指導について

面接指導実施医師の役割

193

面接指導について

面接導実施医師産業医

産業医の資格を所有する医師も、面接指導実施医師となるには、

講習会の受講が必要になります。

※講習会（講習動画）の視聴時間は約200分です。修了証の発行には、動画視聴に加えて確認テス
ト（20問）に全問正解する必要があります。

医師法に基づく医師免許を有する者であれば、本講習を受講し、
修了証を取得することで面接指導実施医師になることができます。

※ただし、面接指導対象医師が勤務する病院又は診療所の管理者は、当該面接指導対象医師に面
接指導を実施することはできません。



① 総論・法制論 労働基準法・労働安全衛生法・医療法の概要、面接指導を行う上での留意点等

② 健康管理 長時間労働の医師の現状、過重労働が健康に与える影響、慢性睡眠不足の影響等

③ 追加的健康確保措置 追加的健康確保措置の概要、面接結果の実践的活用等

④ 面接指導の実際（ロールプレイ動画） 意見書作成と環境調整

⑤ 意見書作成の実際、職場環境調整への意見等

194

面接指導実施医師養成講習会

「長時間労働医師への面接指導実施医師養成講習会」のカリキュラム

令和5年10月10日現在、7,117名の医師が修了

①長時間労働の医師への健康確保

措置に関するマニュアル

②面接指導の進め方クイックガイド

③ワークブック

医師が、より効果的な面接指導の実施方法を習得するため、令和５年８月20日以降、面接指導実

施医師養成講習会受講修了者のうち、希望者に対して、長時間労働医師に対する面接指導に関す

るロールプレイ研修を厚生労働省が実施主体となり、開催している。

195

ロールプレイ研修

ロールプレイ研修

研修資料



事業者
（医療機関の管理者）

※面接指導の結果の記録
の保存（5年）

労働者
（面接指導対象医師）

1か月の時間外・休日労働
が100時間以上の見込み

面接指導
実施医師

※勤務する医療機関の
管理者でないこと

※講習終了者
※産業医（講習終了者）が

担うことも可

【必要と認める場合には遅滞なく労働時間の短縮、宿直回数の減少その他の適切な措置を実施】
※1か月の時間外・休日労働が155時間を超える場合には遅滞なく労働時間短縮のために必要な措置を講じなければならない。

【管理者が面接指導実施医師による面接指導を実施】

＜実施時期＞
• １か月の時間外・休日労働が１００時間に達するまでの間に実施（BC水準）
• 疲労の蓄積が認められない場合は100時間以上となった後遅滞なくでも可（BC水準以外）
＜確認事項＞
① 勤務の状況（前月の休日・時間外労働時間（副業・兼業も自己申告により通算する））
② 睡眠の状況（直近２週間の１日平均睡眠時間（可能であればアクチグラフ等の客観的指標を用いる））
③ 疲労の蓄積の状況（「労働者の疲労蓄積度の自己診断チェックリスト」）
④ ②、③以外の心身の状況
⑤ 面接指導を受ける意思の有無

【必要な情報の提供】

① 面接指導対象医師の氏名
② 上記＜確認事項＞の内容
③ その他必要な事項

※①、②は管理者の確認後速やかに
③は面接指導医師からの求め後速やかに

【面接指導】

＜確認事項＞
① 勤務の状況
② 睡眠の状況
③ 疲労の蓄積の状況
④ ②、③以外の心身の状況
（うつ症状や心血管疾患のリスク等）

※管理者が指定した
面接指導実施医師の
面接指導を希望しな
い場合は、他の面接
指導実施医師による
面接指導を受けて、
その結果を証明する
書面を管理者に提出
することも可。

〖
面
接
指
導
の
結
果
に
つ
い
て
の
意
見
聴
取
〗

※

面
接
指
導
後
遅
滞
な
く

助
言
・指
導

産業医等と連携して行うことが望ましい
← 産業医は衛生委員会への委員としての参画を通じて事業者に意見を言う立場（労働安全衛生法の枠組み）

面接指導や就業上の措置の実施など、関係者と情報共有し、連携して対応する体制整備が必要

長時間労働の医師に対する面接指導実施体制の整備（業務フローの整備）
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URL：https://ishimensetsu.mhlw.go.jp/

令和４年１２月２７日より受講受付開始

面接指導実施医師養成講習会 専用サイト ［面接指導実施医師養成ナビ］

(厚生労働省ホームページ)
参 考
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A水準を含む全ての水準に求められる対応

198

医師の労働時間の把握医師の労働時間の把握１１

面接指導実施体制の整備面接指導実施体制の整備２２

連続勤務時間制限・
勤務間インターバル規制等への対応

１

B・C水準にはさらに求められる対応

199

通常の日勤及び宿日直許可のある宿日直に従事する場合

15時間の連続勤務時間制限

① 始業から24時間以内に９時間の連続した休息時間

連続勤務時間制限・勤務間インターバル規制等の基本的な考え方 ①

• 義務対象はＢ・連携Ｂ・Ｃ水準の適用対象となる医師。
• Ａ水準の適用となる医師については努力義務

基本的な
ルール

宿日直許可のある宿日直に従事する場合

通常の日勤

15時間
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宿日直許可のない宿日直に従事する場合

28時間の連続勤務時間制限

② 始業から46時間以内に18時間の連続した休息時間

連続勤務時間制限・勤務間インターバル規制等の基本的な考え方 ②

勤務

勤務

臨床研修医に対する連続勤務時間制限・勤務間インターバル規制等の適用について

Ｃ－１水準の適用される初期研修医については、

• 連続勤務時間制限・勤務間インターバルの実施を徹底し、代償休息の必要がないようにする。

201

連続勤務時間制限・勤務間インターバル規制等の基本的な考え方 ③

• 24時間の連続勤務時間とする必要がある場合は、勤務間インターバルを24時間とする。

勤務

勤務

• 勤務間インターバル９時間を必ず確保することとし、連続勤務時間制限としては15時間とする。



勤務間インターバルの確保・代償休息の付与に関するルール・規程等を作成し、医療機関内で周
知していることが必要です。

勤務間インターバルの確保、代償休息の付与に関するルール、規程等の作成

勤務間インターバルが確保された勤務計画（通常勤務、宿日直、副業・兼業等）を作成する仕組
みが必要です。

勤務間インターバルが確保された勤務計画（予定）の作成

宿日直、副業・兼業時間を含む時間外・休日労働時間の実績から、勤務間インターバルを確保で
きなかった時間数を把握し、翌月末までに付与すべき代償休息時間を把握する仕組みが必要
です。

勤務間インターバルの確保状況、代償休息の付与時間の管理する勤務実績の管理

勤務間インターバルの確保、代償休息の付与に関する体制整備
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同僚の健康を守るために

203
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 医師間・職員間コミュニケーション
 疲れている同僚への声かけ

同僚の健康を守るために

日頃のコミュニケーションによって、職場
内の健康を守っていくことが重要です

７．医師の働き方改革

（３）評価センターの受審申込について
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医療機関

評価受審申込

審査料の支払い

自己評価の実施

サーベイヤー
評価の実施

評価委員会 審議

審査部会 確認

理事会 評価決定

医療機関へ結果の通知

都道府県へ結果の通知

評価センターホームページから評価受審の申し込み

※ 評価において、労働関係法令及び医療法に規定された事項（必須
項目）が未達成の場合や現時点における取組状況に改善の必要が
あり、また、今後の取組予定も見直しの必要がある場合、評価セン
ターでは一旦評価を中断し、医療機関に対して一定期間のうちに
改善に向けた取り組みを実施するよう依頼します。

基本情報・自己評価シートの作成、医師労働時間短縮計画の添付
（基本情報・自己評価シート等の作成依頼メールを受領後、30日以内に評価システム
への入力を完了する必要があります）

サーベイヤーによる書面評価実施(３０日以内に評価センターに報告)

評価シートの提出してから医療機関及び都道府県に結果を
通知するまでの期間は評価が滞ることなく実施できた場合
に４カ月を見込んでいる。

中間報告※

サーベイヤー間のすり合わ
せ後、資料の追加・修正が
必要な場合、医療機関へ
問合せを実施

事務局にて提出された
書類の不備等を確認

評価センターの評価受審申込から評価結果通知までの流れ
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（※１） 診療科ごとの医師数、病床数、看護師数、医師事務作業補助者数等、労働時間に影響を与える要素として分析を行うことを想定。
（※２） 手術件数、患者数、救急車受け入れ台数の他、医療計画や地域医療構想に用いる項目を想定。

評価の視点評価内容

【医師の労働時間短縮に求められる基本的労務管理体制】
• 適切な労務管理体制の構築
• 人事・労務管理の仕組みと各種規程の整備・届出・周知
• 適切な36協定の締結・届出
• 医師労働時間短縮計画の作成と周知
【医師の勤務環境の適切な把握と管理に求められる労務管理体制】
• 医師の労務管理における適切な労働時間の把握・管理体制
• 医師の面接指導及び就業上の措置の実施体制
• 月の時間外・休日労働が155時間を超えた場合の措置の実施体制
【産業保健の仕組みと活用】
• 衛生委員会の状況
• 健康診断の実施状況

医師の労働時間短縮に向けた労務
管理体制の構築

ストラクチャー

新規評価項目数41

（内、必須項目18)

【医師の労働時間短縮に向けた取組の実施】
• 医師の適切な勤務計画の作成
• 医師の労働時間短縮に向けた研修・周知の実施（管理職マネジメント研修の実施等）
• タスク・シフト／シェアの実施（特定行為研修修了看護師の活用等）
• 医師の業務の見直しの実施（複数主治医制やチーム制の導入・実施等）
• 医師の勤務環境改善への取組の実施（院内保育や他の保育支援等の整備状況等）
• 患者・地域への周知・理解促進への取組の実施

医師の労働時間短縮に向けた取組

プロセス

新規評価項目数29

(内、必須項目 0)

【労務管理体制の構築と労働時間短縮に向けた取組実施後の結果の把握】
• 医療機関全体の状況（時間外・休日労働時間数、追加的健康確保措置の実施状況等）
• 医師の状況（職員満足度調査・意見収集の実施）
• 患者の状況（患者満足度調査・意見収集の実施）

労務管理体制の構築と労働時間
短縮の取組実施後の評価

アウトカム

新規評価項目数6

(内、必須項目 0)

【医療機関の医療提供体制】（※１）
【医療機関の医療アウトプット】（※２）

・医療機関の医療提供体制
・医療機関の医療アウトプット

参考

［第17回 医師の働き方改革の推進に関する検討会 2022.03.23］

評価センターでの評価の内容・視点
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産業医に関わる評価項目①

評価項目必須項目

労働安全衛生法に基づき産業医が選任されている●30

医師に対する面接指導の実施体制が整備されている●31

面接指導対象医師が、必要に応じて、産業医に相談可能な体制が整備されている32

面接指導実施医師が、面接指導対象医師の直接の上司とならないような体制がとられている33

面接指導の実施にあたり、産業医、面接指導実施医師のみではなく、他職種がサポートする体制があ
る

34

月の時間外・休日労働が100時間以上になる面接指導対象医師を月単位で把握する仕組みがある●35

面接指導について、医師本人に加えて、所属長及びシフト管理者にも面接指導の実施についての連
絡体制がある

37

就業上の措置が必要となった場合、当該医師の所属長と勤務計画管理者に対し、管理者、労務管理
責任者又は委任された者や部署より通知し、措置を実施する体制がある

41

医師の面接指導及び就業上の措置の実施体制
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産業医に関わる評価項目②

評価項目必須項目

月の時間外・休日労働が155時間を超えた医師を月単位で把握する仕組みが
ある

●42

月の時間外・休日労働が155時間を超えた場合、当該医師の所属長と勤務計画
管理者に対し、管理者、労務管理責任者又は委任された者や部署より通知し、
措置を実施する体制がある

43

月の時間外・休日労働が155時間を超えた場合の措置の実施体制
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産業医に関わる評価項目③

評価項目必須項目

衛生委員会が法令で定められた頻度・内容で開催されている●44

長時間労働の医師への対応状況の共有や対策等が検討されている45

医師に対する健康診断の実施率●46

健康診断の実施時には、受診しやすい選択肢を提示し、受診を促している47

Ｂ水準、連携Ｂ水準及びＣ水準適用医師については、健康診断の結果による追加
検査や再受診が必要とされた場合の受診勧奨、その結果のフォローを行う体制が
ある

48

産業保健の仕組みと活用

210

第15回 医師の働き⽅改⾰の推進に関する検討会
2021.09.15 開催資料

全体評価の考え方
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（厚生労働省ホームページ）
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月別の受付状況(11月７日時点)

受付件数：473件
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医療機関勤務環境評価センターの受審申込受付状況 参 考

【令和5年11月7日現在】

計473件

うち、大学病院
※本院以外の大学病院含む

123件

214

都道府県名 申込件数 都道府県名 申込件数 都道府県名 申込件数

21 富山県 2 鳥取県 2

青森県 6 石川県 3 島根県 2

岩手県 5 福井県 2 岡山県 5

宮城県 11 岐阜県 14 広島県 9

秋田県 2 静岡県 15 山口県 3

山形県 3 愛知県 27 徳島県 3

福島県 10 三重県 6 香川県 2

茨城県 4 滋賀県 7 愛媛県 2

栃木県 8 京都府 13 高知県 5

群馬県 4 大阪府 35 福岡県 28

埼玉県 25 兵庫県 22 佐賀県 3

千葉県 26 奈良県 4 長崎県 2

東京都 51 和歌山県 2 熊本県 3

神奈川県 34 大分県 4

新潟県 4 宮崎県 3

山梨県 2 鹿児島県 7

長野県 8 沖縄県 14

473

関

東

北海道

計

東

北

(37)

中

国

・

四

国

(33)

九

州

(64)

(166)

中

部

(69)

近

畿

(83)

特例水準の申請件数 参 考

【令和5年11月７日現在】

B水準
連携B
水準

C-1
水準

C-２
水準

B水準
連携B
水準

C-1
水準

C-２
水準
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８．医療をとりまく最近の課題

いわゆるナースプラクティショナー（仮称）について

216

＜⽇本医師会・四病院団体協議会 2023年5⽉24⽇＞
規制改⾰推進会議医療・介護・感染症対策ワーキンググループ
におけるナースプラクティショナー（ＮＰ）の議論について

１．在宅医療における課題への対応

現在のＮＰに関する主張は、主に、在宅医療において、訪問看護師と医師との連絡がうまくいかず、患者さんへの対応が遅

れるケースがあるとの指摘のもとで行われています。 （一部略） 緊密な連絡体制の構築は、在宅医療の実施にあたって当然

なされなければならないものであり、その点を改善しないまま、新たな資格により看護師が診断・処方をすれば解決するという

ことはあり得ません。

また、医療の安全の確保、医療事故に対する責任の所在、新たな職種が実際の不足場面で役割を担えるかなど根本的な

議論が不可欠であり、十分な議論なしに判断が下されるのであれば、日本の将来の医療提供体制にとって、悪影響を及ぼす

ことが懸念されます。

（一部略） 訪問看護師が抱える困難や、医師や医療機関に対する要望にもきちんと耳を傾け、改善すべきところは改善し

ていく所存です。

２．特定行為研修の推進

日本医師会が、在宅医療を行っている医師を対象に行ったヒアリングでは、訪問看護師との連携がうまく取れている場合に

は、必ずしも特定行為研修の必要性を感じないという声もありました。ただ、特定行為研修を修了した看護師であれば、褥瘡の

処置や気管カニューレの交換など、患者が通院したり医師が訪問せずに行うことができたりするなどのメリットもあることから、

今後、在宅医療分野における特定行為研修を推進していくことは必要と考えます。

そのためには、医師側も特定行為研修制度をしっかり理解し、手順書の作成や実習の受け入れなど、積極的に活用・支援し

ていくことが求められます。引き続き、制度の周知に努めるとともに、研修の推進に協力してまいります。 217



＜⽇本看護協会の主張＞
・在宅の現場では医師と連絡を取ることは難しい／連絡してもクリニックは閉院
・迅速に指⽰を出す／往診することは難しい（特に離島へき地）

＜患者団体の意⾒＞
・「つらい症状を取ってほしいときは、究極の話、誰でもいい」
・「患者サイドとして、特定⾏為研修だけだと不安に感じる⼈もいる」

＜WG委員の意⾒＞
・連絡が取れない医師が多いのは事実で、謙虚に受け⼊れるべき。
・在宅療養⽀援診療所の届出を出しているにもかかわらず、休⽇・夜間に

対応してくれない先⽣は結構いる。
・医療と看護・介護の連携について、現場の感覚として著しく改善してはいない。
・ファクトベースの議論をするために、実態把握の調査を⾏うべき。

看
護
師
が
診
断
・
処
⽅
を

⾏
う
新
た
な
資
格
が
必
要

規制改⾰推進会議 医療・介護・感染症対策ワーキンググループにおける

ナースプラクティショナーに関する議論
ナースプラクティショナー必要論

2023年2⽉13⽇ ヒアリング
⽇本医師会・全⽇本病院協会・⽇本医療法⼈協会が出席し、反対を表明

資料︓内閣府ホームページで閲覧可能 218

新たな資格制度創設に対する⽇本医師会の考え
①新たな資格創設のニーズが不明

• 「特定⾏為研修では対応できないニーズ」と
は何か（困難事例の内容、発⽣件数）。

• 医師との連絡体制は、当然構築されていなけ
ればならないもの。医療機関側も改善に努め
たい。

②新たな資格制度を創設せずとも
解決可能

• 地域連携のさらなる強化
• 特定⾏為研修のより⼀層の推進
• オンライン診療（D to P with N）の活⽤

③新たな資格制度を創設しても、
解決できる可能性は低い

• 資格創設には時間を要する。
• 資格取得者の需要と供給の⾒込み
• 資格を取得した看護師が、離島・へき地で勤

務するのか。
• ⼈⼝減少社会における医療・介護⼈材の確保

④新たな資格制度の創設による
懸念事項

• 医療安全と医療事故が起きた場合の責任の
所在

• 新たな資格取得者の評価・待遇

 新たな資格の創設は、国⺠の医療安全の観点から認めることはできない。
 在宅医療における課題解決は、地域連携の強化と特定⾏為研修の推進、

オンライン診療（D to P with N）等により対応していく。
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日常的な訪問看護における必要時の医師との連絡は、「よく取れている」が３１.８％、「だいたい取れている」が６５.８％
と、計９７.６％の訪問看護ステーションは概ね連絡が取れている状況であり、全体としては大きな問題がないことがわ
かった。

令和４年１０月～令和５年３月の半年間において、夜間や週末等における緊急時で、医師との連絡が取れずに重大な
影響があったと回答した訪問看護ステーションからは、１１６件の事例が寄せられた。これは、半年間の患者ベースで
試算すると、患者全体の０．０１３％であった（必ずしも医師との連絡が取れないことによる影響とは言えないものも含
まれている）。 それぞれの訪問看護ステーション及び医療機関において、これまで以上に双方の連絡体制や連携につ
いて改善を図る必要があるということが分かった。制度的な改正が必要な状況とは言えない。

夜間・週末等における緊急時対応をスムーズに行うための工夫として、最も多かったのが「症状の変化が予測される
場合、事前に薬剤を処方してもらう」ことであり、７４.３％の訪問看護ステーションで実施されていた。医師及び訪問看
護師において、症状を予測し、事前の包括的指示を活用しながら対応している実態がうかがわれた。

なお医師との連絡体制については、病院の勤務医との連絡が取りにくいとの回答や、事務職を間に介するのではなく
直接医師と話したいという回答が多くみられた。別途日本医師会が行ったヒアリングでも、同様の内容であった。

その他、在宅医療全般に関する要望として、訪問看護指示書の適切な運用や、情報共有に関する要望なども寄せら
れていた。

日本医師会 訪問看護における医師との連絡体制に関する緊急調査
（令和５年４月～５月実施）

調査結果まとめ
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フランスにおけるナースプラクティショナー制度

2023年１⽉ ＮＰダイレクト・アクセス法成⽴

 患者が望めば医師の受診を経ず、ダイレクトに受診
 制限はあるものの初回処⽅も可能
 医療費は保険でカバー

【背景】
・医師不⾜、地域偏在、休⽇診療の機能不全

※医学部⼊学制度、法定労働時間等の影響もあるとされている
※全国で600万⼈の国⺠（うち60万⼈が⻑期療養疾患患者）がかかりつけ医に受診できない現状にあったとされる

2016年 フランス医療制度近代化法制定
2018年 省令により「進んだプラクティスを⾏える看護師」を定義

⇒ＮＰ制度スタート

 看護師教育３年＋実務経験３年＋専⾨教育２年（⼤学院）
 慢性疾患の症状が安定した患者を対象に、以下の５つの専⾨領域に分化

①複数疾患プライマリ・ケア及び予防 ②悪性腫瘍・⾎液学
③CKDと透析（⾎液・腹膜・⾎漿交換）管理、移植 ④精神 ⑤救急

 元々かかりつけ医が診察した後に、補完的に診療を⾏うものであった。医師の管理下で制限された処⽅も可能
 原則１⼈開業は禁⽌、医療機関・病院・グループ診療所など、医師の管理するチーム医療の中の⼀員としてのみ実践可能

（その他の職種にもワークシェアが進んでいる）
軽症疾患 ⇒ 薬剤師に受診・処⽅
肩こり、腰痛、捻挫 ⇒ 理学療法⼠
視⼒検査・眼鏡処⽅ ⇒ 眼鏡⼠
正常妊婦⺟⼦の周産期管理（処⽅含む）⇒ 助産師

出典：奥⽥七峰⼦⽇医総研フランス駐在研究員レポート
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規制改革実施計画（令和5年6月16日閣議決定）【抜粋】

222（出所）「規制改革実施計画」（令和5年6月16日閣議決定） 83頁

在宅領域など地域医療における医師ー看護師のタスクシェア

③特定行為（診療の補助）について、その運用状況と地域医療におけるニーズを
現場の医師及び看護師等から把握し、特定行為の拡充について検討する。

C 厚生労働省は、上記各措置を円滑に実施しつつ、①地域の在宅患者に対して

最適なタイミングで必要な医療が提供できないため患者が不利益を被る具体的状
況や②そのような具体的状況において医師、看護師が実際に果たしている役割や
課題を令和６年度及び７年度に調査し、更なる医師、看護師間でのタスクシェアを
推進するための措置について検討する。その際、限定された範囲で診療行為の一
部を実施可能な国家資格であるナース・プラクティショナー制度を導入する要望に
対して様々な指摘があったことを適切に踏まえるものとする。上記検討の間におい
ても、離島・へき地等において特区制度を活用した実証の提案があった場合は、そ
の結果も踏まえて所要の対応を行う。

223（出所）デジタル行財政改革会議（第１回）（令和５年１０月１１日）資料７（民間議員提出資料）3頁
<https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_gyozaikaikaku/kaigi1_siryou7.pdf>



ご清聴ありがとうございました

224


